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Ｉ．長岡高専の概要

１．長岡高専の生い立ち

　長岡高専は、高等専門学校制度が発足した昭和37年に設置された国立高専第

１期校12校の一つとして同年４月に誕生しました。これより先、昭和36年６月

に長岡工業短期大学が開学しており、昭和40年度まで高志台上に併設されてい

ましたが、同短期大学の廃止に伴い、その教職員、施設設備はそのまま本校に

引き継がれました。本校の開校記念日を６月１日と定めているのは、この歴史

を物語っているのです。

２．沿　　革

　昭和36年４月１日　長岡工業短期大学（機械工学科２学級、電気工学科、

　　　　　　　　　　工業化学科）設置

　　　　　６月１日　第１回長岡工業短期大学入学式挙行

　昭和37年４月１日　長岡工業高等専門学校（機械工学科２学級､電気工学科、

工業化学科）設置

　　　　　４月20日　第１回入学式挙行

　　　　　11月８日　校舎１号館竣工

　昭和38年３月25日　高志寮（男子学生寮）１号館、管理棟竣工

　　　　　４月１日　校舎２号館、４号館竣工

　昭和39年３月27日　高志寮２号館、３号館竣工

　昭和40年３月21日　体育館竣工

　　　　　４月１日　事務部制となり庶務課と会計課を設置

　昭和41年３月31日　長岡工業短期大学廃止

　昭和42年３月18日　第１回卒業証書授与式挙行

　昭和43年４月１日　土木工学科増設

　昭和44年３月25日　校舎３号館、高志寮４号館竣工

　　　　　４月１日　事務部に学生課を設置

　昭和45年11月27日　図書館、課外活動センター竣工

　昭和48年７月１日　野球場（長岡市栖吉町字前山）竣工

　　　　　12月27日　情報処理センター竣工

　昭和49年９月１日　第１回編入学試験実施

　昭和52年３月15日　第２体育館竣工

　昭和53年１月31日　学生食堂竣工

　昭和56年２月20日　雪氷・低温技術教育研究施設竣工

　昭和58年１月11日　校舎１号館中央棟竣工

　昭和59年10月１日　「長岡高専20年史」を発行
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　昭和60年３月22日　福利施設棟竣工

　昭和61年６月１日　創立25周年記念式典挙行（校旗作製、記念碑設置）

　平成２年４月１日　機械工学科２学級のうち１学級を電子制御工学科に改組

　平成４年１月28日　清花寮（女子学生寮）竣工及び高志寮４号館を増築

　平成５年３月31日　校舎５号館竣工

　平成６年４月１日　工業化学科を物質工学科に改組

　平成７年４月１日　土木工学科を環境都市工学科に改組

　平成８年３月４日　校舎５号館増築

　　　　　３月29日　校内ＬＡＮ竣工

　平成12年４月１日　専攻科設置

　平成14年３月19日　第１回専攻科修了式挙行

　平成14年７月31日　校舎６号館竣工

　平成14年10月31日　地域共同テクノセンター竣工

　平成15年３月20日　校舎４号館改修工事完了

　平成16年４月１日　独立行政法人国立高等専門学校機構長岡工業高等専門学

校に移行

　　　　　　　　　　電気工学科を電気電子システム工学科に名称変更

　平成16年10月23日　新潟県中越地震により地盤、校舎、学生寮被災

　平成18年11月２日　復旧工事完了、震災復興記念式典挙行

　平成19年４月１日　事務部を総務課、学生課の二課体制に再編

３．歴代校長

　初 代 校 長　　山　崎　貫　三

　二 代 校 長　　田　　　健　一

　三 代 校 長　　大　戸　敬二郎

　四 代 校 長　　池　田　朔　次

　五 代 校 長　　高　橋　　　旦

　六 代 校 長　　岡　本　祥　一

　七 代 校 長　　小　川　正　二

　八 代 校 長　　高　田　孝　次

　九 代 校 長　　渡　邉　和　忠

４．高
こう

志
し

台
だい

のいわれ

　現在の長岡市を含む新潟県一帯は古代“こしのくに”と称されていましたが、

この名称がどうしてつけられたかは判然としません。当時、文化が進んでいた

大和地方の人々が北辺の地方一帯を“こしのくに”と呼んでいたことだけは分

かっています。奈良時代に入ると、この地域を七郡に分け統治するようになり、

この七郡の中に古志郡がありました。
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　この古志郡は、現在の古志郡、三島郡、長岡市、見附市、栃尾市を含む広大

な地域にまたがっていました。その後、幾多の変遷を経て、現在の古志郡とな

り、昭和25年長岡市との合併まで本校の敷地は古志郡栖吉村に包括されていた

ことになります。

　本校設立に当たり学園台地の名称を広く学生、教職員より公募し応募名称に

ついて学外有識者の意見を求め、審査の結果、将来性豊かな学生諸君が常に高

邁な志を堅持されることを祈るとともに、“こしのくに”（越の国）“古志郡”

という、古代より我々の祖先により引き継がれてきた歴史の中の地名への関連

性を考慮し、昭和36年12月10日高志台と定められました。

（文中の長岡市、古志郡、三島郡（出雲崎町を除く）、栃尾市は、平成18年１

月までに合併し、新「長岡市」となりました。）

５．学年暦（平成23年度）

前�
�
�

期

４月

１日(金)～４日(月) 春季休業
５日(火） 入学式
６日(水) 始業式
７日(木) 授業開始

５月 13日(金) 遠足

６月
１日(水) 開校記念日
２日(木)～７日(火) 中間試験（第１～３学年）

７月
２日(土)～18日(月) 関東信越地区高専体育大会
25日(月)～29日(金) 前期末試験

８月
11日(木)～９月25日(日) 夏季休業
20日(土)～９月４日(日) 全国高専体育大会

９月 ２日(金)～４日(日) 関東信越地区文化発表会（群馬）

後�
�
�

期

９月
26日(月) 後期始業式
27日(火)～30日(金) 見学旅行（第４学年）

10月
３日（月） 後期授業開始
18日(火） 体育祭

11月 ３日(木)～5日(土) 高志祭

12月
１日(木)～6日(火) 中間試験（第１～３学年）
14日（水） 球技大会
25日(日)～１月７日(土) 冬季休業

１月

11日(水)～13日(金) スキー合宿（第２学年）

12日(木)
校内一斉試験の日
(第３学年：学習到達度,
　第４学年・専攻科：TOEIC)

24日(火) 専攻科特別研究発表

２月
２日(木)～３日(金) 卒研発表
13日(月)～17日(金) 学年末試験

３月
19日(月) 第46回卒業式、第11回専攻科修了式
20日(火)～31日（土) 学年末休業
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６．学生に関係のある組織と職務内容

寮務委員会

学生支援委員会

総務主事
（副校長）

（副校長）

（校長補佐）

入学者対策室

学生相談室

学生課

契約・施設グループ

教務・入試グループ

学生支援グループ

図書グループ

職員グループ総務課

総務グループ

事務部
学生募集・入学・教育課程・授業・休学、退学等・
卒業、進級・大学等への進学・学生証・各種証明
書・教科書・学生便覧・企業実習・定期試験・工
場見学・留学生・専攻科・研究生・その他

課外教育活動・奨学金・入学料及び授業料減免・学生
相談・合宿研修・下宿・厚生施設・旅客運賃割引証・健
康安全管理・保健衛生・就職・学生寮・寮食堂の管理運
営・寮生の課外教育活動・健康安全栄養管理・その他

��

�

寮務主事

学生主事

専攻科委員会 専攻科学生の修学指導に関すること
その他専攻科長補

（校長補佐）

専攻科長

教務委員会

学生主事補

寮務主事補

総務主事補

教務主事補教務主事

図書館

総合情報処理センター

課外教育活動センター

教育研究技術支援センター

指導教員留学生指導教員主任

入学料・授業料免除、奨学金その他
学資に関すること
学生の健康管理・安全管理に関すること
学生会に対する指導・助言に関すること
福利厚生に関すること
課外教育に関すること
その他

教育課程・授業時間割・年間行事に関すること
学生募集・入学試験に関すること
試験・評価その他履修に関すること
その他

入退寮の選考に関すること
寮生の健康管理・安全管理に関すること
寮友会に対する指導・助言に関すること
学生寮の食堂に関すること
学生寮の施設・設備に関すること
その他

図書・雑誌の閲覧貸出・文献複写

財務企画グループ 授業料・寄宿料等の納入

国際交流推進センター

地球ラボ室

（校長補佐）
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Ⅱ．学　　習　　関　　係

１．教育理念　教育目標と学習・教育目標

２．教育課程と履修方法

３．定期試験実施要項

４．学習および学生生活に関する相談







学科第１学年 学科第３学年 専攻科第１学年学科第２学年 学科第４学年 学科第５学年 専攻科第２学年













２．教育課程と履修方法

１）教育課程

　本校は５年間の一貫教育により、深く専門の学芸を教授し、より専門性の高

い教育機関へ進学したり、専門性が要求される職業に就職するために必要とさ

れる能力を育成することを目的としています。この目的を達成するために、授

業科目を一般科目と専門科目に分け、効率よく学習できるように配分していま

す。低学年は豊かな人間性と広い一般教養を身につけるために、高等学校でも

学習する内容を含む一般科目を多く開講しています。高学年は専門的知識を学

び、それを実践する力を身につけるために、専門科目や実験・実習を多く開講

しています。

　なお、履修にあたっては、下記の事項を充分理解し、毎日の予習、復習をす

る習慣を身につけてください。

　①　一般科目は全学科共通の授業科目であり、専門科目は専門学科ごとの授

業科目です。

　②　一般科目､専門科目のそれぞれに､必ず履修しなければならない“必修科

目”、“必履修科目”と任意に選択して履修する“選択科目”の３種類があ

ります。

　　【詳しくは、２)履修方法の(１)科目の区分を参照すること】

　③　科目の単位数は、30単位時間(１単位時間：標準50分)の授業を１単位と

します。これを「履修単位」と呼びます。

　　・50分の授業を30回受けると、１単位となります。

　　・90分の授業を30回受けると、２単位となります。

　　・夏季休業中などに、短期間に集中的に授業を行い、時間数に応じた単位

を与える場合もあります。

　④　４，５学年の科目にあっては、45時間の学修をもって１単位とする「学

修単位」と呼ぶ科目が約20単位分あります。これは15時間の授業に30時間

の自学自習を含めたもので、高等教育機関の学生には教室での授業を受け

るだけでなく、教室外においても自主的な学習を行うことが求められてい

ます。

　⑤　第１～３学年までは、授業科目のほかに特別活動があり、各学年におい

て30単位時間、計90単位時間が必修となります。

　⑥　本校を卒業するには次の２つの要件を満たす必要があります。

　　・授業科目を167単位以上修得すること。

　　・特別活動への欠席時間（特別欠席を除く）が各学年で10単位時間以内で

あること。

　　【詳しくは、２)履修方法の(６)進級、卒業の認定を参照すること】
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　⑦　授業を行う期間は、１年間を前期（４月～９月）と後期（10月～３月）

に分け、定期試験を含めて35週にわたることを原則としています。

２）履修方法

（１）科目の区分

　本校では進級や卒業の認定を行うために、一般科目と専門科目のそれぞ

れについて、科目を次の３種類に区分しています。

　　①　必修科目：全員が必ず履修し、当該年度において単位認定の条件（第

１～３学年については50点以上の評価、第４，５学年については60点以

上の評価）を満たさなければならない科目。

　　②　必履修科目：全員が必ず履修し、卒業までに必ず単位認定の条件を満

たさなければならない科目。

　　③　選択科目：自分の適性や将来の進路を考えて履修するかどうかを選定

できる科目。学科・学年ごとに定められた基準以上の単位数について、

単位認定の条件を満たさなければならない科目。　

　　　　選択科目の履修希望手続きは、前の学年の年度末（２月頃）に実施し

ます。学級担任の説明をよく聞いて、履修を希望する科目を選定し、選

択科目受講願を作成してください。

　　　　授業開始後に選択科目を追加して受講したい場合、もしくは、授業開

始後に選択科目の受講の取消をしたい場合は、前期科目及び通年科目に

ついては４月30日まで、後期科目については10月31日までに変更の申請

をしなければなりません。それ以降については、変更は認められません。

　　　　選択科目の変更は、期限までに書面により申請してください。

　　　　また、本校は長岡技術科学大学やその他の大学、高専と単位互換協定

を締結しています。第４，５学年の学生は、他の大学・高専の授業を、

ｅ－ラーニング（インターネット等による遠隔授業）により受講して単

位を修得することも可能です。受講には教材費以外の費用は不要です。

この制度を利用したい学生は、学生課に申し出てください。

（２）学業成績

　　①　各科目の成績は100点満点で評価されます。

　　　　具体的な評価方法は、科目の担当教員がシラバスで明示しています。

　　②　科目が定める授業時間の三分の一を越える欠席時間数（特別欠席を除

く）となる場合は、成績評価を受けることができず、「評価なし」とし

て未修得となります。必履修科目の場合には、当該科目の単位再評価を

受けることができません。
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　　【詳しくは、２)履修方法の(６)進級、卒業の認定及び(10)欠席を参照する

こと】

　　③　学業成績は、９月下旬(前期での成績)及び３月下旬(１年間の成績)に

保護者へ通知します。

　　　　第１～３学年においては、中間試験後にも保護者へ通知します。

（３）試験

　　　試験には、中間試験、前期末試験、後期末試験（学年末試験）がありま

す。

　　①　中間試験は、第１～３学年を対象として、前期及び後期に行います。

　　　　前期末試験及び後期末試験（学年末試験）は、全学年を対象に前期末

及び後期末に行います。

　　　　今年度の試験の日程は、学年暦（Ｐ.５）を参照してください。

　　②　定期試験の詳細は「３．定期試験実施要項」で説明されています。試

験前に内容をよく理解しておいてください。

　　③　病気などの正当な理由で試験を欠席した場合には、追試験の実施を願

い出ることができます。試験を欠席した場合はできるだけ速やかに学級

担任と科目担当教員に連絡してください。

　　　　追試験の実施を希望する者は、次の２点を試験終了後１週間以内に、

学生課へ提出してください。

　　　・学級担任と科目担当教員の承認を得た追試験願

　　　・欠席理由が正当であることの証明書（医師の診断書や公共交通機関の

遅延証明書、理由書など）

　　④　不正行為を行った者は、その後の試験を受験することができません。

さらにその試験期間中に行われるすべての科目の試験成績が０点となる

ほか、厳重な処分を受けます。

（４）再試験

　　　シラバスで試験によって成績評価を行うと定められている科目につい

て、担当教員が必要と認めた場合には、再試験が実施されることがありま

す。

（５）単位の認定と修得

　　　すべての科目（必修科目、必履修科目、選択科目）は、次の条件を満た

している場合に単位が認定され、単位修得となります。

　　①　第１～３学年については評価が50点以上
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　　②　第４，５学年については評価が60点以上

（６）進級、卒業の認定

　本校では、学年ごとに修得すべき一般科目，専門科目の単位数が「履修

及び学業成績の評価並びに進級及び卒業認定に関する規程」（Ｐ.143）で

定められています。

　合計の単位数が定められているほかにも、一般科目，専門科目のそれぞ

れについて、必修科目，必履修科目，選択科目の必要単位数が定められて

います。これらがすべて定められた単位数を満たさない場合は、進級・卒

業することができません。

　さらに第１～３学年では、特別活動の欠席時間（特別欠席を除く）が各

学年で10単位時間を越えた場合には進級することができません。

　第１～３学年までは、進級に必要な単位数は、履修する全科目の単位数

ですので、１科目でも欠席時間数（特別欠席を除く）が授業時間の三分の

一を越えたために「評価なし」となった場合には進級することができませ

ん（電子制御工学科第３学年の選択科目を除く）。

　また、各学年において、次の科目の累積の単位数が４単位を越える場合

には進級することができません。

　・未修得の必履修科目

　・進級要件が定める必要単位数より不足する未修得の選択科目

　本校を卒業するには、授業科目を合計で167単位以上修得する必要があ

ります。そのうち一般科目は75単位以上、専門科目は82単位以上を修得し

なければなりません。

　

（７）単位再評価

　修得できなかった必履修科目（累積４単位以下）をもって進級した者は、

その科目について、単位再評価を受けて卒業までに必ず修得しなければな

りません。単位再評価の結果、その科目の修得が認められる場合の評価は、

単位修得の最低点（第１～３学年は50点、第４，５学年は60点）となりま

す。次のどちらかに該当する場合は単位再評価を受けることができません。

　　　・その科目の欠席時間（特別欠席を除く）が、授業時間の三分の一を越

え「評価なし」であった場合

　　　・その科目の担当教員から課された課題を期限までに提出しない場合

　単位再評価は翌年度前期中に実施します。特例として、前期に開設され

る必履修科目は、当該年度についてのみ後期に単位再評価（年度内単位再

評価）を実施します。
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　未修得必履修科目の単位数は累積していきますので、できるだけ早期に合格

するように勉強に励まなければなりません。　　

（８）選択科目の再履修等

　進級要件が定める選択科目の単位数に対し、修得した選択科目の単位数

が不足し、かつ不足分と未修得の必履修科目の単位数の合計が４単位以下

で進級が認められた者は、不足分の単位数の選択科目を再履修、または他

の選択科目を履修して修得しなければなりません。ただし、一般科目の必

要単位数を専門科目の修得単位で置き換えたり、専門科目の必要単位数を

一般科目の修得単位で置き換えることは認められません。また、未修得の

選択科目を再履修するための時間割上の特別な配慮は行いませんので、時

間割の許す範囲で履修計画を立てなければなりません。

（９）原級者の再履修等

　第１～３学年において、進級が認められず原学年にとどめられた者（原

級者）は、同学年で定められたすべての科目を再履修しなければなりませ

ん。

　第４，５学年でも同様に同学年におけるすべての科目を再履修すること

になりますが、前年度の評価が60点以上の科目については、修得したもの

として認定され、その科目の再履修は免除となることがあります。この場

合は、免除された単位数を含めて学科、学年で指定された単位数、もしく

はそれ以上になるように修得してください。なお、免除された科目につい

てより良い成績を希望する場合は、受講願を学級担任並び当該科目担当教

員の承認を受けた後、学生課に提出して受講してください。この場合の成

積は、いずれか良いほうの成績となります。

　　注意：第４，５学年で原級した場合、前年度の評価が59点以下の科目の成

績は再履修する年度に持ち越されません。

　　　　　前述の「いずれか良いほうの成績」で評価を受けることができるの

は、再履修が免除された科目について、再履修願を提出して受講した

場合に限られます。

　　第４学年原級者の第５学年科目受講

　第４学年で原級した場合に、第５学年の科目を受講することができます。

学級担任並びに科目担当教員の承認を得て受講願を学生課に提出してくだ

さい。ただし、科目によっては受講が認められない場合もありますので、

学級担任もしくは学生課で確認してください。
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　　２年連続原級の場合

　２年連続して原級となった者は「退学する」ことになります。なお、「原

級（１年目）→休学（２年目）→原級（３年目）」のように休学をはさん

だ場合も、２年連続して原級したものとして取り扱います。

（10）欠席

　病気または事故により欠席した場合は、理由を記入した欠席届を学級担

任の認印をもらってから学生課に提出してください。また病気欠席が１か

月以上にわたるときは医師の診断書を添えて提出してください。

　欠席は成績の評価に関係しますので、欠席しないようにしてください。

　　【欠席と成績の関係は、２)履修方法、(２)学業成績を参照すること】

　次の場合、欠席届に欠席の事由を証明する書類を添付して提出した者に

ついては、特別欠席として取り扱います。特別欠席は通常の欠席時間に含

めません。

　　①　災害（風・水害、火災等）による場合

　　②　交通機関の事故による場合

　　③　忌引による場合（父母７日、祖父母・兄弟姉妹３日、伯・叔父母１日）

　　④　校長が認めた行事に参加する場合

　　⑤　就職試験及び編入学試験を受験する場合

　　⑥　その他校長が認めた場合

（11）休学、復学、退学

　休学、復学、退学を希望する者は、保護者及び学級担任と十分に相談し

て、校長に願い出て許可を受けてください。なお、授業料が未納の場合は

認められない場合があります。授業料等諸経費を納入したうえで願いを提

出してください。

　　休　学

　病気又は事故により、３か月以上継続して就学できない見込みの場合は、

医師の診断書又は理由書を添えた休学願を、学級担任を経て教務主事へ提

出してください。１年以内の期間に限り休学が許可されます。なお、特別

な理由がある場合には、さらに１年を上限として休学期間の延長が認めら

れます。ただし、在学期間中に通算して３年を超える休学は認められませ

ん。

　１月以降には、その年度の休学を願い出ることはできません。

　　復　学

　休学の理由がなくなった場合には、復学願を、学級担任を経て教務主事
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へ提出し、学業に復帰することが認められます。病気による休学の場合は、

復学可能なことが記載された医師の診断書が必要です。復学の手続きは学

級編成等の都合上、必ず復学する前年度の年度末までに行ってください。

　　退　学

　やむを得ない理由により退学しようとするときは、退学願を、学級担任

を経て教務主事へ提出してください。

（12）編入学生の履修

　第４学年に編入した学生に対しては、４年次の選択科目の中に、下記の

専門基礎科目を開講しています。これらの科目は他の専門科目の理解を助

けるために、専門科目で必要とされる基本事項を扱います。

学　科　名 科　　目　　名

機 械 工 学 科 機械基礎工学

電子制御工学科 電子制御基礎工学

物 質 工 学 科
化学基礎工学Ｉ　※１

化学基礎工学Ⅱ　※２

環境都市工学科 環境都市工学概論

　これらの科目は編入生だけが履修するもので、第１学年から入学してき

た学生は選択することはできません。

　　※１　工業高校と普通高校の出身者が履修します。

　　※２　普通高校の出身者のみ履修します。従って普通高校出身者は化学基

礎工学Ｉと化学基礎工学Ⅱの２科目を履修することになります。

（13）企業実習

　第４学年では、夏季休業期間中に実施する選択科目として「企業実習」

を開講しています。この科目では、本校が定める受入機関や企業において、

１週間以上２週間以内の期間、生産および技術の体験を通じて、実践的な

技術感覚を体得させるとともに、技術者として必要な人間性の形成を図る

ことを目的としています。

　第３学年の学年末（２月頃）に学級担任から詳しい説明があります。
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（14）授業時間

50分授業 90分授業 105分授業 備　　　考

第１限 ８:40 ～９:30 ８:40 　
～10:10

８:40　
～10:25

１単位科目は50分
２単位科目は90分
学修単位科目は
105分授業

第２限 ９:35 ～ 10:25

第３限 10:30 ～ 11:20 10:30　
～12:00

10:30　
～12:15第４限 11:25 ～ 12:15

第５限 12:50 ～ 13:40 12:50　
～14:20

12:50　
～14:35第６限 13:45 ～ 14:35

第７限 14:40 ～ 15:30 14:40　
～16:10

14:40　
～16:25第８限 15:35 ～ 16:25

　　※月曜日に限っては、8:40 ～ 8:50の間にショートホームルームを実施し、

第１限の開始時刻を8:50とします。

３．定期試験実施要項

　定期試験については、「履修及び学業成績の評価並びに進級及び卒業認定に

関する規程」で定められています。また、定期試験の時間および日程、受験の

心得は以下のとおりです。

（１）定期試験の時間と日程

　　①　試験時間は次のとおりです。

　　　・第１～３学年は50分

　　　・第４，５学年は50分または80分（科目担当教員が定める）

　　②　定期試験の日程（時間割）は、原則として試験開始日の10日前に発表

します。

（２）定期試験の受験における学生の心得

　　①　試験の前日には、机の中のものを持ち帰り、机の中をきれいにしてお

くこと。

　　②「鉛筆（シャープペンシル）、消しゴム、鉛筆削り」以外は、机上に置

かないこと。その他の文房具の使用や、電卓・辞書などの持ち込みは監

督者の指示がない限り認められない。

　　③　教科書､ノート及び筆箱はロッカーまたは鞄に入れて椅子の下に置き、

机の中には何も入れないこと。

　　④　机の上の書き込みは消すこと。

　　⑤　携帯電話などの通信機器はすべて電源を切り、時計のアラームなどは
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すべてオフにすること。

　　⑥　試験開始時刻の５分前に、名簿順に着席していること。

　　⑦　受験中は常に静かにし、私語や学生相互の物品の貸借はしないこと。

　　⑧　不正行為またはその疑いを与えるいかなる行為も行ってはいけない。

不正行為をした者には、それ以後の受験を認めず、厳しい処分を与える。

　　⑨　試験開始30分以後の入室は認めない。

　　⑩　第１～３学年の試験については、試験中の受験者の途中退室を認めな

い。第４，５学年の試験については、試験開始30分経過後の受験者の途

中退室を認める。

　　⑪　試験を受けなかった場合は、理由のいかんにかかわらず、速やかに学

級担任及び科目担当教員に連絡し、その指示を受けること。

４．学習および学習生活に関する相談

　学習に関する相談や、学生生活全般について悩み事について学級担任のほか、

次のような相談窓口や相談の制度がありますので、気軽に利用してください。

（１）学習相談窓口

　学習全般に関する質問・相談を、学生課で受け付けています。

（２）オフィスアワー

　授業に関する質問や生活に関する質問をすべての教員が受け付けます。

教員ごとに相談に応じる時間を公表していますので、掲示板等で確認して

利用してください。

（３）学生相談室

　学習の問題に限らず、様々な悩みごとがあれば学生相談室で相談してく

ださい。セクシャル・ハラスメントやアカデミック・ハラスメントに対応

する相談員もいます。詳しくは、Ⅳ.学生生活関係（福利厚生）７．学生

相談室，８．セクシャル・ハラスメントの防止を参照してください。
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Ⅲ．生産システム・環境工学プログラム

１．はじめに

　長岡高専では、学科４年，５年および専攻科１年，２年の４年間のカリキュ

ラムで構成される教育プログラム｢生産システム・環境工学プログラム｣を設け

ています。

　この教育プログラムは、日本技術者教育認定機構（Japan  Accreditation  

Board  for  Engineering  Education：略称JABEE）の「工学（融合複合・新

領域）関連分野」の基準にも対応しており、本校では平成18年５月にJABEE

認定されました。

２．JABEE認定制度について

　JABEE認定制度とは、専攻科を持つ高専や大学などの高等教育機関で実施

されている技術者教育が、社会の要求水準を満たしているかどうかを外部機関

が公平に評価し、要求水準を満たしている教育プログラムを認定する専門認定

制度です。

　JABEE認定された教育プログラムの修了者は、技術士としての基礎的な学

力を有していると判断され、技術士第１次試験の学科試験が免除されます。こ

れにより技術士の基礎資格である｢修習技術者｣の資格が得られます。

３．技術士について

　「技術士」は、「技術士法」に基づいて行われる国家試験（技術士第二次試験）

に合格し、文部科学省に登録した人だけに与えられる称号です。国はこの称号

を与えることにより、その人が科学技術に関する高度な応用能力を備えている

ことを認定することになります。 

　一方、「技術士補」は、同じく「技術士法」に基づく国家試験（技術士第一

次試験）に合格し、登録した人だけに与えられる称号です。技術士補は、技術

士となるのに必要な技能を修習するため、技術士を補助することになっていま

す。

　技術士補となる資格の特例として｢認定された教育課程の修了者｣とあり、こ

れは｢大学その他の教育機関における課程であって科学技術に関するもののう

ち、その修了者が第１次試験の合格と同等であるとして文部科学大臣が指定し

たものを修了した者｣とのことです。JABEE認定されたプログラムの修了者は

これに相当します。 

　技術士の仕事は、科学技術の高度な専門応用能力を必要とする事項について、
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計画・研究・設計・分析・試験・評価、またはこれらに関する指導業務であり、

科学技術のコンサルタント業務にあたります。

４．JABEE認定への取り組み

　本校では、以前よりカリキュラムの改訂や教育方法の改善等に努めてきまし

たが、平成12年４月に専攻科が設置されたのを機に、JABEE認定を目指して

準備をしてきました。平成16年度には、機械工学科、電気工学科、電子制御工

学科、物質工学科、環境都市工学科の学科５学科の４，５学年と、電子機械シ

ステム工学専攻、物質工学専攻、環境都市工学専攻の専攻科３専攻の１，２学

年の合計４年間の課程をもとに、４つの学年に在籍するすべての学生を対象と

した「生産システム・環境工学」プログラムを設けました。また、このプログ

ラムに対する審査を平成17年度に受けました。

５．教育理念・教育目標

　長岡高専では、｢人類の未来をきりひらく、感性ゆたかで実践力のある創造

的技術者の育成｣を教育理念として掲げ、さらに以下の７項目からなる教育目

標を設定しています。

（Ａ）人類の福祉と地球環境に配慮できる人間性と倫理観をもった技術者の育

成

（Ｂ）すぐれたコミュニケーション能力と国際的視野をもち、多様な価値観を

理解できる技術者の育成

（Ｃ）早期技術者教育の特長を生かし、科学と技術の基礎を身につけた、健全

で創造性ゆたかな技術者の育成

（Ｄ）工学の専門知識とものづくりのスキルをかね備え、情報技術を駆使でき

る技術者の育成

（Ｅ）多面的思考力と計画力をもち、課題の解決と技術の開発を実行できる技

術者の育成

（Ｆ）地域の産業と社会に連携し、時代の要請に応えられる実践力のある技術

者の育成

（Ｇ）自発的学習能力を身につけ、継続的に自己啓発のできる技術者の育成

　この７つの教育目標をさらに具体化すると、付録に示す学習・教育目標とな

ります。

　付録に示した学習・教育目標（具体化された目標）は、プログラム履修者が

在学中に学習した成果としてできなければならない（できるようになる必要が
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ある）きわめて重要な内容です。目標の一つひとつの内容を十分に理解して、

日々の学習に反映させてください。

　

６．JABEE認定基準について

　JABEEは６つの認定基準（１～６）を定めており、基準１の（１）には、

次の８項目の学習・教育項目が掲げられています。本校の「生産システム・環

境工学プログラム」がJABEEの認定を受けようとすれば、本校の学習・教育

目標がそれらと対応していなければなりません。また、本校の教育プログラム

が、「工学（融合複合・新領域）関連分野」で審査を受けるため、次の分野別

要件をも満たす必要があります。本校の設定した教育プログラムは、これらの

要件をすべて満足していますので、心配なく勉学に励んでください。

　

基準１（１）

（ａ）地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養

（ｂ）技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して

負っている責任に関する理解（技術者倫埋）

（ｃ）数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力

（ｄ）該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる

能力

（ｅ）種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデ

ザイン能力

（ｆ）日本語による論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーショ

ン能力および国際的に通用するコミュニケーション基礎能力

（ｇ）自主的、継続的に学習できる能力

（ｈ）与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力

　

分野別要件

　本プログラムの修了生が修得すべき知識・能力は以下のとおりです。

（１）基礎工学の知識・能力

　基礎工学の内容は、①設計・システム系科目群、②情報・論理系科目

群、③材料・バイオ系科目群、④力学系科目群、⑤社会技術系科目群の

５群からなり、各群から少なくとも１科目、合計６科目についての知識

と能力

（２）専門工学の知識・能力

ａ）専門工学（工学（融合複合・新領域）における専門工学の内容は申
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請高等教育機関が規定するものとする）の知識と能力

ｂ）いくつかの工学の基礎的な知識・技術を駆使して実験を計画・遂行

し、データーを正確に解析し、工学的に考察し、かつ説明・説得す

る能力

ｃ）工学の基礎的な知識・技術を統合し、創造性を発揮して課題を探求

し、組み立て、解決する能力

ｄ） （工学）技術者が経験する実務上の問題点と課題を理解し、適切に

対応する基礎的な能力

７．プログラム履修者の決定について

　本校の「生産システム・環境工学プログラム」は、学科４年，５年と専攻科

１年，２年の４年間の課程として設定されています（図１）。

図１　長岡高専の学科・専攻科における教育と「生産システム・環境工学プロ

グラム」の関係

　学科４年に進級した学生（４年編入生も含む）は、４月当初に開催されるプ

ログラム履修ガイダンスを受けて、確認書を提出することにより仮のプログラ

ム履修者となります。しかしながら、学科卒業後に、就職する者や大学３年に

編入学する者もいますので、最終的には、専攻科入学試験を経て一定水準以上
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の知識と能力を有していると判断される専攻科入学生の全員から再度「プログ

ラム履修確認書」を提出してもらい、教育プログラム履修者と決定します。

８．科目構成と履修についての注意

　本教育プログラムでの履修科目は、学科と専攻科をあわせた４年間の一般科

目と専門科目からなり、教育プログラムにおける授業の流れと学習・教育目標

との関係を学科別に示します（11 ～ 21ページ　表１－１～１－５）。

　

　JABEEプログラム修了者になるためには、下記の３点を満たしている必要

があります。

（１）卒業要件

　４年間にわたって在学し、124単位以上を取得し、学士の学位を得た者

であること。

（２）学習保証時間

　教員の教授・指導の下に行った学習時間の総計が1,800時間以上を有し

ていること。さらにその中には、「人文科学・社会科学等（語学教育を含む）」

の学習を250時間以上、「数学・自然科学・情報技術」の学習を250時間以上、

および専門分野の学習を900時間以上含んでいること。

（３）「工学（融合複合・新領域）関連分野」の分野別要件（基礎工学）

　　　基礎工学の内容は

　①設計・システム系科目群

　②情報・論理系科目群

　③材料・バイオ系科目群

　④力学系科目群

　⑤社会技術系科目群

の５群からなり、各群から少なくとも１科目、合計で最低６科目について

の知識と能力を有していること。

　上記の３点を「学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ」の

中で満たさなければなりません。

　さらに、学習・教育目標を達成し、あるいは必要な学習保証時間を確保する

ために、次の（１）～（６）をも考慮する必要があります。

（１）学習・教育目標（Ａ）を達成するために、「科学哲学」と「大気水圏環

境科学」の単位を取得すること。

（２）学習・教育目標（Ｃ）を達成するために、「シミュレーション工学」の
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単位を取得すること。

（３）学習・教育目標（Ｃ）の⑤社会技術系科目群を達成するために、「発明

工学」または「地震防災計画学」のいずれかの単位を取得すること。

（４）学習・教育目標（Ｄ）を達成するために、「生産システム工学」と「環

境エネルギー工学」の単位を取得すること。

（５）学習・教育目標（Ｆ）を達成するために、「地域産業と技術」と「学外

実習」の単位を取得すること。

（６）「数学・自然科学・情報技術」の学習保証時間（250時間）を確保するた

めに、「応用解析、応用代数、量子物理、物理工学」の４科目の中から

必要に応じて単位を取得すること。
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付 録

具体化された学習・教育目標

　ここには、７つの学習・教育目標をさらに具体化して示しました。

　具体化された学習・教育目標は、プログラム履修者が、在学中の学習成果を

もとにできなければならない（できるようになる必要がある）きわめて重要な

事がらです。目標の一つひとつの内容を十分に理解し、日々の学習に反映させ

てください。

学習・教育目標（Ａ）「人間性と倫理観」

（Ａ１）人文・社会科学に関する基礎的な事項について説明できること。

（Ａ２）工業技術が社会、自然環境や人間に及ぼしている影響について、例を

示し説明できること。

（Ａ３）工業技術が地球環境に及ぼしている影響について、技術者倫理に照ら

して対応策を提案できること。

学習・教育目標（Ｂ）「コミュニケーション能力と国際的視野」

（Ｂ１）論理的な文章が書けること。

（Ｂ２）日本語により科学技術の報告書を作成および発表・討論ができるこ

と。

（Ｂ３）異なる文化的背景を持つ多様な国際文化を理解できること。

（Ｂ４）英語のコミュニケーション能力として基本的な聞き取り、読み取りが

できること。

学習・教育目標（Ｃ）「科学と技術の基礎知識」

（Ｃ１）工学の基礎となる数学、物理学、その他の自然科学の内容に関する基

本的な問題が解けること。

（Ｃ２）工学の基礎知識が、技術の分野でどのように応用されるかを説明でき

ること。

（Ｃ３）基礎工学の基礎知識を理解し、それらを用いて基本的な問題が解ける

こと。

学習・教育目標（Ｄ）「専門知識と技術」

（Ｄ１）専門工学の知識を理解し、特定の専門分野ごとの代表的な問題を解る

こと。
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（Ｄ２）特定の専門分野の問題解決のために必要な装置やソフトウエアなどの

工学ツールを活用できること。

（Ｄ３）ものつくりのために実験・実習で身につけた技術・技能を活用できる

こと。

（Ｄ４）問題を解決するために必要な情報を収集し、解析するための情報処理

技術を使いこなすことができること。

学習・教育目標（Ｅ）「課題解決と技術開発」

（Ｅ１）自然科学、基礎工学、専門工学の知識を総合的に利用し、工学的課題

の解決方法を説明できること。

（Ｅ２）あらゆる制約（時間、設備、資金、人的・物的資源など）を考慮しな

がら、課題を解決するための計画を作成できること。

（Ｅ３）異なる技術分野を理解し、自分の得意とする専門分野の知識とあわせ

て、技術的課題を解決できること。

学習・教育目標（Ｆ）「地域連携と実践力」

（Ｆ１）企業等での実習体験をとおして、地域社会と産業の要求している内容

を把握し整理できること。

（Ｆ２）自分が身に付けた技術的な知識や能力が、地域社会と産業にどのよう

に活用できるかを説明できること。

学習・教育目標（Ｇ）「継続的自己啓発」

（Ｇ１）工学の専門分野における技術的な動向について説明できること。

（Ｇ２）工学的な問題を発見して、その解決に必要な情報や資料を収集し、整

理できること。

（Ｇ３）技術的な問題の解決のために、計画して、実施して、その活動を評価

し、改善策を提案できること。
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Ⅳ．学生生活関係（福利厚生）

１．学生生活上の心得

２．授業料免除制度等

３．奨学制度

４．健康診断

５．日本スポーツ振興センター共済制度

６．団体学生総合保険

７．学生相談室

８．セクシャル･ハラスメントの防止

９．課外活動

10. 課外活動教育活動センター施設以外の施設の使用

11. 主な学校行事





Ⅳ．学生生活関係（福利厚生）

１．学生生活上の心得

　学生は、勉学に励むことはもちろん、学校生活を通じ規則正しい生活習慣と

社会性を身につけるよう心掛けることが大切です。下記事項に留意し、厳守し

てください。

　

１）学生証

　学生証は、本校の学生であることを証明する重要な身分証明書です。通学定

期乗車券、学割による乗車券等を購入する場合には、身分を証明するものとな

りますので常に携帯し、また教職員から提示を求められた場合は、いつでも提

示しなければなりません。

　学生証は他人に貸したり、譲ったりしてはいけないことはいうまでもないこ

とです。また、氏名に変更があったり、破損もしくは紛失した場合は、学生課

で速やかに再発行の手続きを行ってください。

　学生証は、第１学年の入学時と第３学年に進級したときに発行します。第３

学年の学年初めに新しい学生証を交付しますから、第２学年の学年末までに写

真１枚を学生課に提出してください。

２）所有物の管理、遺失物等

　現金・貴重品類は、自分の責任で管理し、日ごろから盗難防止に心掛ける

ことが重要です。遺失・盗難を防ぐためにも、無用な現金・貴重品などの私物

は校内に持ち込まないようにしてください。また、私物を校内に置く場合は、

ホームルームなどに放置せず、ロッカーなど鍵の掛かる場所に保管するように

してください。校内で持ち物を紛失したり、拾得したりした場合は、速やかに

学生課に届け出てください。届けられた拾得物は、学生課で保管しますので、

心当たりの学生は学生課へ問い合わせてください。

３）学校からの伝達事項

　学校から学生に対する伝達事項は、４号館１階学生用連絡掲示板に掲示しま

す。ただし、緊急を要する場合や掲示によって伝達できない際には、校内放送

を使用します。学生は、登下校時には、必ず掲示板を見るよう習慣をつけ、見

落として自己に不利益を招くようなことのないよう注意してください。
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４）ショートホームルーム（Ｓ.Ｈ.Ｒ）

　学科第１～５学年においては、ホームルームとなっている講義室で、毎週月

曜日の８：40～８：50分にショートホームルーム（Ｓ.Ｈ.Ｒ）を実施します。

ショートホームルームでは、学級担任から連絡事項の伝達やクラス内での話

し合いを行います。学生はショートホームルームに遅刻することなく登校して

ください。なお、月曜日が休日の場合は、ショートホームルームは実施しませ

ん。

５）車両通学

　車両通学は、車両を使用しなければ通学が困難であり、かつ一定の条件を

満たしている学生に、審査の上、許可しています。許可の条件及び手続き等は

「長岡工業高等専門学校学生の車両通学に関する要項」(Ｐ.166)を参照してく

ださい。許可された学生は、交通法規を守り、常に交通安全に心掛けて運転し

ましょう。

６）電話の取りつぎ

　電話の取りつぎは、緊急の場合以外は行いませんので、その旨家族や友人に

周知しておいてください。外部との連絡をする場合は、４号館１階学生課前に

公衆電話がありますので利用してください。

７）健康保険証

　医療機関において受診する場合は健康保険証が必要になります。特に寮生、

下宿生は、必ず遠隔地扶養者証を常に携帯してください。また体育大会や合宿

研修等で学校を離れる場合は、健康保険証がないと治療を受けることができま

せんので、必ず健康保険証を持参してください。

８）飲酒･喫煙

　未成年者の飲酒、喫煙は法律で禁止されています。本校では、成人年齢に達

した５年生及び専攻科生に対し、校内所定の場所に限り喫煙を許可しています

が、健康に害があり火災発生の原因ともなりますので、できるだけ喫煙はしな

いよう心掛けてください。

９）アルバイト

　長期休業期間以外のアルバイトは、原則として禁止しています。ただし、や

むを得ない事情でアルバイトをする場合は、学級担任と相談のうえ、アルバイ

ト願を事前に学生課に提出してください。
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10）服装

　本校の学生としての体面を保つような服装を心掛けてください。特に学校

行事等で外出する場合は、その場にふさわしい服装を着用し、また、体育、実

験、実習等の際は定められた服装を着用してください。

２．授業料免除制度等

１）入学料免除

　入学前１年以内において、学科、専攻科に入学する者の学資を主として負担

している者（以下「学資負担者」という。）が死亡した場合、又は入学する者

若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合など特別な事情により納付

が著しく困難な場合、本人の申請に基づき選考のうえ、入学料の全額又は半額

が免除されます。

２）入学料徴収猶予

　次のいずれかに該当する場合に本人の申請に基づき選考のうえ、入学料の納

付期限を延長します。

①　経済的理由により所定の期日までに納付が困難であり、かつ、学業優

秀と認められる場合。

②　入学前１年以内において、学資負担者が死亡し、又は入学する者若し

くは学資負担者が風水害等の災害を受け、所定の期日までに納付が困難

であると認められる場合。

３）授業料免除

　経済的理由により授業料の納入が困難で、かつ学業成績が優秀と認められた

場合は、本人の願い出により選考のうえ、その期に納付する授業料の全額また

は半額を免除します。

　その他休学や死亡等やむを得ない事情が認められる場合、あるいは学資を主

として負担している者が死亡や風水害等の災害を受けたことにより、授業料の

納付が困難な場合も適用されます。（申請受付は、各学期毎に行います。）

４）授業料徴収猶予及び月割分納

　特別な事情により授業料が期日までに納入できない場合、または、一括納入

できない理由がある場合は、願い出により選考のうえ、徴収を猶予され、また

は月額分納することもできます。
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５）申請の時期

①　入学料免除及び入学料徴収猶予

　　入学手続き時

②　授業料免除、授業料徴収猶予及び月割分納

　　前期分、後期分それぞれ説明会を行いますので、希望者は必ず出席し

てください。

　日時･場所については、４号館１階学生連絡用掲示板に掲示しますの

で、見落としのないよう注意してください。

　制度についての詳しいことは、学生課に問い合わせてください。

３．奨学制度

　奨学金は日本学生支援機構が主なものです。その他にも地方公共団体、民間

育英団体の奨学会があります。詳しくは学生課に相談してください。

１） 日本学生支援機構

　第一種奨学生（無利子）は、学業成績が優秀で健康であり、かつ経済的に学

費の支弁が困難であると認められた者は選考のうえ、日本学生支援機構に奨学

生として推薦します。日本学生支援機構で審査のうえ、奨学生として採用され

ます。

　なお、第二種奨学生（有利子）は、第一種奨学生よりゆるやかな基準になっ

ており４学年以上が対象となります。

（１）奨学生の種類と貸与月額

　　　（種類）

　　　○　第一種奨学生

　　　貸与月額 学　年 自　宅 自宅外通学

１～３学年
21,000円 22,500円

10,000円

４学年以上
45,000円 51,000円

30,000円

※自宅外通学とは、寮、下宿から通学する学生です。
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　　　○　第二種奨学生

　　　　　貸与月額　　　30,000円

 　　　　　　　　50,000円

　　　　　　　　　　　　80,000円　　の中から自由に選択する。

　　　　　　　　　　　 100,000円

　　　　　　　　　　　 120,000円

（２）奨学生の募集

　募集は４月に行います。掲示により連絡しますので、希望者は必要書類を添

えて学生課に提出してください。申請の手続きについては、説明会を行います

ので希望者は出席してください。説明会の案内は４号館１階学生連絡用掲示板

に掲示します。

（３）奨学金の交付

　奨学金は申請時に各自が届け出た銀行預金口座に、直接日本学生支援機構よ

り毎月一回当月分が振り込まれます｡（ただし､４･５月分は５月に、２･３月分

は満期者のみ２月にそれぞれ２か月分ずつ振り込まれます｡）振り込まれた奨

学金はその月の11日以降随時引き出すことができます。

（４）奨学金受領継続の手続き

　奨学生は、毎年１回（12月）受領継続確認のため「奨学金継続願」を、イン

ターネットを通じて提出をしなければなりません。継続願を提出しなかった場

合は、奨学金廃止の措置がとられます。

（５）奨学金の返還

　奨学金は貸与であり、卒業後６か月経過後20年以内に、月賦または月賦・半

年賦併用で返済しなければなりません。返還された奨学金は後輩の奨学金とし

て貸与されますので、確実に返還してください。

　進学した場合、在学期間中は返還が猶予されますので必ず進学した学校経由

で日本学生支援機構に手続きをしてください。

　詳細については下記の日本学生支援機構のホームページをご覧下さい。

　http://www.jasso.go.jp/
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２）その他の奨学団体

　日本学生支援機構のほかに敦井奨学会、関育英奨学会、ユニオンツール育英

奨学会等がありますが、選考、奨学団体への推薦、返還等は日本学生支援機構

とほぼ同様です。

（１）奨学生の種類と月額と返還の有無

学年

奨学団体
１～３学年 ４～５学年 返還の有無

敦井奨学会 25,000円 50,000円 有

関育英奨学会 20,000円 20,000円 有

ユニオンツール育英奨学会 50,000円 50,000円 無

（２）奨学生の募集

　これらの募集については、奨学団体より募集があり次第行います。４号館１

階学生連絡用掲示板に掲示により連絡しますので、見落としのないよう注意し

てください。

４．健康診断

１）定期健康診断

　学校保健法などの規定により、定期健康診断を毎年４月～６月に実施してい

ます。日時及び場所については、学級担任により通知されます。又事前に掲示

板等でもお知らせします。検査項目は、別表のとおり学年によって定められて

いますので受診に当たっては間違いのないようにしてください。健康診断の結

果は､学生の健康状態を知る重要な資料となります。また､就職､大学編入学、

クラブ活動（各種大会出場）には健康診断証明書が必要になりますので、必ず

受診してください。受診しない学生は、健康診断証明書は発行できません。各

自が医療機関で受診し、その結果を保健室に必ず提出してください。

　また、保健室には看護師が勤務しており、学生や職員の負傷･病気の応急処

置に対応できるようにしています。
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　定期健康診断項目

学年

検査項目
１ ２ ３ ４ ５ 専攻科

身体計測 ○ ○ ○ ○ ○ ○
血圧 ○ △ △ △ ○ ○
視力 ○ ○ ○ ○ ○ ○
色覚 △ △ △ △
聴力 ○ ○ ○ ○
貧血 △ △ △ △ △ △

心電図 ○ △ △ △ △ △
胸部Ｘ線（間接） ○ △

尿 ○ ○ ○ ○ ○ ○
内科検診 ○ ○ ○ ○ ○ ○
歯科検診 ○ ○ ○ △ △ △

△印の項目は、学校医が指示する者及び希望者に対し実施します。

２）健康相談

　毎月、学校医による健康相談を行っていますので、気軽に遠慮せずに相談し

てください。相談日はその都度掲示でお知らせいたします。

５．独立行政法人日本スポーツ振興センター共済制度

　独立行政法人日本スポーツ振興センターは、学校の管理下において発生した

学生の負傷･けがによる疾病等に要した経費の給付を行い、学校教育の円滑な

実施に資することを目的としています。

１）加入手続き

①　保護者の同意が必要です。（入学時に同意書を提出することで卒業時

まで継続します）

②　加入金：毎年４月に、独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共

済給付掛金1,520円を徴収しています。

２）災害給付の対象

　災害給付の対象となる学生の災害は「学校の管理下」におけるものであり、

この学校の管理下となる場合は、次のとおりです。したがって、この範囲内で

医療を受けた場合に給付が受けられます。
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　なお、土･日･祭日の活動については、校内･校外共に届出が必要です。

　また、その事故が自己の重大な過失による場合及び交通事故で相手側の過失

により医療費が支払われた場合には、給付を受けられません。

①　通常の経路及び方法による通学中（バイク、自動車は許可された者以

外は認められません。）

②　授業、実習中

③　休憩時間中（校内に限ります｡）

④　学校行事

⑤　クラブ活動･クラス毎の課外活動

⑥　寮生の災害

　　本校のように学校が寮の運営を行っている場合は、

○寮内(寮の建物内、敷地内)での一日中（24時間）が対象となりま

す。

○寮生全員又は号館全員による行事活動は、活動計画書を提出し許可

が必要です。

３）給付を受けるための手続き

　被災害者（負傷者）の申し出により書類を作成し、本校と契約を結んでいる

独立行政法人日本スポーツ振興センターに申請します。この申請が事故発生か

ら２か月以上経過した時には遅延理由が必要なため、次の事項を良く守ってく

ださい。

①　被災害者（負傷者）が医療を受けた場合は、翌日には必ず保健室に報

告する。

②　負傷者が翌日登校できない容態の場合には、その活動の責任者が報告

する。
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４）給付金

　給付金は、本校総務課（会計担当）から保護者に支払われます。

災害の種類 災　害　の　範　囲 給　付　金

負 　 傷
事故を原因とするもので治療

費が5,000円以上のもの

健康保険なみの額で医療費の

月額の４/10ただし、高額医

療費制に該当する場合は別計

算となる。健康保険の種類や

住民税課税の有無により異なる
疾 　 病

学校管理下の行為によるもの

で療養費が5,000円以上のもの

障 　 害

上記の負傷および疾病が治っ

た後に残った障害でその程度

により１級から14級に区分さ

れる

障害見舞金

3,770万円～ 82万円

(半額になる場合がある)

死 　 亡

学校の管理下の事由による死

亡及び上記の事故が直接起因

することが明らかな死亡

死亡見舞金　2,800万円

(半額になる場合がある)

給付が行われない場合

・交通事故等により損害賠償を受けたとき、その

額が医療費よりも高額の場合

・学生の故意による災害

・震災等非常災害による災害

６．団体学生総合保険

　本校の学生は全員が独立行政法人日本スポーツ振興センター共済制度に加入

していますが、給付の対象が学校管理下における災害に限定されており、対象

範囲が限られています。この団体学生総合保険は、学校管理下外における交通

事故及びその他のあらゆる災害にも適用される保険となっております。なお、

この保険は任意加入であり強制ではありません。

　本校内、外で怪我をして病院で治療を受けた時は、直ちに保健室に届出て手

続きを行ってください。この保険は怪我をしてから30日以内に指定されたハガ

キで報告することになっていますので、注意してください。

７．学生相談室

　学生相談室は心身共に実りある学生生活を送るための支援を役割としていま

す。相談員は本校教職員と学外からの専門カウンセラーが担当しています。

　交友関係、課外活動、学習、経済的問題など学校生活上の悩み、心身の不
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調、気になる性格や行動などの心の健康問題、進路、学業不振、進路変更など

の修学上の悩み、その他の相談に応じています。相談の秘密は厳重に守られま

す。

　相談は直接あるいは電話、電子メールでも受け付けていますので、気軽に利

用してください。また、保護者からの相談にも応じています。

　専門カウンセラーの相談は毎週１回相談に応じており、相談日はその都度掲

示でお知らせします。

相談員

　　今　野　　　哲（一般教育科）　　　　（34－9374）

　　田　原　善　宏（一般教育科）　　　　（34－9425）

　　佐々木　　　徹（機械工学科）　　　　（34－9218）

　　竹　内　麻希子（電気電子システム工学科）　（34－9231）

　　鈴　木　秋　弘（物質工学科）　　　　（34－9262）

　　村　上　祐　貴（環境都市工学科）　　（34－9276）

　　石　丸　のり子（学生課）　　　　　　（34－9336）

　　中　山　恵　子（カウンセラー）　　　（34－9337）

８．セクシャル･ハラスメントの防止

　セクシャル･ハラスメントとは、相手を不快にさせる性的な言動をいいま

す。教職員または上級生などが、自分の立場を利用して、不快な性的言動を繰

り返したり、その目的で不利益を与えようとすることは、セクシャル･ハラス

メントに当ります。

　セクシャル･ハラスメントに関する苦情や相談を受け付けていますので、相

談員に相談して下さい。プライバシーは守られ､不利益を披ることはありませ

ん。一人で悩まないで、相談しましょう。

相談員

　　学　生　課　長（学生課）　　　　　　（34－9330）

　　今　野　　　哲（一般教育科）　　　　（34－9374）

　　田　原　善　宏（一般教育科）　　　　（34－9425）

　　佐々木　　　徹（機械工学科）　　　　（34－9218）

　　竹　内　麻希子（電気電子システム工学科）　（34－9231）

　　鈴　木　秋　弘（物質工学科）　　　　（34－9262）

　　村　上　祐　貴（環境都市工学科）　　（34－9276）

　　石　丸　のり子（学生課）　　　　　　（34－9336）

－54 －



９．課外活動

　運動部・文化部をはじめ、同好会などの課外活動は、人間性を豊かにすると

ともに、責任感と独創性のある人格の形成を図るうえで、重要な役割を持って

います。

　また、課外活動は、協調性のある温かい人間関係を作ることにも大いに役立

ちますので､在学中は何らかのクラブに入って活動し､有意義な学生生活を送っ

てください。

１）活動時間

　課外活動時間は、次のとおりです。

①　平日　19:00まで

　　ただし、特別の事情がある場合に限り、7:00～8:30及び19:00～21:00

の時間帯での活動を、時間外として願い出ることができます。

②　休業日　8:30～17:00（休業日の定義については、学則第５条を参照）

　　ただし、特別の事情がある場合を除き、福利棟（文化部部室を除く）

は使用できません。

※平日の時間外及び休業日の活動については、施設使用許可願の提出

等の手続きが必要です。詳細は、３）施設の使用を参照してください。

③　合宿時　7:00～21:00

２）事故等への対応

　課外活動中は、事故のないように十分に注意してください。万一、事故等が

発生した場合には、下記のような方法で連絡をとり、負傷者の処置に万全を期

してください。

　　①　時間内

　　　　　　　　　　　　　　 保健室　

　　　事故　　　顧問　　　　　　　　　　　　学生主事（主事補）　　校長

　　　（近くにいる教職員）　　 学生課　　　　 学級担任

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保護者

　　　医療機関への連絡（負傷者の処遇）

　　②　時間外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学生主事（主事補）　　校長

　　　事故　　　　　　　顧問　　　　　　学生課長（係　長）

　　　医療機関への連絡（負傷者の処置）　　学級担任　　　　　　 保護者
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３）施設の使用

　主な課外教育活動センター施設の使用にあたっては、使用後の後片付け（整

備，清掃）、消灯、戸締まりを徹底してください。また、部室等の清掃及び整

理整頓に努めてください。

　各施設の使用手続きは、以下のとおりです。

①　体育施設（グラウンド,第１･第２体育館,柔道場,テニスコートほか）

平日は19:00まで、書類等の提出は不要です。平日の時間外（7：00～8：

30、19:00～21:00）及び休業日の使用を希望する場合には、「課外教育活

動センター施設使用願（体育施設用）」をあらかじめクラブ顧問の許可を

得てから、必ず使用する体育施設を管理する体育科教員に相談し、２日前

までに学生課に提出してください。

　　　　①許可　　クラブ顧問　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　③施設使用願提出
　　　　ク　ラ　ブ　　　　　　　　　　　　　　　　　　学　生　課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
④許可

　　　　②相談　　体育科教員　　課外教育活動センター長（学生主事）

　②　福利棟，学生部室等

　福利棟等の使用については､｢課外教育活動センター施設使用願(課外･福

利施設用)｣の提出が必要です。必ずクラブ顧問の許可を得て、２日前まで

に学生課に提出してください。

　ただし、学生会室や学生部室等、日常の活動場所として許可されている

部屋については、平日は19:00まで、書類等の提出は不要です。

　また、時間外においては、体育施設の使用願備考欄に「部室使用」と記

入することで、本書類の提出を兼ねることができます。
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　　　　　　　　　　　クラブ顧問

　　　　　　　　　　相談　　　許可

　　　　　　　　　　　　　　　（施設使用願）
　　　　ク　ラ　ブ　　　　　　　　　　　　　　　　　　学　生　課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
許可

　　　　　　　　　　　　　　　　課外教育活動センター長（学生主事）

　③　課外教育活動センター施設以外の校内施設の使用

　課外活動を行うにあたり、課外教育活動センター施設以外の校内施設

を使用する場合は、「10．課外教育活動センター施設以外の校舎内の使用」

を参照し、必要な使用手続きをとったうえで使用してください。

４）外部団体等が本校の施設を使用する場合

　本校のクラブ等が主催する交流会や交歓試合等で外部団体（他高専，高等学

校等）や卒業生等の外部の人が本校の施設を使用する場合には、使用施設並び

に平日、休業日に関係なく、10日前までに提出する必要があります。その際、

備考欄に外部団体名，責任者を明記し、３）施設の使用の体育施設の手続きと

同様に提出してください。

　また、外部団体（一般市民の方など）から課外教育活動センター施設の利用

の申し出があった場合は、使用料が有償になりますので、使用開始予定日10日

前までに総務課（施設担当）で「不動産貸付許可申請書」により手続きするよ

う依頼してください（状況によっては、許可できないこともあります）。

５）冬季及び雨天時の体育系クラブの活動について

　雨天または積雪などにより、長期にわたって屋外体育施設が使用できない場

合には、学生会並びに学生支援委員会の指導の下で、屋内体育施設を共同利用

することになります。安全管理上、校舎（１～６号館）内での運動は、一切、

認められていません。

６）学外の大会等への参加

　本校所属のクラブまたはクラブ員として学外の大会等に参加する場合には、

大会等の実施要項と参加者名簿を添付した「出場願」を大会前に学生課に提出

してください（用紙は学生課前にあります）。特に、県外の大会等への参加ま
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たは県内で宿泊を要する場合には、クラブ顧問等の教員の引率が必要です。

　なお、定期試験期間中に開催される大会等への参加は望ましくありません。

クラブ顧問とよく相談し、開催日や勝ち上がりの大会等開催日が定期試験期間

となるべく重ならないものを選んで、年間活動計画を作成してください。

７）合宿

　学生が課外活動で合宿する際には、クラブ顧問またはこれに代わる教員の

補導直が必要になります。したがって、合宿を希望する場合には、合宿期間中

の活動計画表（予定表）を作成し、必ずクラブ顧問の承諾を得た上で、参加者

名簿と活動計画表を添付した「合宿願」と「課外教育活動センター施設使用願

（体育施設用）」を学生課に提出してください。特に、春季及び夏季休業中には、

複数のクラブの合宿が重なるので、学生会による調整を行っています。これら

の期間中は、「合宿願」を提出する前に、クラブ顧問の承諾を得た活動計画表

を学生会に提出して調整を受けてください。

　本校で合宿中、他校との練習試合で学外に遠征する、または本校に来校者･

団体がある場合には、学生課に届け出てください。

　合宿中の主な注意事項は、次のとおりです。

①　万一の事故に備え、参加者全員が健康保険証の写しを携帯してくださ

い。また、責任者（部長等）は、参加者全員の緊急時連絡先一覧を作成

し、携帯してください。事故が発生した場合には、「２）事故等への対応」

の方法で対応してください。

②　21:30以降の外出は慎んでください。自動車・バイクの使用は特に慎

んでください。入浴時間は22:30まで、消灯時間は23:00とします。

③　活動場所の整備･清掃及び宿泊場所，トイレ，シャワー室の清掃･整理

整頓を徹底してください

④　飲酒･喫煙は一切禁止します。成人であっても禁止です。

⑤　合宿中に使用するふとんは、私物を持ち込むことができますが、レン

タルを利用することも可能です。レンタルの手続きは、クラブごとに直

接行ってください。

⑥　学生食堂の食事を利用する場合、クラブごとに「食事申込書」で直

接学生食堂に申し込んでください。また､人数の変更等が生じたときに

は、必ず連絡をしてください。

⑦　現金などの貴重品は、活動中はまとめてクラブ顧問または学生課に預

けるなどし、十分に管理に気を付けてください。

⑧　合宿中は、補導直教員の指導･指示に従ってください。その他、合宿

に関する手続きや注意事項について詳細に記した連絡文書がありますの
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で、合宿前に必ずよく読んでおいてください。

８）物品の貸し出し

　課外活動用に学生課で管理・保管している物品を借用したい場合は、「物品

借用願」を提出してください。貸出期間は通常は翌日まで、行事などで使用す

る場合はその行事が終了するまでとします。借用物品を使用するにあたり消耗

品が必要な場合は、借用者がその購入費用を負担して別途購入してください。

　課外活動室などの机・椅子等を一時的に別の場所に移動して使いたい場合も

物品借用願を提出してください。他の課外活動に支障ない範囲内で貸し出しま

す。

　借用した物品を破損・紛失した場合は、借用者が弁償しなければなりませ

ん。破損・紛失しないようにしてください。

　学生会行事などのために多数の物品を借用したい場合は、物品管理責任者を

置き、その者が一括して借用手続き及び管理を行ってください。

10．課外教育活動センター施設以外の施設の使用

１）講義室

　授業時間以外で講義室の使用を希望する場合は、クラブ顧問または学級担任

と相談の上、「校舎等使用願」により学生課に使用を申し出てください。平日

の８限終了後から19:00までの時間帯で、補講や追試験･再試験、会議や講演会

等での使用予定がない場合に限り使用を許可します。ただし、学校行事を優先

しますので､許可できなかったり許可を取り消したりすることがあります。休

業日は使用することができません。

　講義室の机・椅子等を一時的に別の場所に移動して使いたい場合は、物品借

用願を提出してください。授業や学校行事に支障ない範囲内で貸し出します。

なお、借用した物品を破損・紛失した場合は、借用者が弁償しなければなりま

せん。破損・紛失しないようにしてください。

　また、ホームルームを含めた各講義室は、学校行事で使用することが多々あ

りますので、私物を講義室に放置せず、持ち帰るか、各自のロッカーに入れて

ください。
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２）図書館

　平日は8：30から21：00まで、土曜日は9：00から17：00まで開館しています。

　ただし、長期休業期間中は、平日は8:30から17:00までの開館となり、土曜日は

休館となります。学生が使用できる場所は次のとおりです。

　①　閲覧室

　開架式の書架があり、専門書、参考書、雑誌等が配架され、自由に利用

できます。閲覧机も充分用意されており、学習の場として使用してくださ

い。図書の貸出、ＡＶ資料の視聴の際は学生証が必要ですが、その他の使

用の際は必要ありません。

　②　図書館情報検索室

　パソコンが10台あります。自由に使用できます（使用上の決まりは守る

こと）。総合情報処理センターと同じ環境で使用できます。総合情報処理

センターを使用できない時間帯でも、図書館の開館時間内であれば使用で

きます。

　③　グループ学習室（３部屋）

　２人以上であれば使用できます。使用する場合は図書館２階のカウン

ターで申込をしてください。その際、学生証が必要です。

　④　ブラウジングコーナー及び学習コーナー

　勉強、新聞や雑誌の閲覧等に自由に使用してください。

※２階閲覧室及び１階図書館情報検索室は飲食物の持ち込みは全面禁止で

す。１階については図書館情報検索室を除きペットボトルの持ち込みは

許可しています。

　図書館についての詳細は、VI.共同教育・研究施設の図書館の部分を参照し

てください。

３）実験室等

　卒業研究などのために、所属する学科・専攻の実験室等を、平日の22時以

降に使用する場合や、休日に使用する場合は、「勤務時間外居残・施設使用届」

をその実験室等の使用責任者を通じて使用当日の17時（翌日が休日の場合はそ

の前日）までに総務課（庶務担当）に提出してください。（この項で言う「休日」

は、土曜、日曜、祝日、年末年始、その他本校が定める日を指します。）

４）その他の施設

　課外教育活動センター及び上記２）、３）以外の共用施設を使用したい場合

は、「校舎等使用願」を顧問教員、学級担任等の承認を受け、学生課に提出し

たうえで使用してください。行事などで使用予定がない場合に限り使用を許可
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します。その他の共用施設を使用できるのは、平日の19:00までです。休業日

は原則として使用することができません。施設によっては、別に使用日時など

が定まっている場合があります。その場合は、当該施設の定めに従って使用し

てください。

11．主な学校行事

１）見学旅行

　４年次に実施する見学旅行は、国内の最新の技術や設備のある工場や研究

所等を見学し、専門の知識を豊かにするとともに、文化財、名所旧跡を訪ね日

本の伝統と文化を学び､技術者としてバランスのとれた成長を目的としていま

す。学生相互の融和を深め学生生活の思い出として何時までも心に残るでしょ

う。この旅行は、学校の行う教育活動の一環として行うため、全員参加を原則

としており、旅行代金については事前に徴収いたします。

２）工場見学

　在学中、各学科の計画に従って県内、県外の工場見学を実施します。学科に

より多少の相違はありますが、県内の工場を主体とした第３学年の工場見学と

第４学年で実施される県外の見学旅行に大別されます。

　工場見学は教室を離れて実際の工場で製造過程や最新の技術などを目の前で

見ることにより、生きた学問を身につける意味で大切です。この工場見学は全

員参加を原則としており、見学代金については、その都度事前に徴収いたしま

す。

３）新入生合宿研修

　第１学年を対象に､青年の家等の施設を利用して２泊３日で実施していま

す。

　この研修は、合宿の共同生活を通じて学生相互および学生と教員の接触を緊

密にして交流を図ることが目的の一つでもあります。

　４月中に実施し、新入生のオリエンテーションを兼ねています。これに要す

る経費は前期授業料納入の際、他の諸経費と併せて口座引き落としで徴収いた

します。
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４）スキー合宿研修

　スキー合宿研修は、スキー技術の研修を通じて、学生の冬季スポーツヘの参

加意欲の高揚と体力の充実を図り、スポーツを介した生涯教育への関心を持た

せることを目的として、２年次に全員参加が原則で実施されます。研修代金に

ついては、事前に徴収いたします。

５）体育祭

　毎年10月中旬頃に大運動会が開催され、学生、教職員一体となり、日頃の技

を競い、また珍レースの数々がくりひろげられています。

　各科対抗形式で、若さの溢れた楽しい１日です。

６）学園祭

　毎年11月上旬頃に学園祭（未工祭）が開催され、美術、音楽、講演、演劇、

バザー等があり、充実した催しとなっています。

　また、３年毎に一回“高志祭”と称する規模の大きな学園祭を催して、広く

校内を一般に公開し、全校を挙げて各部門の紹介等が行われています。

７）遠足

　学校より徒歩２時間程度のコースで５月に実施しています。全学生参加で行

い、野外での炊事やスポーツ大会も併せて行います。

８）その他

　以上の諸行事のほか､校内での「球技大会」､さらに高志寮･清花寮の「寮祭」

等があり、高志台学園での学生生活にとって忘れられない思い出となることで

しょう。

　また、広報紙“高志台学園だより”を年間４回発刊し、紙面を通じて学校と

学生の意志の疎通を図っています。
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８．学生寮防災避難要領





Ⅴ．学生寮関係

１．寮生活の目的及び寮生指導

　学生寮は、「自治の精神」に基づいて、本校学生にふさわしい規律ある団体

生活を営むことにより、共同生活を通じて人間形成を図ることを目的とした教

育の場であるとともに、生活上の経済的援助をする施設です。

　寮生は、この目的を達成するため学生寮規程及び細則その他学生寮に関する

諸規則を守り、寮生活の向上充実に努めてください。このため寮生の組織であ

る寮友会の活動に積極的に参加して､よりよき寮風の確立に努力してください。

　学生寮の運営その他寮友会への助言指導は、寮務主事を中心として寮務主事

補、寮務委員が当たるほか、教員が交替で毎日寮に宿泊し、寮生の皆さんと接

触を図り、対話を通じて寮の教育効果が充分向上するよう努めています。

２．名　　称

　学生寮は、男子学生用を「高
コウシリョウ

志寮」、女子学生用を「清
セイカリョウ

花寮」と称します。

３．入寮定員、入寮基準及び共用施設等

　①　入寮定員

名　　称 定員 一室当たり定員 備　　　　考

高志寮(男子) 309名 １･２･３名の３種類
個室は上級生用

清花寮(女子) 61名 １名又は２名

　②　入寮基準

　　　第１･２学年は、原則として自宅通学が困難な者

　　　第３学年以上は、希望者の中から選考

　③　共用施設

　　　談話室、洗濯場、浴室、食堂（男子、女子共用）・補食室・多目的ホー

ル

　④　共用設備

　　　テレビ、冷蔵庫、洗濯機、衣類乾燥機、布団乾燥機、除湿機、自転車

　⑤　各居室の設備

　　　机、椅子、ロッカー、ベッド（マット付き）、カーテン、インターネッ

ト接続可（パソコン持込）
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４．寄宿料、諸経費

　①　寄宿料

項　目 年　額 納　　　入　　　期　　　日

個 室 9,600円 前期分４月26日、後期分10月26日に指定口座から引

き落とします。複数人室 8,400円

　②　諸経費

項　目 年　額 納　　　期 備　　　　考

給 食 費 313,950円

毎 月10日（ 休 業 日 の

場合は、翌営業日）に

31,395円を指定口座よ

り引き落とします。

年10回納入（９月､３月除く）

学 寮

管 理 費
60,000円

前期分４月26日、後期

分10月26日に指定口座

から引き落とします。

光熱水費､暖房費､雑費等

寮友会費 4,200円

前期分４月26日、後期

分10月26日に指定口座

から引き落とします。

５．寮生活上の心得

　自主性を重んじ、自己啓発、相互啓発を通して各人の人格向上に努めるとと

もに、寮生相互の人間性を尊重して、生きがいのある明るい寮生活を営むた

め、学生寮の諸規則があります。

　以下に、主な寮生活上の心得及び諸規則を記すので、これを守り、有意義な

寮生活を送ってください。

　①　日課表について

　次の日課表に従って、規律正しい生活を送るとともに特に点呼、消灯は

厳守してください。
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区　　分 時刻(平日) 時刻(休業日)

起床・清掃 ７：00  ８：00

朝 食 ７：30 ～ ８：30 ７：30 ～９：00

登 校 ８：30 ―

昼 食 11：30 ～ 12：45 12：00 ～ 13：00

夕 食 18：00 ～ 20：00

入 浴 17：30 ～ 22：00

点 呼 22：30

静 粛 22：30 ～ 24：00

学 習 ～ 24：00　

消 灯 24：00

　　※課外活動終了　19:30

　　　日程表の時間は、変更されることがあります。

　②　病気について

　病気の者は、必ず寮長･副寮長又は階長へ連絡するとともに寮事務室又

は学生寮当直者に届け出てください。同室者は病状に注意し、病状が悪化

しそうと判断した場合は、寮事務室又は学生寮当直者に報告して指示を受

けてください。

　なお、救急薬品及びアイスノンは、教員宿直室及び寮事務室に常備して

ありますが、病状が悪化しないうちに医師による治療を受けるようにして

ください。

　同室者が病気で登校できないときは、学級担任に連絡し保護者にも場合

によっては連絡しますので寮事務室に必ず連絡してください。

　③　現金、貴重品の自己管理について

　現金、貴重品は、必ず鍵の掛かるロッカーに入れて施錠し、その鍵は身

に付けてください。多額の現金は所持しないで寮事務室に預け、手元に置

かないでください。登校、外出時には、ドアに施錠する習慣を身につけて

ください。

　④　飲酒、喫煙について

　寮内では、全寮生に対して健康上、防災上から、飲酒、喫煙を厳禁して

おり、成人に達している者にも許可しません。

　⑤　アルバイトについて

　寮生のアルバイトは、長期休業中を除き、原則としては禁止しています。

特別な事情がある場合には、寮務主事及び学級担任に相談してください。

　⑥　持込禁止物品
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　　　　火災を引き起こす恐れのある物。

　　　　非衛生的な環境を作る恐れのある物。

　　　　酒類、タバコ。

　　　　消費電力の大きな物。

　　　　部屋のスペースを占有する物。

　　　　その他周囲に迷惑を及ぼす物・教育寮としてふさわしくない物。　

　⑦　外泊、外出届について

　外泊､外出する時は、期日、時間､行き先を記入した外出（外泊･遅刻）

届を各階長、館長、副館長、寮長、副寮長のいずれかに提出してから外

泊、外出することになります。

　⑧　防火、防災について

　学生寮において、防火、防災に対しては、十分な心構えが必要です。特

に火気の使用については、十分注意してください。また、防火上使用禁止

されている火気器具類の持ち込みは絶対にやめてください。

　万一、火災等が生じた場合に備えて、学生寮防災避難要領をよく読んで

おくとともに、避難経路や消火器の所在について日頃から確認しておいて

ください。

　⑨　その他

　寮生に対する伝達事項は、中央棟掲示板並びに食堂ホールに掲示しま

す。登校､帰寮の際は、日頃から必ず見る習慣を身につけてください。

６．入退寮の手続き

　入退寮を希望するときは､学生寮規程第５条第１項による手続きが必要です。

　年度途中（７･10月）で欠員のある場合は入寮募集を行いますので、寮事務室

で所定の手続きを行ってください。学年終了時には全員が退寮となり、改めて

入寮手続を行い、寮務委員会で選考の上、校長が入寮を許可します。

７．長期休業期間中について

　夏季休業等の長期休業期間中は原則として閉寮し、この期間中は宿泊、諸施

設の使用はできません。

８．学生寮防災避難要領

１）趣　旨

　この要領は、本校学生寮における災害の防止と、万一災害が発生した場合に

人命の安全を図り、あわせて物的損害を最小限にとどめるために寮生のとるべ

き行動について定める。
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２）防災心得

　火災その他の災害について、常に注意し、特に次の事項を遵守しなければな

らない。

　設置されている電灯及び配線は工作してはならない。

　電気ストーブ、電気コンロ、その他持込みを禁止されている電熱器具

等の無断持込みはしてはならない。

　火気は指定されている場所以外で使用してはならない。又、火気を使

用する場合は充分注意し、後始末を厳重にする。

　出入口、廊下、階段、非常口、防火シャッター及び防火扉付近に消火

活動又は避難の妨げとなる物品を置かない。

　退室の際は、火気の安全、戸締りの確認を行う。

　毎年実施する避難訓練に参加する。

　その他、本校の「消防計画」に基づき関係者の指示に従う。

３）避難要領

　　　火災発見と通報

　火災を発見した者は、大声で近くの寮生に知らせるとともに、火災報知

器の非常ボタンを押し、直ちに学生寮当直者又は寮事務室に報告し、寮内

放送を通じて火災発生を全寮生に知らせる。

　連絡を受けた学生寮当直者又は学生支援グループ（寮務担当）は、火災

現場に急行して現場の状況を把握し、直ちに緊急時（時間外）連絡網によ

り、遅滞なく処理しなければならない。

　処置と避難

　火災現場付近の者は、直ちに初期消火に努めなければならない。

　学生寮当直者又は学生課学生支援グループ（寮務担当）は、火災の状況

を判断して、機を失することなく全寮生に避難命令を出さなければならな

い。

　緊急避難方法

　火災発生の場合、防火扉、防火シャッターが作動するから（防火扉等は

閉じても手で開閉可能）冷静かつ迅速に行動しなければならない。

　避難の際は、火災発生現場から離れた各館の非常口あるいは非常階段

（救助袋、避難はしご）等を利用して屋外に出る。

　点　　呼

（ア）全寮生は､屋外に避難した後､すみやかに指示された場所に集合し、

点呼を受けるものとする。
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（イ）館長及び清花寮寮長は、当該館の人員、負傷の有無を高志寮寮長に

報告し、高志寮寮長は点呼結果を、寮務主事又は学生寮当直者に報告

しなければならない。

（ウ）点呼後は、寮務主事又は学生寮当直者の指示にしたがって行動しな

ければならない。

　　　避難時の心得

（ア）着替えたり、貴重品の持ち出し等に手間取ったりしていると、逃げ

遅れることにもなるので、手ぶらで急いで避難する。

（イ）火災現場付近は、短時間に有毒ガスが充満する恐れがあるので、ぬ

れタオル、ハンカチ等で口･鼻を覆い、できるだけ背を低くして避難

する。

（ウ）同室者は、自室に残っている者がいないかどうか確かめてから避難

する。

（エ）先を争って前の人を押したり､追い越したりしてはならない。も

し、転倒者がいた場合は手を高く上げ大声で“止まれ”と指示し、後

続者は停止して待たなければならない。

（オ）屋外に避難した後、再び屋内にもどってはならない。
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Ⅵ．共同教育・研究施設

１．図書館

２．課外教育活動センター

３．総合情報処理センター

４. 地球ラボ

５．校外合宿研修施設





Ⅵ．共同教育・研究施設

１．図書館

　図書館は、図書館活動を通じて学生の知識と教養を高め、人格の形成に資す

るとともに、教職員の行う教育及び研究に寄与するために設けられています。

図書館には、和・洋書約111,000冊（平成22年12月現在）の蔵書、約130の座席

があり、個人での勉強やグループ学習の環境が整っています。また、研究活動

には欠かせないデータベース・電子ジャーナルにも多数アクセスできます。そ

の一方、憩いの場としてDVDやビデオの視聴をすることができます。雑誌もス

ポーツ誌、パソコン誌、タウン誌、文芸誌等を取り揃えています。

長岡工業高等専門学校図書館利用細則

　（趣旨）

第１条　長岡工業高等専門学校図書館（以下「図書館」という｡）管理運営規

程第12条の規定により、図書館の利用についてこの細則を定める。

　（サービスの範囲）

第２条　図書館が行うサービスは、次のとおりとする。

　一　閲　　覧

　二　貸　　出

　三　レファレンスサービス

　四　データベース･電子ジャーナル検索サービス

　五　希望図書の購入

　六　他の図書館の利用

　（開館日及び開館時間）

第３条　図書館の開館日及び開館時間は、次のとおりとする。ただし、図書館

長が必要と認めた場合は、臨時に開館日及び開館時間を変更することができ

る。

　一　開館日

　日曜日、国民の祝日及び年末年始（12月27日～１月４日）を除く毎日。

ただし、土曜日にあたっては、春季休業日、夏季休業日、冬季休業日及び

学年末休業日、並びに臨時休業日は休館とする。

　二　開館時間

　　　平　日　８:30～21:00　ただし、前号の休業日にあっては、

　　　　　　　８:30～17:00

　　　土曜日　９:00～17:00

　（利用者の範囲）
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第４条　図書館を利用することのできる者は、次の各号に掲げる者とする。

　一　本校職員（以下「職員」という｡）

　二　本校学生（以下「学生」という｡）

　三　学外一般利用者（以下「一般利用者」という｡）

　（閲覧）

第５条　図書館資料（以下「図書」という｡）の閲覧は次のとおりとする。

　一　閲覧室にある図書は閲覧室において自由に閲覧することができる。

二　書庫内にある図書の閲覧を希望する場合は、口頭で申し出るものとし、

この場合の閲覧場所は閲覧室とする。

　（貸出及び返却等）

第６条　図書の貸し出し及び返却等については次のとおりとする。

　一　借受者、図書の種類、貸出期間及び貸出冊数は次表のとおりとする。

借受者 図書の種類 貸出期間 貸出冊数 備　　考

学　生

一般図書

２週間(ただし､
長期休業期間中
はその期間)

５冊以内

４週間 10冊以内
卒業研究及び専
攻科特別研究に
必要な図書

参考図書及び貴
重図書

閉館２時間前よ
り次の開館日の
午前10時まで

一般図書貸
出冊数内

雑誌 ３冊以内

資料（ビデオテー
プ、コンパクトディ
スク等）

当日限り １資料 館内に限る

職　員

一般図書 ４週間 10冊以内

参考図書及び貴
重図書

閉館２時間前よ
り次の開館日の
午前10時まで

一般図書貸
出冊数内

雑誌 ３冊以内

資料（ビデオテー
プ、コンパクトディ
スク等）

必要な期間
必要な資
料数

授業等に必要な
場合

一　般
利用者

一般図書 ２週間 ３冊以内

参考図書及び貴
重図書

閉館２時間前よ
り次の開館日の
午前10時まで

一般図書貸
出冊数内

雑誌 ３冊以内

資料（ビデオテー
プ、コンパクトディ
スク等）

当日限り １資料 館内に限る
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二　前号の規定にかかわらず、教員は教育研究費で購入した図書を必要な期

間利用できるものとする。

三　図書の貸し出しを希望する一般利用者は、別紙様式第１号による図書館

利用者証（以下「利用者証」という｡）発行申込書に記入し、提出するも

のとする。利用者証は受付後、直ちに発行する。

四　図書の貸し出しを希望する者は、職員にあっては本校の発行する身分証

明書、学生にあっては学生準則に定める学生証、一般利用者にあっては利

用者証を提出して貸し出しを受けるものとする。

五　貸出期間を延長したい場合は、予約者がいなければ更新することができ

る。ただし、この場合は該当の図書を持参するものとする。

六　借り受けた図書は、貸出期間内に返却しなければならない。期限を過ぎ

ても返却しない場合は督促するものとする。ただし、利用者がその身分を

離れるときには、直ちに借り受けた図書を返却しなければならない。

七　借り受けた図書は、転貸してはならない。

八　図書を紛失又は著しく汚損した場合は、原則として同一図書を弁償する

ものとする。

　（レファレンスサービス）

第７条　参考業務を受けたい場合は申し出るものとする。

　（データベース･電子ジャーナル検索サービス）

第８条　各種検索サービスは、職員及び学生に限るものとし、検索方法等は、

図書係員が補助をする。

　（希望図書の購入）

第９条　図書館備え付け以外の図書の購入を希望する場合は、別紙様式第２号

による購入希望図書・ＡＶ申込書に記入のうえ、希望図書購入投書箱に投函

するものとする。ただし、職員及び学生に限る。

　（他の図書館の利用）

第10条　他の図書館の利用は次のとおりとする。

一　図書館で所蔵していない図書の複写を他の機関から取り寄せたい場合

は、「学外文献複写依頼申込み要領」により申し込むものとし、それに要

する費用は申込者の負担とする。

二　図書館で所蔵していない図書を借用したい場合は申し出るものとする。

　（規律）

第11条　館内における利用者は、次の各号に掲げることを守らなければならな

い。

　一　静粛にすること。

　二　飲食はしないこと。

借受者 図書の種類 貸出期間 貸出冊数 備　　考

学　生

一般図書

２週間(ただし､
長期休業期間中
はその期間)

５冊以内

４週間 10冊以内
卒業研究及び専
攻科特別研究に
必要な図書

参考図書及び貴
重図書

閉館２時間前よ
り次の開館日の
午前10時まで

一般図書貸
出冊数内

雑誌 ３冊以内

資料（ビデオテー
プ、コンパクトディ
スク等）

当日限り １資料 館内に限る

職　員

一般図書 ４週間 10冊以内

参考図書及び貴
重図書

閉館２時間前よ
り次の開館日の
午前10時まで

一般図書貸
出冊数内

雑誌 ３冊以内

資料（ビデオテー
プ、コンパクトディ
スク等）

必要な期間
必要な資
料数

授業等に必要な
場合

一　般
利用者

一般図書 ２週間 ３冊以内

参考図書及び貴
重図書

閉館２時間前よ
り次の開館日の
午前10時まで

一般図書貸
出冊数内

雑誌 ３冊以内

資料（ビデオテー
プ、コンパクトディ
スク等）

当日限り １資料 館内に限る
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　三　喫煙はしないこと。

　四　図書、器具及び設備等を汚損しないこと。

　五　その他係員の指示に従うこと。

　(利用停止)

第12条　この細則に違反した者は、図書館の利用を停止することがある。
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２．課外教育活動センター

　学生の教養を高め、正しい自主性を養うとともに課外教育活動を盛んにし、

学生相互又は学生・教職員間の交流を緊密にすることを目的としています。

　施設は次のとおりです。

１．福利施設

　　学生会室、課外活動室、和室、部室

２．体育施設

　第１体育館、第２体育館、トレーニング室、剣道場、柔道場、合宿所、グ

ラウンド、テニスコート、プール、アーチェリー場、野球場、部室、グラウ

ンド管理室

３．総合情報処理センター

　情報化時代に即応して、本校では昭和46年10月HITAC-10を導入して以来、昭

和63年３月には四代目の教育用電子計算機システムECLIPSE-MV/7800XPに更新

し、更に昭和63年９月にはパソコンLAN演習室を新設、平成５年３月には教育

用電子計算機システムの端末としてパソコンを導入して情報処理教育の徹底を

図ってきました。そして、平成５年２月に教育用電子計算機を導入する際、

ネットワーク時代に対応するUNIXシステムを選択し、同時に長岡技術科学大学

と専用回線により接続し､学術情報ネットワーク（SINET）およびインターネッ

トの利用が可能となりました。また、平成７年10月にパソコンLAN演習室の機

器を更新、Windows対応のパソコンを導入しました。更に平成８年３月に最新

のATM-LANによる校内LAN設備の整備を行い、学外との通信の高速化を含め本格

的なネットワーク運用を開始し、ネットワーク時代に対応する情報処理教育の

環境整備を行ってきました。平成14年３月にはギガビットLAN高速キャンパス

情報ネットワークシステムが稼働し、平成15年３月に全ての端末を

Windows2000対応のパソコンに更新しました。平成19年３月には全ての端末を

WindowsXP対応のシンクライアントシステムに移行しました。平成23年３月に

は全ての端末をWindows７対応のシンクライアントシステムに移行しました。

１）教育用電子計算機システム使用上の留意点

　　端末室の使用

　総合情報処理センターには、第１端末室、第２端末室、第３端末室の３

つの端末室があり､第１端末室と第３端末室の端末機器および周辺機器

は、授業で使用している場合を除き自由に使用できます。ただし、第３端

末室を利用するときには、必ず利用者名簿に記入してください。
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　　センターの開設時間

　平常授業の実施される日においては、８：30～17：00の間、全端末室が

利用できます。それ以外の時間帯については、教職員の立ち会う場合を除

いて、時間外の使用は原則的に認めていません。ただし、計算機は終日稼働

していますので、センター外からネットワーク経由での利用は可能です。

２）端末利用上の留意点

　　端末利用環境の維持

　各端末は一斉授業での利用を最優先して環境設定を行っていますので、

パソコン上のファイル配置の変更、ソフトウェアのインストールは原則的

に認めていません。

　　不正コピーおよびゲームの禁止

　著作権法に違反する行為は厳に謹んで下さい。また、ゲームなどセン

ターで許可したもの以外のソフトウェアの利用も禁止しています。

　　インターネットの利用注意

　本校は学術情報ネットワークを利用してインターネットに接続していま

す。したがって、物品の売買や違法な画像等の送受信は禁止しています。

また､電子メールやネットニュース等の利用に際しては､ネチケット（ネッ

トワーク上のエチケット）を守ってください。

　　利用規則を守らなかった場合の処置

　上記センター利用の留意点をはじめセンターで定めた利用規則を守らな

かった場合は､教育用電子計算機の利用者登録を抹消することがありま

す。

３）その他

　総合情報処理センターの様々なサービスや情報については、下記ホーム

ページで確認してください。 

URL:https://www2.st.nagaoka-ct.ac.jp
その他の疑問等については、センター職員にお尋ね下さい。

４．地球ラボ

　平成19年度「学生支援プログラム」（文科省）に「長岡高専地球ラボによる

キャンパスの国際化―小さな高専で広い視野を持った国際人に成長するための

学生支援プログラム」が採択され、その活動の中心として『地球ラボ』が図書

館１階に設置されました。平日の12時～18時に開室しており、誰でも利用する

ことができます。
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　長岡高専では、多くの留学生を受け入れ、技術教育に限らず、日本の文化な

どが体験できるような機会を作っています。また、日本人学生の国際性を育て

るために、海外派遣など様々な取り組みを行っています。

　地球ラボは、日本人学生と留学生との交流、異文化理解など学生の皆さんが

国際性を身につけることが出来るようなプログラムの企画・実施が行われる施

設です。

５．校外合宿研修施設

１）国立妙高少年自然の家

　国立妙高少年自然の家は、妙高山（2,454m）の麓に広がる豊かな自然のなか

に設置された、青少年のための宿泊型教育施設です。

　134万m2の広大な敷地には、宿泊棟、キャンプ場、天体観測棟、陶芸活動等

が可能な工房棟があります。

　また、１年を通じ四季それぞれの野外活動ができるように自然観察道、プロ

ジェクト・アドベンチャー、登山コース、スキーピステ等の野外フィールドも

あります。

　妙高の爽やかな光と風の中で、野外活動を取り入れながら、ゼミナール、

サークル仲間等と自然体験してみませんか。

　利用受付は、利用団体の種別により異なりますので、妙高少年自然の家の窓

口へ問い合わせてください。

　　所在地

　　〒949－2235　新潟県妙高市大字関山6323－2

　　　　　　　　 Te1 0255－82－4321　Fax 0255－82－4325

　　施設案内

　①屋内施設

　　宿　 泊　 棟　　定員400名

　　キャンプ場泊　　定員200名

　　　学習室・実習室・星座観察棟・野外炊飯施設など完備しています。

　②屋外施設

　仲間作りの森（プロジェクトアドベンチャーコース含む）・活動広場・

スキーピステ・常設オリエンテーリングコース・ハイキングコースなどが

整備されています。
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　　必要経費

　　　宿泊及び施設・用具の使用料は無料です。

　食費・シーツクリーニング・クラフト材料などは有料です。

１人あたり 朝食 昼食 夕食
シーツ

(シュラフシーツ)

小学生未満 350円 400円 450円

200円(90円)小学生 440円 490円 630円

中学生以上 450円 500円 650円

　　利用できる日

　　本　　　館：年間を通して利用可（年末・年始及び施設整備の日を除く）

　　キャンプ場：６月～10月利用可

　　　※年末年始休館（12月28日～１月４日）

電話や

窓口での

相談

→
利用希望

の決定
→

申込書類

提出
→

事前打ち

合わせ
→

実際の利

用

　　利用までの申し込み

　本館泊、キャンプ場泊ともに、２週間前まで電話で利用可能かどうか確認

のうえ、窓口に申し込んでください。

　学校関係は、優先的利用申込を受け付けています。詳しくは窓口に問い合

わせてください。

　窓口：国立妙高青少年自然の家事業推進係
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Ⅶ．諸納付金・諸手続一覧

１．授業料・その他の経費等

２．各種手続き一覧





Ⅶ．諸納付金・諸手続一覧

１．授業料・その他の経費等

１）授業料

　　年額115,800円（１学年～３学年）

　　※金額は、「高等学校等就学支援金」を受けた後の実際に負担する額です。

また、保護者の所得状況によっては、就学支援金の加算申請を行うこと

ができます。

　　年額234,600円（４学年～５学年、および１学年～３学年で36月以上在籍

している学生）

　　　授業料改定について

　在学中に授業料改定が行われた場合には、改定時から新授業料が適用

されます。

２）その他の経費

１学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年

後 援 会 費

(支部会費3,000円含む)
26,000円 21,000円 21,000円 21,000円 21,000円

同 窓 会 費 15,000円

学 生 会 費 9,000円 9,000円 9,000円 9,000円 9,000円

行 事 費 用
新入生合宿研修

4,500円

スキー合宿研修

27,000円

見学旅行

33,000円

見学旅行

33,000円

日本スポーツ振興セン

ター災害共済給付掛金
1,520円 1,520円 1,520円 1,520円 1,520円

教科書教材費 約55,000円 約26,000円 約26,000円 約28,000円 約23,000円

TOEIC 受験料
(１年次～３年次

TOEIC-Bridge

４年次TOEIC-IP)

1,785円 1,785円 1,785円 2,990円

合 計 約112,805円 約86,305円 約92,305円 約95,510円 約54,520円

　※１　４学年編入学生は、編入時のみ上記経費のほかに、後援会入会金5,000円及び同窓

会費15,000円が必要となります。
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３）納入期日等

２．各種手続き一覧

　諸手続きをする必要があるときは、下記一覧の担当係に申し出て手続きをし

てください。

　学生生活に必要な手続きを怠ったり、不十分だったり、提出時期を失したり

すると、本人に不利となるばかりでなく、就学上支障をきたすこともあります

ので十分注意してください。

　なお、諸願、諸届の記入にあたっては、万年筆・ボールペンを使用し、必要

に応じて押印してください。鉛筆・拇印は用いないでください。

種　　類 納入先 納入期日 備　考

授 業 料

後 援 会 費

学 生 会 費

日本スポーツ振興センター
災 害 共 済 給 付 掛 金

同 窓 会 費
(第１学年及び第４学年編入学生)

合 宿 研 修 費
(第 １ 学 年 の み)

TOEIC -B r i dge受験料
(第 １ 学 年 ～ ３ 学 年)

スキー合宿研修費（２学年）

TOEIC－IP受験料（４学年）

見 学 旅 行 費

財務企画
グループ 　

前期分４月26日

後期分10月26日

に指定口座から

引き落とします。

４月26日に指定

口座から引き落

とします。

10月26日に指定

口座から引き落

とします。

第３学年は10月

26日、第４学年

は４月26日に指

定口座から引き

落とします。

－84 －



１）願いを出して交付を受けるもの

種　　　　類 係　　　名 時　　期 備　考

学　生　証（第１・３学年） 教務・入試グループ 学年の始め

在 学 証 明 書 教務・入試グループ 必要の都度

学 業 成 績 証 明 書 教務・入試グループ 必要の都度

卒 業 証 明 書 (学　科 )

修 了 証 明 書 (専攻科 )
教務・入試グループ 必要の都度

卒業見込証明書 (学　科 )

修了見込証明書 (専攻科 )
教務・入試グループ 必要の都度

修 了 証 明 書 (退学者 ) 教務・入試グループ 必要の都度

ＪＲ身分証明書（第１・４学年） 学 生 支 援 担 当 学年の始め

学 生 運 賃 割 引 証 学 生 支 援 担 当 必要の都度

健 康 診 断 書 保 健 室 必要の都度

注１．証明書等は発行までに時間のかかるものがあるので、できるだけ早く申し込んで

ください。

　２．通学証明書、学割証等は必要とする２日前までに申し込んでください。ただし、

長期休業期間は係にて申込み日を指示します。また、これらの証明書を不正に

使用すると学校全体に迷惑がかかるのでお互いに注意してください。
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２）願い出を必要とするもの

種　　　類 係　名 時　期 備　　　　考

追 試 験 願 教務 ・入試グループ その都度

休 学 願 教務 ・入試グループ その都度

復 学 願 教務 ・入試グループ その都度

退 学 願 教務 ・入試グループ その都度

講義室時間外使用願 教務 ・入試グループ その都度
利用する日の３日前まで
に指導教員に提出

校 舎 等 使 用 願 学生支援担当 その都度

入 学 料 免 除 願 学生支援担当 その都度 入学手続き終了の日まで

入学料徴収猶予願 学生支援担当 その都度 入学手続き終了の日まで

授 業 料 免 除 願 学生支援担当 その都度 各学期の開始日頃まで

授業料徴収猶予・分納願 学生支援担当 その都度 授業開始後ただちに

寄 宿 料 免 除 願 寮 務 担 当 その都度

物 品 借 用 願 学生支援担当 その都度

ア ル バ イ ト 願 学生支援担当 その都度

１-３年生は全ての期間、

４-５年生は長期休業以

外の期間は提出が必要。

専攻科は提出不要。

出 場 願 学生支援担当 その都度 学外活動を行う場合も提出

合 宿 願 学生支援担当 その都度

課外教育活動センター
施 設 使 用 願

学生支援担当 その都度

・平日の時間内（19:00まで）
の使用願いは不要

・平日の時間外（7:00 ～
8:30及 び19:00 ～ 21:00）
及び休業日（8:30～17:00）

・福利棟は休業日使用不可

物 品 販 売 許 可 願 学生支援担当 その都度

掲 示 願 学生支援担当 その都度
※所定の場所以外に掲示
しようとするとき。

団 体 活 動 願 学生支援担当 その都度

車両通学許可申請書 学生支援担当
学年の始め。駐車場に余裕がある場
合は随時。

入 寮 願 寮 務 担 当 その都度

退 寮 願 寮 務 担 当 その都度

※その他、学生寮に係る願い出については、「寮生活の手引」を参照して

ください。
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３）届け出るもの

種　　　類 係　名 時　期 備　　　　考

氏名・住所等変更届 教務・入試グループ その都度 保証人変更届も兼ねます。

欠 席 届 教務・入試グループ その都度

学 生 調 書 学生支援担当

学　科第１学年

　〃　第３学年　
学年始めに新規に

専攻科第１学年　
作成

学　科第２学年　
前年度学生調書を

　〃　第４学年　
学年始めに更新す

　〃　第５学年　
る

専攻科第２学年　

日本スポーツ

振興センター

適用災害発生届

学生支援担当 その都度

学校の管理下において発

生した災害については、

できるだけ早く保健室に

届けでてください。

校 外 活 動 届 学生支援担当 その都度

学生団体結成届 学生支援担当 その都度

文 書 配 布 届 学生支援担当 その都度

学生団体集会届 学生支援担当 その都度

寮 生 調 書 寮 務 担 当 入 寮 時

入 寮 誓 約 書 寮 務 担 当 入 寮 時

寄 宿 料

納 入 承 諾 書
寮 務 担 当 入 寮 時

外 出

（外泊･遅刻）届
寮 務 担 当 その都度

欠 食 届 寮 務 担 当 その都度

時 間 外

施 設 使 用 届
総務グループ その都度

指導教員を通して、提出

すること。

　※その他、学生寮に係る届け出については、「寮生活の手引」を参照して

　　ください。
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Ⅷ.専攻科

１．長岡工業高等専門学校専攻科授業科目の履修等に関する規程

　

　（趣旨）

第１条　長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第49条の規定に

基づき、長岡工業高等専門学校専攻科（以下「専攻科」という。）の授業科

目の履修方法及び成績の評価並びに修了の認定に関する必要な事項を定め

る。

　（授業の方法）

第２条　授業は、講義、演習、実験及び実習のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。

　（単位の計算方法）

第２条の２　各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を45時間の学修を必要

とする内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業

による教育効果、授業時間外に必要な学修を考慮して、次の各号の基準によ

り単位数を計算するものとする。

　一　講義については、15時間の授業をもって１単位とする。

　二　演習については、30時間の授業をもって１単位とする。

三　実験、実習及び特別研究については、45時間の授業をもって１単位とす

る。

　（履修方法）

第３条　専攻科に開設する授業科目のうち、選択科目の履修に当たっては、年

度当初に「専攻科選択科目受講届」を提出しなければならない。

　（試験）

第４条　試験の種類は、定期試験と追試験とする。

２　定期試験は、各学期末に実施する。なお、平素の成績によって評価し得る

科目については、試験の全部又は一部を行わないことができる。

３　試験時間割は試験開始日の10日前までに公表する。

４　追試験は、病気その他やむを得ない事由により、定期試験を受験できなかっ

た場合「追試験願」を提出して、許可を得た上で受験することができる。追

試験は、原則として当該試験期間又はその終了後一週間以内に実施するもの

とする。

５　試験期間中に不正行為を行った者は、当該試験期間中の全試験科目を零点

とする。
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第５条 学業成績の評価は、科目ごとの試験の成績及び出席状況並びに平素の

学習状況を総合して次の区分によって行うものとする。

評　点 100～80 79～70 69～60 59以下

評　定 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　（単位の認定）

第６条　単位の認定は、前条に規定する学業成績の評定がＡ、Ｂ、Ｃに評価さ

れた授業科目については、当該授業科目を修得したものとして単位を認定す

る。

　（修了の要件）

第７条　専攻科の修了は、学則第47条に規定するもののほか、次表に掲げる修

了に必要な単位数を修得しなければならない。

科　目

専　攻
一般科目

専　門　科　目
合計

専門共通科目 専門科目

電子機械システム工学専攻 ８単位以上 14単位以上 34単位以上 62単位以上

物質工学専攻 ８単位以上 14単位以上 34単位以上 62単位以上

環境都市工学専攻 ８単位以上 14単位以上 34単位以上 62単位以上

　（他の教育施設等で履修した単位認定）

第８条　大学及び他の高等専門学校の専攻科等（以下「大学等」という。）で

開設されている授業科目の履修を希望する者は、あらかじめ大学等の許可を

得た上で、「受講届」を提出しなければならない。これにより履修した単位は、

16単位を限度として、専攻科における授業科目の履修とみなして、当該専攻

における単位の　修得として認定することができる。

　（他専攻開設科目の履修）

第９条　他の専攻で開設されている選択科目の履修を希望する者は、あらかじ

め担当教員の許可を得た上で、「履修願」を提出しなければならない。これ

により修得した単位は、在籍中を通じ４単位を限度として、当該専攻におけ

る単位として認定することができる。

　（再履修）

第10条　定期試験、追試験で不合格になった授業科目は、再履修することがで

きる。

２　再履修する場合は、第３条及び第９条に規定する手続きを行うものとする。
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　　　附　則

　この規程は、平成12年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この規程は、平成16年３月29日から施行する。

　　　附　則（平成18年３月16日）

１　この規程は、平成18年４月１日から施行する。

２　平成17年度において在学する者については、第７条の規定にかかわらず、

なお従前の例による。

　　　附　則（平成22年１月５日）

　この規程は、平成22年４月１日から施行する。
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２．長岡工業高等専門学校専攻科学外実習実施要領

　

　（趣旨）

１　この要領は、長岡工業高等専門学校学則第43条別表第４に掲げる「学外実

習」に関し必要な事項を定める。

　（目的）

２　学外実習は、学外実習を履修する学生（以下「実習生」という。）の専攻

分野に関連したテーマについて実習する。特に、製品化・実用化を目指した

技術開発を体験することにより、研究の実践性を定着させることを目的とす

る。

　（対象学年）

３　第１学年とする。

　（学外実習時間）

４　長期休業期間中とし２週間以上にわたり90時間以上実施するものとする。

　（実習機関）

５　長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）が定めた企業の生産・研

究部門及び国若しくは地方公共団体の機関（以下「実習機関」という｡）と

する。

　（実習の内容）

６　概ね本校専攻科修了生が従事する程度の業務とする。ただし、危険を伴う

業務はさける。

　学外実習のテーマについては、本校と実習機関が協議して定める。

　（学外実習実施責任者及び学外実習指導教官の選出）

７　学外実習実施責任者（以下「実施責任者」という｡）は専攻主任をもって

充てる。実施責任者は学外実習指導教官（以下「指導教官」という。）を選

出するものとする。

　（実施責任者の業務）

８　実施責任者は、次に掲げる業務に当たるものとする。

　　実習生の災害防止及び災害補償に関し、本校と実習機関との連絡調整

　　実習生の実習機関の申込受付及び受入依頼

　　実習生の実習機関への配属

　　実習内容、テーマ等に関する指導、助言

　（指導教官の業務）

９　指導教官は、実施責任者と協議の上、次の業務に当たるものとする。

　　実習中の安全、就業心得等の事前指導

　　実習中に発生した事故又は異常事態の処置及び報告
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　　実習状況一覧の作成

　　実習機関との連絡調整及び実習生の状況把握

　（学外実習責任者）

10　実習機関は実習生を受入れるに当たり、実習責任者を定め、実習責任者は

実習の指導及び実習終了後、その評価を行うものとする。

　学外実習責任者は、校長が委嘱する。

　（実習報告）

11　実習生は、実習終了後直ちに、次の書類を指導教官を経て実施責任者に提

出するものとする。

　　専攻科学外実習証明書

　　専攻科学外実習報告書

　　学外実習日誌

　（評価）

12　実習の評価は、学外実習責任者が行った評価及び11に定める書類に基づき、

実施責任者が総合的に判断して行うものとし、評価方法は、「長岡工業高等

専門学校専攻科授業科目の履修に関する規程」によるものとする。

　（実習経費）

13　実習に要する経費は、原則として実習生の負担とするものとする。

　（障害保険等の加入）

14　実習生は、必ず障害保険に加入するものとする。

15　実習機関に提出する書類

　　学外実習申込書（本校所定又は実習機関の指定する書類）

　　誓約書（本校所定又は実習機関の指定する書類）

　　専攻科学外実習証明書（本校指定）

　　実習機関が必要とする書類

　（事務）

16　学外実習の事務は、学生課で行う。

　　　附　則

　この要領は、平成12年４月１日から実施する。
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３．諸納付金

１）授業料

　　年額234,600円

※　在学中に授業料の改定が行われた場合には、改定時から新授業料が適

用されます。

２）学位審査手数料

　　学位を取得するために、学位授与申請時に審査手数料22,000円が必要です。

３）その他の経費

種　　　　　類 第１学年 第２学年

後 援 会 入 会 金

後援会費（支部会費3,000円含む）

5,000円

21,000円
21,000円

学 生 会 費 2,000円 2,000円

同 窓 会 費 15,000円 0円

日本スポーツ振興センター災害共済給付掛金 1,520円 1,520円

T O E I C - I P 受 験 料 2,990円 0円

合　　計 47,510円 24,520円

※　本科卒業生は、後援会入会金および同窓会費は必要ありません。

４）納入期日等

種　　　　　類 納入先 納入期日 備考

授 業 料

後 援 会 費

財務企画
グループ

前期分４月26日
後期分10月26日
に指定口座から引
き落とします。

日本スポーツ振興センター災害共済給付掛金等

学 生 会 費

同 窓 会 費

財務企画
グループ

４月26日に指定口
座から引き落とし
ます。

T O E I C - I P 受 験 料
財務企画
グループ

10月26日に指定口
座から引き落とし
ます。

学 位 授 与 審 査 手 数 料
学 位
授与機構

10月申請時
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４．本科の準用事項

　専攻科の学生において、学生便覧に掲げる次の事項及び施設の利用、諸手続

については、本科に準じます。

Ｉ　長岡高専の概要…………………………………………………………３ページ

Ⅳ　学生生活関係（福利厚生）……………………………………………45ページ

Ⅴ　学生寮関係………………………………………………………………65ページ

Ⅵ　共同教育・研究施設……………………………………………………73ページ

Ⅶ　諸納付金・諸手続一覧…………………………………………………83ページ
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Ⅸ．学 則 及 び 諸 規 則

１．長岡工業高等専門学校学則

２．長岡工業高等専門学校学則の運用に関する要項

３．長岡工業高等専門学校学生準則

４．長岡工業高等専門学校履修及び学業成績の評価並び

に進級及び卒業の認定に関する規程

５．長岡工業高等専門学校以外の教育施設等における学

修等による単位修得の認定に関する規程

６．長岡工業高等専門学校「企業実習」実施規程

７．長岡工業高等専門学校入学料の免除及び徴収猶予に

関する規程

８．長岡工業高等専門学校授業料免除及び執行猶予等に

関する規程

９．長岡工業高等専門学校の学生表彰に関する実施要項

10．長岡工業高等専門学校における学生の懲戒に関する

取扱要項

11．長岡工業高等専門学校学生の車両通学に関する要項

12．長岡工業高等専門学校学生寮規程

13．長岡工業高等専門学校学生寮細則

14．長岡工業高等専門学校寄宿料免除規程

15．長岡工業高等専門学校外国人留学生規程

16．長岡工業高等専門学校研究生規程

17．長岡工業高等専門学校科目等履修生規程

18．長岡工業高等専門学校聴講生規程

19．長岡工業高等専門学校特別聴講学生規程





Ⅸ．学則及び諸規則

１．長岡工業高等専門学校学則

第１章　目的

（目的）

第１条　長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）は、教育基本法（平

成18年法律120号）、学校教育法（昭和22年法律26号）及び独立行政法人国立

高等専門学校機構法（平成15年法律113号）に基づき、深く専門の学芸を教

授し、職業に必要な能力を育成することを目的とする。

第２章　修業年限、学年、学期、休業日及び授業終始の時刻

（修業年限）

第２条　修業年限は、５年とする。

（在学期間）

第２条の２　在学の期間は、前条に規定する修業年限（第２学年以上に入学し

た者にあっては、修業年限から入学した学年の１学年前の学年数を減じた数）

の２倍を超えることはできない。ただし、再入学及び転入学した者にあって

は、退学及び転入学前の在学期間を通算するものとする。

（学年）

第３条　学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

（学期）

第４条　学年を分けて、次の２期とする。

　前期　４月１日から９月30日まで

　後期　10月１日から翌年３月31日まで

２　前項の規定にかかわらず、次条第１項ただし書きの規定により同項第５号

の夏季休業の終期が変更された場合は、その終期をもって前期を終了し、後

期は、その翌日から開始するものとする。

（休業日）

第５条　休業日は、次のとおりとする。ただし、特別の必要があるときは、校

長は、これらの休業日を授業日に振り替え、又は変更することがある。

　一　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

　二　土曜日及び日曜日

　三　開校記念日　６月１日

　四　春季休業　　４月１日から４月７日まで

　五　夏季休業　　８月11日から９月30日まで

　六　冬季休業　　12月25日から翌年１月７日まで
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　七　学年末休業　３月20日から３月31日まで

２　前項に規定する休業日のほか、臨時休業日は、校長がそのつど定める。

（授業終始の時刻）

第６条　授業終始の時刻は、校長が別に定める。

第３章　学科、学級数、入学定員、教育上の目的

（学科、学級数及び入学定員）

第７条　学科、学級数及び入学定員は、次のとおりとする。

学　　科 学級数 入学定員

機 械 工 学 科 １ 40人

電気電子システム工学科 １ 40人

電 子 制 御 工 学 科 １ 40人

物 質 工 学 科 １ 40人

環 境 都 市 工 学 科 １ 40人

２　前項の規定にかかわらず、教育上有益と認めるときは、異なる学科の学生

をもつて学級を編制することができる。

（学科ごとの教育上の目的）

第７条の２　学科ごとの人材の養成に関する目的その他教育上の目的は、次の

各号に掲げるとおりとする。

一　機械工学科　機械工学の主要分野である力学、材料、加工、熱・流体、

設計、計測・制御のほか、情報、エレクトロニクスなどの基礎知識を習得

し、それらを機械工学の問題解決に応用できる能力を身につけた技術者を

育成することを目的とする。

二　電気電子システム工学科　電気電子工学の主要分野である情報通信、電

子システム、パワーエネルギー、電子材料・デバイスなどの基礎知識を習

得し、それらを電気電子システム工学の問題解決に応用できる能力を身に

つけた技術者を育成することを目的とする。

三　電子制御工学科　電子制御工学の主要分野である計測、制御、情報、メ

カニクス、電気・電子、計算機などの基礎知識を習得し、それらを電子制

御工学の問題解決に応用できる能力を身につけた技術者を育成することを

目的とする。

四　物質工学科　物質工学の主要分野である分析化学、無機化学、有機化学、

材料科学、化学工学、物理化学、生物化学などの基礎知識を習得し、それ

らを物質工学の問題解決に応用できる能力を身につけた技術者を育成する

ことを目的とする。

五　環境都市工学科　環境都市工学の主要分野である構造、材料、河川・海
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岸、地盤・土質、環境、都市計画などの基礎知識を習得し、それらを環境

都市工学の問題解決に応用できる能力を身につけた技術者を育成すること

を目的とする。

第８条　削除

第９条　削除

第10条　削除

第11条　削除

第４章　教育課程等

（授業期間）

第12条　１年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたる

ことを原則とする。

（教育課程）

第13条　教育課程は、授業科目及び特別活動により編成するものとする。

２　授業科目は、その内容により、各学科に共通する一般科目及び学科ごとの

専門科目とし、全課程の修了の認定に必要な単位数は、167単位以上（その

うち、一般科目については75単位以上、専門科目については82単位以上。）

とする。

３　一般科目及び専門科目は、必修科目、必履修科目及び選択科目をもって構

成し、各学科の開設授業科目、その単位数及び修得単位数は、一般科目につ

いては別表第１、専門科目については別表第２のとおりとする。

４　学生は、一般科目及び専門科目ごとに履修する単位数の合計が、その学年

で指定された修得単位数の合計以上になるよう履修しなければならない。

５　特別活動は、別表第３のとおりとする。

（単位の計算方法）

第13条の２　各授業科目の単位数は、履修単位及び学修単位の区分により計算

するものとする。

２　履修単位については、30単位時間（１単位時間は、標準50分とする。）の

履修を１単位として計算するものとする。

３　学修単位については、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容

をもつて構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育

効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算

することができる。

一　講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で別に定める時

間の授業をもつて１単位とする。

二　実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で別に定

める時間の授業をもつて１単位とする。
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三　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上

の方法の併用により行う場合については、その組み合わせに応じ、前二号

に規定する基準を考慮して別に定める時間の授業をもって１単位とする。

４　前項の規定により計算することのできる授業科目の単位数の合計数は、60

単位を超えないものとする。

５　第２項及び第３項の規定にかかわらず、卒業研究、卒業制作等の授業科目

については、これらの学修の成果を評価して単位の修得を認定することが適

切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定め

ることができる。

（他の高等専門学校における授業科目の履修）

第13条の３　校長は、教育上有益と認めるときは、学生が他の高等専門学校に

おいて履修した授業科目について修得した単位を、30単位を超えない範囲で

本校における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

（高等専門学校以外の教育施設等における学修等）

第13条の４　校長は、教育上有益と認めるときは、学生が行う大学における学

修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本校における授業科目の履修と

みなし、単位の修得を認定することができる。

２　前項により認定することができる単位数は、前条により本校において修得

したものとみなす単位数と合わせて30単位を超えないものとする。

３　第１項の規定は、学生が、外国の大学が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修する場合について準用する。この場合において認定する

ことができる単位数の合計数は30単位を超えないものとする。

（メディアによる履修）

第13条の５　校長は、文部科学大臣が別に定めるところにより、授業を、多様

なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させ

ることができる。

２　校長は、授業を、外国において履修させることができる。前項の規定によ

り、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で

履修させる場合についても、同様とする。

第13条の６　第13条の２第５項、第13条の３、第13条の４第１項、第３項及び

前条に規定する単位の認定に関し必要な事項は、別に定める。

（成績評価基準等の明示等）

第13条の７　各授業科目については、学生に対して、授業の方法及び内容並び

に一年間の授業の計画をあらかじめ明示することとする。

２　学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を

確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該
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基準にしたがって適切に行うこととする。

（学年の課程の修了又は卒業認定）

第14条　各学年の課程の修了又は卒業を認めるにあたっては、学年の平素の成

績を評価して行うものとする。

２　学年の課程の修了及び卒業の認定等に関し必要な事項は、別に定める。

（再履修）

第15条　前条の認定の結果、原学年にとどめられた者は、一般科目、専門科目

ごとに履修する単位数の合計がその学年で指定された修得単位数の合計以上

になるよう再履修しなければならない。ただし、第４学年及び第５学年にと

どめられた者については、一部の授業科目の再履修を免除することがある。

第５章　入学、転学科、休学、退学、転学、留学及び卒業証書

（入学資格）

第16条　入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　中学校を卒業した者

二　中等教育学校の前期課程を修了した者

三　外国において、学校教育における９年の課程を修了した者

四　文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在

外教育施設の当該課程を修了した者

五　文部科学大臣の指定した者

六　就学義務猶予免除者等の中学校卒業認定規則（昭和41年文部省令第36号）

により、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認定された者

七　その他本校において、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認め

た者

（入学者の選抜及び入学の許可）

第17条　校長は、入学志望者について学力検査の成績、出身学校の長から送付

された調査書その他必要な書類等を資料として入学者の選抜を行う。

２　校長は、前項の選抜の結果に基づき、第28条に規定する入学料を納付した

者に対して入学を許可する。ただし、入学料免除の申請書を受理された者に

あってはこの限りでない。

（編入学等）

第18条　第１学年の中途又は第２学年以上に編入学又は転入学を希望する者が

あるときは、校長は、その者が相当年令に達し、当該学年に在学する者と同

等以上の学力があると認めた場合に限り、前条の規定に準じて、相当学年に

編入学又は転入学を許可することがある。

（誓約書等の提出）

第19条　入学を許可された者は、所定の期日までに在学中の保証人と連署した
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誓約書及び校長が定めた書類を提出しなければならない。

２　前項の手続きを終了しない者があるときは、校長は、その入学の許可を取

り消すことがある。

（転学科）

第20条　転学科を希望する者があるときは、校長は、教育上支障のない場合に

限り、選考の上第３学年までの当該学年の始めにおいて、転学科を許可する

ことがある。

（休学）

第21条　学生は、疾病その他やむを得ない事由により、３か月以上継続して修

学することができないときは、校長の許可を得て休学することができる。

（休学期間）

第21条の２　休学の期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合

は、１年を限度として休学期間の延長を認めることができる。

２　休学の期間は、通算して３年を超えることができない。

３　休学の期間は、第２条の２に規定する在学期間には算入しない。

（復学）

第22条　休学した者は、休学の事由がなくなったときには、校長の許可を得て

復学することができる。

（疾病による登校停止）

第23条　学生に伝染病その他の疾病があるときは、校長は、登校停止を命ずる

ことがある。

（退学）

第24条　学生は、疾病その他やむを得ない事由により退学しようとするときは、

校長の許可を得て退学することができる。

（再入学）

第24条の２　退学した者で再入学を希望する者があるときは、校長は、選考の

上相当学年に入学を許可することがある。

（他の学校への入学等）

第25条　他の学校に入学、転学又は編入学を志望しようとする者は、校長の許

可を得なければならない。

（留学）

第25条の２　校長は、教育上有益と認めるときは、学生が外国の高等学校又は

大学に留学することを許可することができる。

２　校長は、前項の規定により留学することを許可された学生について、外国

の高等学校又は大学における履修を本校における履修とみなし、30単位を超

えない範囲で単位の修得を認定することができる。
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３　校長は、前項の規定により単位の修得を認定された学生について、学年の

中途においても、各学年の課程の修了又は卒業を認めることができる。

４　前３項に関し必要な事項は、別に定める。

（卒業証書）

第26条　全課程を修了した者には、校長は、所定の卒業証書を授与する。

（称号）

第26条の２　卒業した者は、準学士（工学）と称することができる。

第６章　検定料、入学料、授業料及び寄宿料

（検定料）

第27条　入学を希望する者は、願書提出と同時に、「独立行政法人国立高等専

門学校機構における授業料その他の費用に関する規則（平成16年４月１日独

立行政法人国立高等専門学校機構規則第35号）（以下「規則」という。）」に

定める検定料を納付しなければならない。

（入学料、授業料及び寄宿料の額）

第28条　入学料、授業料及び寄宿料の額は規則に定める額とする。

（入学料）

第28条の２　入学しようとする者は、入学料を入学のための所要の手続きを行

うときに納付しなければならない。

（授業料）

第29条　学生は、授業料年額を前期及び後期の２期に区分して納付するものと

し、それぞれの期において納付する額は、年額の２分の１に相当する額とす

る。

２　前項の授業料は、前期にあっては４月に、後期にあっては10月に納付する

ものとする。

３　前２項の規定にかかわらず、前期に係る授業料を納付するときに、当該年

度の後期に係る授業料を納付することができる。

４　入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については、第１項及び第

２項の規定にかかわらず、入学を許可されたときに納付することができる。

（学年の中途で入学した者の授業料）

第30条　学年の中途において入学した者が前期又は後期において納付する授業

料の額は、授業料の年額の12分の１に相当する額に入学の日の属する月から

次の納付の時期前までの月数を乗じて得た額とし、入学の日の属する月の末

日までに納付するものとする。

（学年の中途で卒業する者の授業料）

第30条の２　学年の中途で卒業する者が納付する授業料の額は、授業料の年額

の12分の１に相当する額に在学する月数を乗じて得た額とし、当該学年の始
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めの月に納付するものとする。ただし、卒業する月が後期の納付の時期後で

あるときは、後期の納付の時期後の在学期間に係る授業料は、後期の納付の

時期に納付するものとする。

（学年の中途で退学する者の授業料）

第31条　学年の中途で退学する者は、退学する日の属する時期が前期であると

きは、授業料の年額の２分の１に相当する額の授業料を、退学する日の属す

る時期が後期であるときは、授業料の年額に相当する額の授業料をそれぞれ

納付するものとする。

（寄宿料）

第32条　学生寮に入寮している学生は、入寮した日の属する月から退寮する日

の属する月までの間、寄宿料を納付するものとする。

（検定料等の返還）

第33条　既納の検定料、入学料、授業料及び寄宿料は、返還しない。ただし、

第29条第３項の規定により授業料を納付した者が後期分授業料の徴収前に休

学又は退学した場合、並びに同条第４項の規定により授業料を納付した者が

３月31日までに入学を辞退した場合には、申出により当該授業料相当額を返

還する。

（入学料等の免除及び徴収猶予）

第34条　入学前１年以内において、入学する者の学資を主として負担している

者が死亡し、又は風水害等の災害を受けた場合、その他やむを得ない事由に

より入学料の納付が著しく困難であると認められた場合には、入学料の全額

若しくは半額を免除し、又はその徴収を猶予することがある。

２　経済的理由により入学料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められ

る場合はその徴収を猶予することがある。

３　経済的理由により授業料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められ

る場合又は休学、死亡その他やむを得ない事情があると認められる場合には、

授業料の全部若しくは一部を免除し、又はその徴収を猶予することがある。

４　風水害等の災害を受けたことにより、寄宿料の納付が困難であると認めら

れる場合には、寄宿料の全部を免除することがある。

５　前４項に関し必要な事項は、別に定める。

第７章　学生準則及び賞罰

（学生準則の遵守）

第35条　学生は、この学則に定めるもののほか、別に定める学生準則を遵守し

なければならない。

（表彰）

第36条　学生として表彰に値する行為があるときは、表彰することがある。
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２　表彰に関し必要な事項は、別に定める。

（懲戒）

第37条　教育上必要があるときは、学生に退学、停学、訓告その他の懲戒を加

えることがある。ただし、退学は、次の各号のいずれかに該当する者につい

て行うものとする。

一　性行不良で改善の見込みがないと認められる者

二　学力劣等で成業の見込みがないと認められる者

三　正当な理由なくして出席常でない者

四　学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

２　懲戒に関し必要な事項は、別に定める。

（除籍）

第38条　次の各号のいずれかに該当する者は、校長がこれを除籍する。

一　死亡した者又は長期にわたり行方不明の者

二　第２条の２に規定する在学年限を超えた者

三　第21条の２に規定する休学期間を超えてなお修学できない者

四　授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者

五　第17条第２項に規定する入学料免除の申請を受理され、免除を不許可と

された者及び半額免除の許可をされた者で、所定の期日までに入学料を納

付しない者

第８章　専攻科

（設置）

第39条　本校に専攻科を置く。

（目的）

第40条　専攻科は、高等専門学校における教育の基礎の上に、精深な程度にお

いて工学に関する高度な専門知識を教授研究し、もつて広く産業の発展に寄

与する技術者を養成することを目的とする。

（修業年限及び在学期間）

第41条　専攻科の修業年限は、２年とする。ただし、４年を超えて在学するこ

とはできない。

（専攻及び入学定員）

第42条　専攻科の専攻及び入学定員は次のとおりとする。

専　　　攻 入学定員

電子機械システム工学専攻 12人

物 質 工 学 専 攻 4 人

環 境 都 市 工 学 専 攻 4 人
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第42条の２　専攻ごとの人材の養成に関する目的その他教育上の目的は、次の

各号に掲げるとおりとする。

一　電子機械システム工学専攻　機械工学科、電気電子システム工学科及び

電子制御工学科で修得した基礎知識をもとに、より高度な機械、電気電子、

電子制御の専門科目や、これらの分野を融合した境界領域の科目の学習や

実験をとおして、電子機械システム工学分野における問題の発見と解決及

び研究・開発に対応できる能力を身につけた技術者を育成することを目的

とする。

二　物質工学専攻　物質工学科で修得した基礎知識をもとに、より高度な専

門科目や、分野を融合した境界領域の科目の学習や実験をとおして、物質

工学分野における問題の発見と解決及び研究・開発に対応できる能力を身

につけた技術者を育成することを目的とする。

三　環境都市工学専攻　環境都市工学科で修得した基礎知識をもとに、より

高度な専門科目や、分野を融合した境界領域の科目の学習や実験をとおし

て、環境都市工学分野における問題の発見と解決及び研究・開発に対応で

きる能力を身につけた技術者を育成することを目的とする。

（教育課程）

第43条　専攻科の授業科目及びその単位数は、別表第４のとおりとする。

（専攻科入学前の既修得単位等の認定）

第43条の２　削除

（入学資格）

第44条　専攻科に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　高等専門学校を卒業した者

二　短期大学を卒業した者

三　専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第132条の規定によ

り大学に編入学することができるもの

四　外国において、学校教育における14年の課程を修了した者

五　外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する

ことにより当該外国の学校教育における14年の課程を修了した者

六　我が国において、外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校

教育における14年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するもの

として当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

七　その他専攻科において、高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者

（入学者の選抜及び入学の許可）
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第45条　校長は、専攻科の入学志願者については、別に定めるところにより選

考の上、入学を許可する。

（休学の期間）

第46条　専攻科の学生の休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由が

ある場合は、１年を限度として休学期間の延長を認めることができる。

２　休学の期間は、通算して２年を超えることができない。

３　休学の期間は、第41条に規定する修業年限及び在学期間には算入しない。

（修了）

第47条　専攻科に２年以上在学し、所定の授業科目を履修し、62単位以上を修

得した者については、修了を認定する。

２　校長は、修了を認定した者に対し、所定の修了証書を授与する。

（準用規程）

第48条　第３条から第６条、第12条、第13条の２第３項、第13条の４、第19条、

第21条、第22条から第24条の２、第25条の２第１項、第４項、第27条から第

38条第１号、第38条第３号、第４号及び第５号の規定は、専攻科に準用する。

この場合において、第13条の４第２項中「30単位」とあるのは「16単位」と、

第25条の２第１項中「外国の高等学校又は大学」とあるのは「外国の大学」と、

第38条第３号中で第21条の２とあるのは「46条」と、それぞれ読み替えるも

のとする。　

（その他）

第49条　本章に定めるもののほか、授業科目の履修方法その他専攻科に関する

必要な事項は、別に定める。

第９章　外国人留学生

（外国人留学生）

第50条　本校に留学を志望する外国人がある場合には、特別の選考により、外

国人留学生として入学を許可することがある。

２　外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。

第10章　研究生、聴講生、科目等履修生及び特別聴講学生

（研究生）

第51条　本校において、特定の専門事項について研究することを志望する者が

あるときは、校長は、本校の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上研

究生として、入学を許可することがある。

（聴講生）

第52条　本校において開設する授業科目のうち、特定の科目について聴講を志

望する者があるときは、校長は、本校の教育に支障のない場合に限り、選考

の上聴講生として、入学を許可することがある。
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（科目等履修生）

第52条の２　本校所定の授業科目のうち１又は複数の科目の履修を志望する者

があるときは、校長は、本校の教育研究に支障がない場合に限り、選考の上

科目等履修生として、入学を許可することがある。

２　科目等履修生が履修した授業科目については、単位の修得を認定すること

ができる。

（特別聴講学生）

第52条の３　学校間相互単位互換協定に基づいて、本校において開設する授業

科目のうち、特定の科目について聴講を志望する者があるときは、校長は、

本校の教育に支障のない場合に限り、選考の上特別聴講学生として、入学を

許可することがある。

第53条　研究生、聴講生、科目等履修生及び特別聴講学生に関し必要な事項は、

別に定める。

第11章　公開講座

（公開講座）

第54条　本校に、公開講座を開設することがある。

２　公開講座に関し必要な事項は、別に定める。

第12章　学生寮

（学生寮）

第55条　本校に学生寮を設ける。

２　学生寮の運営その他必要な事項は、別に定める。

附　則

１　この学則は、昭和37年４月１日から施行する。

２　　
省略

３

昭和43年４月１日施行の附則から、平成３年３月１日施行の附則まで省略

附　則（平成４年３月26日）

１　

２　　省略

３

４　新学則第26条の２の規定は、平成４年３月31日以前に全課程を修了した者

にも適用する。

平成５年４月１日施行の附則から、平成22年４月１日施行の附則まで省略

附　則（平成22年９月21日）

　　この学則は、平成22年９月21日から施行する。ただし、別表第４の改正は

－112 －



平成23年４月１日から施行する。

附　則（平成23年１月６日）

　　この学則は、平成23年１月６日から施行する。

附　則（平成23年３月28日）

　　この学則は、平成23年３月28日から施行する。ただし、別表第１及び別表

第２の改正は平成23年４月１日から施行する。

附　則（平成23年３月29日）

　　この学則は、平成23年４月１日から施行する。
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備   考

必�
�

履�
�

修�
�

科�
�

目

国 語 9 3 3 2 1
歴 史 4 2 2
現 代 社 会 4 2 2
基 礎 数 学 Ａ 3 3
基 礎 数 学 Ｂ 3 3
課 題 数 学 1 1
微 分 積 分 Ⅰ 4 4
代 数 幾 何 2 2
微 分 積 分 Ⅱ 2 2
確 率 1 1
統 計 学 1 1
物 理 5 2 3
物 理 演 習 1 1
化 学 5 3 2
生 物 2 2
保 健 ・ 体 育 9 2 2 2 2 1
英 語 Ⅰ 7 2 2 3
英 語 Ⅱ 5 2 3
英 語 Ⅲ 2 2
オーラル・コミュニケーション 3 1 1 1
音 楽 2 2 いずれか 1科目

を選択美 術 2 2
開 設 単 位 計 77 30 25 15 6 1 

選�
�
�

択�
�
�

科�
�
�

目

地 学 1 1 いずれか１科目
を選択生 物 学 1 1

法 学 1 1
いずれか１科目
を選択

歴 史 学 Ⅰ 1 1
社 会 学 1 1
文 学 Ⅰ 1 1
経 済 学 Ａ 1 1 }

いずれかの組
み合わせで 2
科目選択

経 済 学 Ｂ 1 1
哲 学 Ａ 1 1 }哲 学 Ｂ 1 1
歴 史 学 Ⅱ Ａ 1 1 }歴 史 学 Ⅱ Ｂ 1 1
文 学 Ⅱ Ａ 1 1 }文 学 Ⅱ Ｂ 1 1
コミュニケーション特講 2 2
独 語 Ⅰ 2 2
英 語 ( Ａ ) 2 2

いずれか１科目
を選択

英 語 ( Ｂ ) 2 2
英 語 ( Ｃ ) 2 2
独 語 Ⅱ 2 2

いずれか１科目
を選択

中 国 語 2 2
韓 国 語 2 2
英 語 特 講（ Ａ ） 2 2
英 語 特 講（ Ｂ ） 2 2
技術科学フロンティア概論 2 2
国 際 関 係 学 演 習 1～ 3 1 ～ 3 進級・卒業単位にならない
開 設 単 位 計 ※ 36 12 26 ※「国際関係学演

習」は計に含めない開設単位合計※ 113 30 25 15 18 27
修得単位数の合計 75 以上 28 25 15 6 以上 1以上

別表第１　

一　　般　　科　　目

（各 学 科 共 通）
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別表第２

専　　門　　科　　目

ア　機　械　工　学　科

授業科目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

必
修
科
目

機械工学実験実習 10.5 3 3 1.5 3  

卒 業 研 究 8 8

必修科目の開設単位数計 18.5 3 3 1.5 3 8

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1 　

応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1  

物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1  

物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 実 験 1.5 1.5  

物 理 学 演 習 1 1

機 械 基 礎 演 習 1 1

機 械 工 学 概 論 1 1  

総 合 製 作 4 4

初 等 力 学 Ａ 1 1 　

初 等 力 学 Ｂ 1 1

材 料 科 学 Ⅰ 1 1

材 料 科 学 Ⅱ 2 2 ※

材 料 力 学 Ⅰ Ａ 1 1

材 料 力 学 Ⅰ Ｂ 2 2 ※

熱 力 学 Ａ 1 1

熱 力 学 Ｂ 2 2 ※

流 体 力 学 Ⅰ Ａ 1 1

流 体 力 学 Ⅰ Ｂ 2 2 ※

機 械 力 学 2 2 ※

計 測 工 学 2 2

制 御 工 学 Ａ 1 1

制 御 工 学 Ｂ 2 2 ※

機 械 工 作 法 2 2

機 構 学 1 1

機 械 要 素 1 1  

機 械 設 計 学 2 2 ※

設 計 製 図 5 2 3

電 気 回 路 2 2

基 礎 情 報 処 理 2 2  

情 報 処 理 2 　 2 　

情 報 処 理 演 習 1 1

科 学 英 語 演 習 2 2 ※

論 文 輪 講 2 2 ※

履修単位科目の単位数計 41.5 4 6 17 10.5 4

学修単位科目の単位数計 18 0 0 0 12 6

必履修科目の開設単位数合計 59.5 4 6 17 22.5 10
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授業科目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

選�
�
�

択�
�
�

科�
�
�

目

材 料 組 織 学 1 1

材 料 強 度 学 1 1

材 料 力 学 Ⅱ 1 1

伝 熱 工 学 1 1

流 体 力 学 Ⅱ 1 1

設 計 演 習 1.5 1.5

Ｃ Ａ Ｄ ／ Ｃ Ａ Ｅ 1.5 1.5

メ カ ト ロ ニ ク ス 1 1

精 密 加 工 1 1

電 子 回 路 Ⅰ 1 1

電 子 回 路 Ⅱ 1 1

数 値 解 析 法 1 1

機 械 基 礎 工 学 1 1

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

履修単位科目の単位数計 17 0 0 0 7.5 9.5

学修単位科目の単位数計 0 0 0 0 0 0

選択科目の開設単位数合計 17 0 0 0 7.5 9.5

履修単位科目の単位数合計 77 7 9 18.5 21 21.5

学修単位科目の単位数合計 18 0 0 0 12 6

開 設 単 位 合 計 95 7 9 18.5 33 27.5

修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 7 9 18.5 27.5 以上 20 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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（平成19～21年度第１学年入学者)

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

必
修
科
目

機械工学実験実習 10.5 3 3 1.5 3  

卒 業 研 究 8 8

必修科目の開設単位数計 18.5 3 3 1.5 3 8

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1 　

応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1  

物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1  

物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 実 験 1.5 1.5  

物 理 学 演 習 1 1

機 械 工 学 概 論 1 1  

総 合 製 作 4 4

初 等 力 学 Ａ 1 1 　

初 等 力 学 Ｂ 1 1

材 料 科 学 Ⅰ 1 1

材 料 科 学 Ⅱ 2 2 ※

材 料 力 学 Ⅰ Ａ 1 1

材 料 力 学 Ⅰ Ｂ 2 2 ※

熱 力 学 Ａ 1 1

熱 力 学 Ｂ 2 2 ※

流 体 力 学 Ⅰ Ａ 1 1

流 体 力 学 Ⅰ Ｂ 2 2 ※

機 械 力 学 2 2 ※

計 測 工 学 2 2

制 御 工 学 Ａ 1 1

制 御 工 学 Ｂ 2 2 ※

機 械 工 作 法 2 2

機 構 学 1 1

機 械 要 素 1 1  

機 械 設 計 学 2 2 ※

設 計 製 図 5 2 3

電 気 回 路 2 2

基 礎 情 報 処 理 2 2  

情 報 処 理 2 　 2 　

情 報 処 理 演 習 1 1

科 学 英 語 演 習 2 2 ※

論 文 輪 講 2 2 ※

履修単位科目の単位数計 40.5 3 6 17 10.5 4

学修単位科目の単位数計 18 0 0 0 12 6

必履修科目の開設単位数合計 58.5 3 6 17 22.5 10
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

選�
�
�

択�
�
�

科�
�
�

目

材 料 組 織 学 1 1

材 料 強 度 学 1 1

材 料 力 学 Ⅱ 1 1

伝 熱 工 学 1 1

流 体 力 学 Ⅱ 1 1

設 計 演 習 1.5 1.5

Ｃ Ａ Ｄ ／ Ｃ Ａ Ｅ 1.5 1.5

メ カ ト ロ ニ ク ス 1 1

精 密 加 工 1 1

電 子 回 路 Ⅰ 1 1

電 子 回 路 Ⅱ 1 1

数 値 解 析 法 1 1

機 械 基 礎 工 学 1 1

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

履修単位科目の単位数計 17 0 0 0 7.5 9.5

学修単位科目の単位数計 0 0 0 0 0 0

選択科目の開設単位数合計 17 0 0 0 7.5 9.5

履修単位科目の単位数合計 76 6 9 18.5 21 21.5

学修単位科目の単位数合計 18 0 0 0 12 6

開 設 単 位 合 計 94 6 9 18.5 33 27.5

修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 6 9 18.5 27.5 以上 21 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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イ　電気電子システム工学科

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

必

修

科

目

ものづくり技術実習Ⅰ 2 2

ものづくり技術実習Ⅱ 3 3

電気電子システム工学実験Ⅰ 4 4

電気電子システム工学実験Ⅱ 4 4

電気電子システム工学実験Ⅲ 2 2

創 造 研 究 1 1  

卒 業 研 究 8  8

開 設 単 位 計 24 2 3 4 5 10

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1 　

応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 実 験 1.5 1.5

電気電子工学基礎 1 1

電 気 電 子 理 論 Ⅰ 2 2

電 気 電 子 理 論 Ⅱ 2 2

電気電子理論演習Ⅰ 2 2

電気電子理論演習Ⅱ 4 4

基 礎 情 報 処 理 2 2

プ ロ グ ラ ミ ン グ 2 2

プログラミング演習 2 2

電 子 計 算 機 2 2

シ ス テ ム 基 礎 1 1

電 気 電 子 計 測 2 2

電 気 英 語 2 2

電 気 回 路 Ⅰ 2 2

電 気 回 路 Ⅱ Ａ 1 1

電 気 回 路 Ⅱ Ｂ 1 1

電 子 回 路 Ａ 1 1

電 子 回 路 Ｂ 1 1

デ ジ タ ル 回 路 Ａ 1 1

デ ジ タ ル 回 路 Ｂ 1 1

電 磁 気 学 Ａ 1 1

電 磁 気 学 Ｂ 1 1

光 波 工 学 Ａ 1 1

光 波 工 学 Ｂ 1 1

電気電子工学演習Ⅰ 1 1

電気電子工学演習Ⅱ 1 1

応用プログラミングＡ 2 2 ※

履修単位科目の単位数計 47.5 3 6 17 12.5 9

学修単位科目の単位数計 2 0 0 0 2 0

必履修科目の開設単位数合計 49.5 3 6 17 14.5 9
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

選�
�
�
�

択�
�
�
�

科�
�
�
�

目

応用プログラミングＢ 2 2 ※

デジタル信号処理 2 2 ※

電 気 電 子 材 料 Ａ 1 1

電 気 電 子 材 料 Ｂ 1 1

電 気 機 器 Ａ 1 1

電 気 機 器 Ｂ 1 1

電力システム工学 2 2 ※

電気法規ならびに施設管理 1 1

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

電気電子応用工学 2 2 ※

電 子 デ バ イ ス 2 2 ※

計 算 機 シ ス テ ム 2 2 ※

通 信 工 学 Ａ 1 1

通 信 工 学 Ｂ 1 1

システム制御工学Ａ 1 1

システム制御工学Ｂ 1 1

照 明 工 学 1 1

パワーエレクトロニクス 2 2 ※

エ ネ ル ギ ー 工 学 2 2 ※

電 気 電 子 設 計 2 2 ※

履修単位科目の単位数計 13 0 0 0 8 5

学修単位科目の単位数計 18 0 0 0 6 12

選択科目の開設単位数合計 31 0 0 0 14 17

履修単位科目の単位数合計 84.5 5 9 21 25.5 24

学修単位科目の単位数合計 20 0 0 0 8 12

開 設 単 位 合 計 104.5 5 9 21 33.5 36

修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 5 9 21 23 以上 24 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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ウ　　電 子 制 御 工 学 科

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

必

修

科

目

電子制御工学実験Ⅰ 3 3

電子制御工学実験Ⅱ 3 3

電子制御工学実験Ⅲ 4 4

電子制御工学実験Ⅳ 4 4

卒 業 研 究 11 11

開 設 単 位 計 25 3 3 4 4 11

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

数 理 演 習 Ⅰ 1 1

数 理 演 習 Ⅱ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 実 験 1.5 1.5

基 礎 情 報 処 理 2 2

情 報 処 理 2 2

計 算 機 シ ス テ ム 2 2

制 御 工 学 Ａ 2 2 ※

制 御 工 学 Ｂ 2 2 ※

工 業 数 学 Ａ 1 1

工 業 数 学 Ｂ 1 1

計測システム工学 2 2 ※

基 礎 力 学 1 1

機 械 力 学 Ⅰ 1 1

機 械 力 学 Ⅱ 1 1

ディジタル工学基礎 2 2

ディジタル論理回路 2 2

機 械 創 造 学 Ⅰ Ａ 1 1

機 械 創 造 学 Ⅰ Ｂ 1 1

機 械 創 造 学 Ⅱ 1 1

メカトロニクスＡ 1 1

メカトロニクスＢ 1 1

電 気 電 子 基 礎 1 1

電 気 回 路 Ⅰ 2 2

電 気 回 路 Ⅱ Ａ 1 1

電 気 回 路 Ⅱ Ｂ 2 2 ※

電 子 回 路 Ⅰ Ａ 1 1

電 子 回 路 Ⅰ Ｂ 1 1

電 子 回 路 Ⅱ 2 2 ※

電 磁 気 学 Ⅰ Ａ 1 1

電 磁 気 学 Ⅰ Ｂ 1 1

電 磁 気 学 Ⅱ Ａ 1 1

電 磁 気 学 Ⅱ Ｂ 1 1

電子制御ゼミナール 1 1

履修単位科目の単位数計 42.5 5 7 16 10.5 4

学修単位科目の単位数計 10 0 0 0 8 2

必履修科目の開設単位数合計 52.5 5 7 16 18.5 6
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

選�
�
�
�

択�
�
�
�

科�
�
�
�

目

プログラミング演習Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択プログラミング演習Ⅱ 1 1

電子デバイス工学 1 1

線 形 制 御 2 2 ※

計 算 機 援 用 設 計 1 1

セ ン サ ー 工 学 2 2 ※

数 値 解 析 2 2 ※

アルゴリズムとデータ構造 1 1

ロ ボ ッ ト 工 学 2 2 ※

熱 力 学 Ⅰ 1 1

熱 力 学 Ⅱ 1 1

流 体 力 学 1 1

材 料 力 学 Ⅰ 1 1

材 料 力 学 Ⅱ 1 1

デ ー タ 通 信 工 学 1 1

コンピュータネットワーク 1 1

ネットワークプログラミング 2 2 ※

科 学 英 語 1 1

離 散 数 学 1 1

プログラミング演習Ⅰ 1 1

プログラミング演習Ⅲ 1 1

プログラミング演習Ⅳ 1 1

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

電子制御基礎工学 1 1

履修単位科目の単位数計 21 0 0 2 10 9

学修単位科目の単位数計 10 0 0 0 2 8

選択科目の開設単位数合計 31 0 0 2 12 17

履修単位科目の単位数合計 88.5 8 10 22 24.5 24

学修単位科目の単位数合計 20 0 0 0 10 10

開 設 単 位 合 計 108.5 8 10 22 34.5 34

修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 8 10 20 以上 23.5 以上 21.5 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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（平成19～20年度第１学年入学者）

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

必

修

科

目

電子制御工学実験Ⅰ 3 3

電子制御工学実験Ⅱ 3 3

電子制御工学実験Ⅲ 4 4

電子制御工学実験Ⅳ 4 4

卒 業 研 究 11 11

開 設 単 位 計 25 3 3 4 4 11

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

数 理 演 習 Ⅰ 1 1

数 理 演 習 Ⅱ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 実 験 1.5 1.5

基 礎 情 報 処 理 2 2

情 報 処 理 2 2

計 算 機 シ ス テ ム 2 2

制 御 工 学 Ａ 2 2 ※

制 御 工 学 Ｂ 2 2 ※

工 業 数 学 Ａ 1 1

工 業 数 学 Ｂ 1 1

計測システム工学 2 2 ※

基 礎 力 学 1 1

機 械 力 学 Ⅰ 1 1

機 械 力 学 Ⅱ 1 1

ディジタル工学基礎 2 2

ディジタル論理回路 2 2

機 械 創 造 学 Ⅰ Ａ 1 1

機 械 創 造 学 Ⅰ Ｂ 1 1

機 械 創 造 学 Ⅱ 1 1

メ カ ト ロ ニ ク ス 2 2

電 気 電 子 基 礎 1 1

電 気 回 路 Ⅰ 2 2

電 気 回 路 Ⅱ Ａ 1 1

電 気 回 路 Ⅱ Ｂ 2 2 ※

電 子 回 路 Ⅰ Ａ 1 1

電 子 回 路 Ⅰ Ｂ 1 1

電 子 回 路 Ⅱ 2 2 ※

電 磁 気 学 Ⅰ Ａ 1 1

電 磁 気 学 Ⅰ Ｂ 1 1

電 磁 気 学 Ⅱ Ａ 1 1

電 磁 気 学 Ⅱ Ｂ 1 1

電子制御ゼミナール 1 1

履修単位科目の単位数計 42.5 5 7 16 10.5 4

学修単位科目の単位数計 10 0 0 0 8 2

必履修科目の開設単位数合計 52.5 5 7 16 18.5 6
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　考

選�
�
�
�

択�
�
�
�

科�
�
�
�

目

プログラミング演習Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択プログラミング演習Ⅱ 1 1

電子デバイス工学 1 1

線 形 制 御 2 2 ※

計 算 機 援 用 設 計 1 1

セ ン サ ー 工 学 2 2 ※

数 値 解 析 2 2 ※

アルゴリズムとデータ構造 1 1

ロ ボ ッ ト 工 学 2 2 ※

熱 力 学 Ⅰ 1 1

熱 力 学 Ⅱ 1 1

流 体 力 学 1 1

材 料 力 学 Ⅰ 1 1

材 料 力 学 Ⅱ 1 1

デ ー タ 通 信 工 学 1 1

コンピュータネットワーク 1 1

ネットワークプログラミング 2 2 ※

科 学 英 語 1 1

離 散 数 学 1 1

プログラミング演習Ⅰ 1 1

プログラミング演習Ⅲ 1 1

プログラミング演習Ⅳ 1 1

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

電子制御基礎工学 1 1

履修単位科目の単位数計 21 0 0 2 10 9

学修単位科目の単位数計 10 0 0 0 2 8

選択科目の開設単位数合計 31 0 0 2 12 17

履修単位科目の単位数合計 88.5 8 10 22 24.5 24

学修単位科目の単位数合計 20 0 0 0 10 10

開 設 単 位 合 計 108.5 8 10 22 34.5 34

修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 8 10 20 以上 23.5 以上 21.5 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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エ　物　質　工　学　科

授　業　科　目 単位数 1年 2年 3年 4年 5年 備　　　　考

必
修
科
目
共
通

創 造 実 験 2 2

材 料 化 学 実 験 4 4 材料工学コース

応用生物化学実験 4 4 生物応用コース

物 質 工 学 実 験 12 1 2 5 2 2

卒 業 研 究 10 10

開 設 単 位 計 32 1 2 5 12 12

必�
�
�
�

履�
�
�
�

修�
�
�
�

科�
�
�
�

目�
�
�
�

共�
�
�
�

通

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1

応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1

応 用 数 学 Ⅱ 2 1 1

物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1

物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1

物 理 学 実 験 1.5 1.5

基 礎 情 報 処 理 2 2

情 報 処 理 Ⅰ 1 1

情 報 処 理 Ⅱ 1 1

情 報 処 理 Ⅲ 1 1

物 質 工 学 概 論 2 2

分 析 化 学 2 2

基礎工学演習Ⅰ 1 1

基礎工学演習Ⅱ 1 1

基礎工学演習Ⅲ 1 1

基礎工学演習Ⅳ 1 1

無 機 化 学 Ⅰ Ａ 2 2

無 機 化 学 Ⅰ Ｂ 1 1

無 機 化 学 Ⅱ 2 2 ※

有 機 化 学 Ⅰ Ａ 2 2

有 機 化 学 Ⅰ Ｂ 1 1

有 機 化 学 Ⅱ 2 2 ※

物 理 化 学 Ⅰ 2 2

物 理 化 学 Ⅱ 2 2 ※

化 学 工 学 Ⅰ 2 2 ※

化 学 工 学 Ⅱ 2 2 ※

基 礎 生 物 工 学 2 2

生 物 化 学 Ⅰ 2 2

生 物 化 学 Ⅱ 1 1

反 応 工 学 2 2 ※

高 分 子 化 学 1 1

機 器 分 析 2 2 ※

化学システム制御 1 1

食 品 化 学 1 1

化学・工業英語Ⅰ 1 1

化学・工業英語Ⅱ 1 1

論 文 輪 講 1 1

レポート作成法 1 1

履修単位科目の単位数計 42.5 5 7 14 10.5 6

学修単位科目の単位数計 14 0 0 0 10 4

必履修科目の開設単位数合計 56.5 5 7 14 20.5 10
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授　業　科　目 単位数 1年 2年 3年 4年 5年 備　　　　考

�
�
�
必
履
修
科
目

材
料
工
学

材 料 物 理 化 学 1 1

無 機 材 料 工 学 1 1

有機プロセス化学 1 1

高 分 子 物 性 1 1
コース別必履修科目（履修
単位科目）の開設単位数計 4 2 2

生
物
応
用

分 子 生 物 学 1 1

応 用 微 生 物 学 1 1

生 物 有 機 化 学 1 1

生 体 触 媒 工 学 1 1
コース別必履修科目（履修
単位科目）の開設単位数計 4 2 2

選

択

科

目

共

通

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

化学基礎工学Ⅰ 1 1

化学基礎工学Ⅱ 1 1

構 造 解 析 学 Ⅰ 1 1

構 造 解 析 学 Ⅱ 1 1

食 品 製 造 工 学 1 1

環 境 化 学 1 1

品 質 管 理 1 1

履修単位科目の単位数計 10 0 0 0 5 5

学修単位科目の単位数計 0 0 0 0 0 0

選択科目の開設単位数合計 10 0 0 0 5 5

履修単位科目の単位数合計 92.5 6 9 19 31.5 27

学修単位科目の単位数合計 14 0 0 0 10 4

開 設 単 位 合 計 106.5 6 9 19 41.5 31

修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 6 9 19 30.5 以上 24 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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オ　　環　境　都　市　工　学　科

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　　　考

必�

修�

科�

目

創 造 演 習 2 2
環境都市工学の基礎(1) 1 1
環境都市工学の基礎(2) 2 2
測 量 学 実 習 (1) 2 2
測 量 学 実 習 (2) 1 1
環境都市工学設計製図 2 2
環境都市工学設計 2 2 ※
環境都市工学演習(2) 1 1
環境都市工学実験(1) 2 2
環境都市工学実験(2) 2 2
卒 業 研 究 10 10
開 設 単 位 計 27 5 2 6 14

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1
応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1
応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1
応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1
物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1
物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1
物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1
物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1
物 理 学 実 験 1.5 1.5
環 境 都 市 概 論 1 1
工 学 演 習 (1) 1 1
基 礎 情 報 処 理 2 2
地 球 と 環 境 1 1
強 さ と 形 1 1
工 学 演 習 (2) 1 1
プログラミングの基礎（1） 1 1
プログラミングの基礎（2） 1 1
測 量 学 ( 1 ) 2 2
測 量 学 ( 2 ) 2 2
力 学 の 基 礎 2 2
建 設 材 料 2 2
水 化 学 1 1
水 工 学 の 基 礎 1 1
土 の 基 礎 1 1
力 学 演 習 1 1
環境都市工学製図 1 1
工 学 演 習 (3) 1 1
計 画 学 1 1
環境都市工学演習(1a) 1 1
環境都市工学演習(1b) 1 1
地 球 科 学 1 1
水 環 境 1 1
衛 生 工 学 1 1
鉄筋コンクリート工学(1) 1 1
鉄筋コンクリート工学(2) 1 1
都 市 計 画 (1) 1 1
都 市 計 画 (2) 1 1
水 理 学 ( 1 ) 2 2 ※
水 理 学 ( 2 ) 2 2 ※
構 造 力 学 (1) 2 2 ※
構 造 力 学 (2) 2 2 ※
地 盤 工 学（1） 2 2 ※
地 盤 工 学（2） 2 2 ※
防災計画＋景観工学 1 1
科 学 技 術 英 語 1 1
環 境 工 学 2 2 ※
情 報 処 理 2 2 ※
履修単位科目の単位数計 44.5 6 5 14 13.5 6
学修単位科目の単位数計 16 0 0 0 12 4
必履修科目の開設単位数合計 60.5 6 5 14 25.5 10
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　　　考

選�

択�

科�

目

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

環境都市工学概論 1 1
建設マネージメント 2 2
建 築 学 概 論 1 1
河 川 水 理 学 1 1
交 通 工 学 1 1
応 用 測 量 学 1 1
履修単位科目の単位数計 10 0 0 0 4 6
学修単位科目の単位数計 0 0 0 0 0 0
選択科目の開設単位数合計 10 0 0 0 4 6

履修単位科目の単位数合計 79.5 6 10 16 23.5 24
学修単位科目の単位数合計 18 0 0 0 12 6
開 設 単 位 合 計 97.5 6 10 16 35.5 30
修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 6 10 16 31.5 以上 24 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」

－128 －



（平成20年度第１学年入学者）

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　　　考

必�

修�

科�

目

創 造 演 習 2 2
環境都市工学の基礎(1) 1 1
環境都市工学の基礎(2) 2 2
測 量 学 実 習 (1) 2 2
測 量 学 実 習 (2) 1 1
環境都市工学設計製図 2 2
環境都市工学設計 2 2 ※
環境都市工学演習(2) 1 1
環境都市工学実験(1) 2 2
環境都市工学実験(2) 2 2
卒 業 研 究 10 10
開 設 単 位 計 27 5 2 6 14

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1
応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1
応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1
応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1
物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1
物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1
物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1
物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1
物 理 学 実 験 1.5 1.5
環 境 都 市 概 論 2 2
基 礎 情 報 処 理 2 2
地 球 と 環 境 1 1
強 さ と 形 1 1
工 学 演 習 (2) 1 1
プログラミングの基礎（1） 1 1
プログラミングの基礎（2） 1 1
測 量 学 ( 1 ) 2 2
測 量 学 ( 2 ) 2 2
力 学 の 基 礎 2 2
建 設 材 料 2 2
水 化 学 1 1
水 工 学 の 基 礎 1 1
土 の 基 礎 1 1
力 学 演 習 1 1
環境都市工学製図 1 1
工 学 演 習 (3) 1 1
計 画 学 1 1
環境都市工学演習(1a) 1 1
環境都市工学演習(1b) 1 1
地 球 科 学 1 1
水 環 境 1 1
衛 生 工 学 1 1
鉄筋コンクリート工学(1) 1 1
鉄筋コンクリート工学(2) 1 1
都 市 計 画 (1) 1 1
都 市 計 画 (2) 1 1
水 理 学 ( 1 ) 2 2 ※
水 理 学 ( 2 ) 2 2 ※
構 造 力 学 (1) 2 2 ※
構 造 力 学 (2) 2 2 ※
地 盤 工 学（1） 2 2 ※
地 盤 工 学（2） 2 2 ※
防災計画＋景観工学 1 1
科 学 技 術 英 語 1 1
環 境 工 学 2 2 ※
情 報 処 理 2 2 ※
履修単位科目の単位数計 44.5 6 5 14 13.5 6
学修単位科目の単位数計 16 0 0 0 12 4
必履修科目の開設単位数合計 60.5 6 5 14 25.5 10
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　　　考

選�

択�

科�

目

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

環境都市工学概論 1 1
建設マネージメント 2 2
建 築 学 概 論 1 1
河 川 水 理 学 1 1
交 通 工 学 1 1
応 用 測 量 学 1 1
履修単位科目の単位数計 10 0 0 0 4 6
学修単位科目の単位数計 0 0 0 0 0 0
選択科目の開設単位数合計 10 0 0 0 4 6

履修単位科目の単位数合計 81.5 6 10 16 23.5 26
学修単位科目の単位数合計 16 0 0 0 12 4
開 設 単 位 合 計 97.5 6 10 16 35.5 30
修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 6 10 16 27.5 以上 24 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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（平成19年度第１学年入学者）

授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　　　考

必�

修�

科�

目

創 造 演 習 2 2
環境都市工学の基礎(1) 2 2
環境都市工学の基礎(2) 2 2
測 量 学 実 習 (1) 2 2
測 量 学 実 習 (2) 1 1
環境都市工学設計製図 2 2
環境都市工学設計 2 2 ※
環境都市工学演習(2) 1 1
環境都市工学実験(1) 2 2
環境都市工学実験(2) 2 2
卒 業 研 究 10 10
開 設 単 位 計 28 6 2 6 14

必�
�
�
�
�

履�
�
�
�
�

修�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�

目

応 用 数 学 Ⅰ Ａ 1 1
応 用 数 学 Ⅰ Ｂ 1 1
応 用 数 学 Ⅱ Ａ 1 1
応 用 数 学 Ⅱ Ｂ 1 1
物 理 学 Ⅰ Ａ 1 1
物 理 学 Ⅰ Ｂ 1 1
物 理 学 Ⅱ Ａ 1 1
物 理 学 Ⅱ Ｂ 1 1
物 理 学 実 験 1.5 1.5
環 境 都 市 概 論 2 2
基 礎 情 報 処 理 2 2
地 球 と 環 境 1 1
強 さ と 形 1 1
プログラミングの基礎（1） 1 1
プログラミングの基礎（2） 1 1
測 量 学 ( 1 ) 2 2
測 量 学 ( 2 ) 2 2
力 学 の 基 礎 2 2
建 設 材 料 2 2
水 化 学 1 1
水 工 学 の 基 礎 1 1
土 の 基 礎 1 1
力 学 演 習 1 1
環境都市工学製図 1 1
工 学 演 習 1 1
計 画 学 1 1
環境都市工学演習(1a) 1 1
環境都市工学演習(1b) 1 1
地 球 科 学 1 1
水 環 境 1 1
衛 生 工 学 1 1
鉄筋コンクリート工学(1) 1 1
鉄筋コンクリート工学(2) 1 1
都 市 計 画 (1) 1 1
都 市 計 画 (2) 1 1
水 理 学 ( 1 ) 2 2 ※
水 理 学 ( 2 ) 2 2 ※
構 造 力 学 (1) 2 2 ※
構 造 力 学 (2) 2 2 ※
地 盤 工 学（1） 2 2 ※
地 盤 工 学（2） 2 2 ※
防災計画＋景観工学 1 1
科 学 技 術 英 語 1 1
環 境 工 学 2 2 ※
情 報 処 理 2 2 ※
履修単位科目の単位数計 43.5 6 4 14 13.5 6
学修単位科目の単位数計 16 0 0 0 12 4
必履修科目の開設単位数合計 59.5 6 4 14 25.5 10
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授　業　科　目 単位数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 備　　　考

選�

択�

科�

目

企 業 実 習 Ⅰ 1 1 Ⅰ・Ⅱのどちら
かを選択企 業 実 習 Ⅱ 2 2

環境都市工学概論 1 1
建設マネージメント 2 2
建 築 学 概 論 1 1
河 川 水 理 学 1 1
交 通 工 学 1 1
応 用 測 量 学 1 1
履修単位科目の単位数計 10 0 0 0 4 6
学修単位科目の単位数計 0 0 0 0 0 0
選択科目の開設単位数合計 10 0 0 0 4 6

履修単位科目の単位数合計 81.5 6 10 16 23.5 26
学修単位科目の単位数合計 16 0 0 0 12 4
開 設 単 位 合 計 97.5 6 10 16 35.5 30
修 得 単 位 数 の 合 計 82 以上 6 10 16 27.5 以上 24 以上

備考欄に※印のある科目：１単位あたり、15時間の講義と30時間の自学自習を必要とする「学修単位科目」
それ以外の科目：30単位時間の履修をもって１単位とする「履修単位科目」
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別表第３

特　別　活　動

単位数 １　年 ２　年 ３　年 備　　　　　考

特 別 活 動 ３ １ １ １ 各学年とも30単位時間　合計90単位時間
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別表第４

一 般 科 目 ・専 門 共 通 科 目

（各専攻共通）

区　分 授　業　科　目 単位数 備　　　　　　考

一�
�
�

般�
�
�

科�
�
�

目

必

修
科
目

科 学 哲 学 2

地 域 産 業 と 技 術 2

開 設 単 位 計 4

修得単位数　４単位

選�

択�

科�

目

一�

類

実 用 英 語 2

総 合 英 語 2

開 設 単 位 計 4

修得単位数　２単位以上

二�

類

東 ア ジ ア 地 域 論 2

日 本 言 語 文 化 2

｝並列開講
欧 米 文 化 論 2

開 設 単 位 計 6

修得単位数　２単位以上

専�
�

門�
�

共�
�

通�
�

科�
�

目

必�

修�

科�

目

生 産 シ ス テ ム 工 学 2

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 工 学 2

大 気 水 圏 環 境 科 学 2

環 境 エ ネ ル ギ ー 工 学 2

学 外 実 習 2

開 設 単 位 計 10

修得単位数　１０単位

選�

択�

科�

目

発 明 工 学 2

応 用 解 析 2

応 用 代 数 2

量 子 物 理 2

物 理 工 学 2

シ ス テ ム 情 報 工 学 2

生 命 科 学 2

開 設 単 位 計 14

修得単位数　４単位以上
※専門科目の「地震防災計画学」を
修得しない場合、「発明工学」を修
得しなければならない。

修得単位数合計　２２単位以上
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専　　　門　　　科　　　目

ア　電子機械システム工学専攻

区分 授　業　科　目 単位数 備　　　　　　考

必

修
科
目

電子機械システム工学特別研究 14

電子機械システム工学特別実験 2

専 攻 科 ゼ ミ ナ ー ル 2

開 設 単 位 計 18

選�
�
�
�
�
�
�

択�
�
�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�
�
�

目

計 測 シ ス テ ム 2

レ ー ザ 応 用 工 学 2

電 子 物 性 工 学 2

半 導 体 デ バ イ ス 2

信 号 理 論 2

ハ イ テ ク 材 料 工 学 2

固 体 力 学 概 論 2

材 料 設 計 工 学 2

マ イ ク ロ テ ク ノ ロ ジ ー 2

レ オ ロ ジ ー 2

エ ネ ル ギ ー 変 換 工 学 2

シ ス テ ム ダ イ ナ ミ ッ ク ス 2

線 形 シ ス テ ム 工 学 2

線 形 シ ス テ ム 制 御 2

情 報 通 信 工 学 2

物 性 科 学 2

オ プ ト エ レ ク ト ロ ニ ク ス 2

超 音 波 テ ク ノ ロ ジ ー 2

コ ン ピ ュ ー タ ビ ジ ョ ン 2

地 震 防 災 計 画 学 2

開 設 単 位 計 40
※専門基礎科目の「発明工学」を修得し
ない場合、「地震防災計画学」を修得し
なければならない。

開　設　単　位　合　計 58

修得単位数62単位以上
（一般科目(必修科目)４単位、一般科目(選択科目一類)２単位以上、一般科目(選択科目二類)
２単位以上、専門共通科目(必修科目)１０単位、専門共通科目(選択科目)４単位以上、専門科
目(必修科目)１８単位、専門科目(選択科目)１６単位以上）
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（平成22年度第１学年入学者）

区分 授　業　科　目 単位数 備　　　　　　考

必

修
科
目

電子機械システム工学特別研究 14

電子機械システム工学特別実験 2

専 攻 科 ゼ ミ ナ ー ル 2

開 設 単 位 計 18

選�
�
�
�
�
�
�

択�
�
�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�
�
�

目

計 測 シ ス テ ム 2

レ ー ザ 応 用 工 学 2

電 子 物 性 工 学 2

半 導 体 デ バ イ ス 2

信 号 理 論 2

ハ イ テ ク 材 料 工 学 2

固 体 力 学 概 論 2

要 素 設 計 工 学 2

材 料 設 計 工 学 2

マ イ ク ロ テ ク ノ ロ ジ ー 2

レ オ ロ ジ ー 2

エ ネ ル ギ ー 変 換 工 学 2

シ ス テ ム ダ イ ナ ミ ッ ク ス 2

線 形 シ ス テ ム 工 学 2

線 形 シ ス テ ム 制 御 2

情 報 通 信 工 学 2

物 性 科 学 2

オ プ ト エ レ ク ト ロ ニ ク ス 2

超 音 波 テ ク ノ ロ ジ ー 2

コ ン ピ ュ ー タ ビ ジ ョ ン 2

地 震 防 災 計 画 学 2

開 設 単 位 計 42
※専門基礎科目の「発明工学」を修得し
ない場合、「地震防災計画学」を修得し
なければならない。

開　設　単　位　合　計 60

修得単位数62単位以上
（一般科目(必修科目)４単位、一般科目(選択科目一類)２単位以上、一般科目(選択科目二類)
２単位以上、専門共通科目(必修科目)１０単位、専門共通科目(選択科目)４単位以上、専門科
目(必修科目)１８単位、専門科目(選択科目)１６単位以上）
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イ　物 質 工 学 専 攻

区分 授　業　科　目 単位数 備　　　　　　考

必

修
科
目

物 質 工 学 特 別 研 究 14

物 質 工 学 特 別 実 験 2

専 攻 科 ゼ ミ ナ ー ル 2

開 設 単 位 計 18

選�
�
�
�
�
�

択�
�
�
�
�
�

科�
�
�
�
�
�

目

固 体 構 造 化 学 2

応 用 有 機 化 学 2

生 体 物 質 化 学 2

輸 送 現 象 論 2

化 学 反 応 論 2

食 品 機 能 化 学 2

遺 伝 子 工 学 2

機 能 性 高 分 子 科 学 2

応 用 電 子 化 学 2

食 品 栄 養 学 2

生 物 工 学 2

環 境 資 源 工 学 2

酵 素 化 学 2

溶 液 化 学 2

物 性 化 学 2

地 震 防 災 計 画 学 2

開 設 単 位 計 32
※専門基礎科目の「発明工学」を修得し
ない場合、「地震防災計画学」を修得し
なければならない。

開　設　単　位　合　計 50       

修得単位数62単位以上
（一般科目(必修科目)４単位、一般科目(選択科目一類)２単位以上、一般科目(選択科目二類)
２単位以上、専門共通科目(必修科目)10単位、専門共通科目(選択科目)４単位以上、専門科目
(必修科目)18単位、専門科目(選択科目)16単位以上）
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ウ　環 境 都 市 工 学 専 攻

区分 授　業　科　目 単位数 備　　　　　　考

必

修
科
目

環 境 都 市 工 学 特 別 研 究 14

環 境 都 市 工 学 特 別 実 験 2

専 攻 科 ゼ ミ ナ ー ル 2

開 設 単 位 18

選�
�
�
�

択�
�
�
�

科�
�
�
�

目

都 市 構 造 材 料 学 2

都 市 構 造 物 施 工 学 2

雪 氷 防 災 工 学 2

応 用 水 理 学 2

環 境 資 源 循 環 工 学 2

環 境 微 生 物 工 学 2

環 境 地 盤 工 学 2

応 用 交 通 工 学 2

環 境 都 市 計 画 2

地 震 防 災 計 画 学 2

災 害 情 報 工 学 2

土 木 解 析 学 2

開 設 単 位 計 24
※専門基礎科目の「発明工学」を修得し
ない場合、「地震防災計画学」を修得し
なければならない。

開　設　単　位　合　計 42

修得単位数62単位以上
（一般科目(必修科目)４単位、一般科目(選択科目一類)２単位以上、一般科目(選択科目二類)
２単位以上、専門共通科目(必修科目)10単位、専門共通科目(選択科目)４単位以上、専門科目
(必修科目)18単位、専門科目(選択科目)16単位以上）
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２．長岡工業高等専門学校学則の運用に関する要項

　長岡工業高等専門学校学則の運用については、この要項の定めるところによ

る。

第７条（学級編制）関係

　異なる学科の学生による学級編制をする場合は、第１学年及び第２学年と

し、第３学年からは学科ごとによる学級編制に戻すものとする。

第13条（卒業）関係

　全課程の修了（卒業）の認定に必要な単位数は、167単位以上（一般科目

75単位以上、専門科目82単位以上）であるが、括弧内の合計157単位以上と

の差の10単位は、一般科目及び専門科目の中から選択し、修得単位の合計が

167単位以上となるように履修するものとする。

第13条の２（卒業研究等の時間割掲載）関係

　卒業研究等の授業科目について、その一部を時間割りに掲載しないことと

することについては、その学科の判断に委ねるものとする。

第24条（退学）関係

　同一学年で既に１回原級し、翌年も再び原級と判定された者は、退学させ

る。ただし、自主退学をする者は、この限りでない。

第35条（学生準則）関係

　学生準則は、学生会、その他学生の校内・外における活動等について定め

るものとする。

第47条（修了）関係

　専攻科生の修了時期は、学年末のほか、９月の末日に修了の認定を行うこ

とができるものとする。

附　則

　この要項は、平成４年４月１日から実施する。

附　則（平成９年９月24日）

　この要項は、平成９年９月24日から施行する。

附　則（平成15年７月14日）

　この要項は、平成15年７月14日から施行する。
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３．長岡工業高等専門学校学生準則

１　欠席、休学、退学

　病気又は事故により欠席した場合は、理由を記入した欠席届を提出する

こと。また、病気欠席が１ヶ月以上にわたるときは医師の診断書を添える

こと。

　次の場合は許可を得て休学することができる。

イ　病気のため引続き３ヶ月以上修学不能のとき。

ロ　その他特別の理由があるとき。

　休学期間は、１年以内とする。ただし、病気のため引き続き加療を必要

とする場合及び特別の理由がある場合は、１年を限度に更新することがで

きる。

　第１項のの規定にかかわらず、休学期間は、通算して３年を超えるこ

とはできない。

　退学しようとするときは理由を記入し許可を受けること。

２　授業料

　毎年２期に分けて徴収する。

前期分は４月30日まで、後期分は10月31日までに納付すること。

ただし、前期分を納入する際に、後期分も納入することができる。

　月割分納の許可を受けようとする場合は、毎期指示された日までに理由

を記し、願い出ること。

　徴収期において納付困難な場合は、そのつど延納を願い出ること。

　学費の支弁が困難なため授業料の免除を受けようとする者は、納入期以

前指示された日までに理由を記し願い出て許可を受けること。

３　健康診断、医療施設

　毎学年定期に必要があるときは臨時に、規定の健康診断を受けること。

　校内において負傷又は発病した場合は、保健室で救急の処置を受けるこ

と。

４　学生証

　学年の初めに学生証の交付を受け、常時携帯し、求められた場合はいつ

でも提示すること。

　学生証を汚損又は紛失したときは届出て、再交付を受けること。

５　学生調書

　毎学年始め学生調書（現住所、保証人等）を提出すること。

　住所異動の際はそのつど届出ること。

６　服　　装

　本校学生としての体面を保つような服装でなければならない。
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７　学級委員

　各学級に学級委員を二名置く。

８　団　　体

　本校の学生が団体を結成又は解散しようとするときは、学生会評議会の承

認を経て届出ること。

　団体には顧問教員を置く。

９　集　　会

　前項の団体が集会を開催しようとするときは、事前に届出ること。ただ

し、時間、場所について許可を受けなければならない。

　個人が集会を開催しようとするとき、若しくは前項の団体が、本校学生

以外の者の参加する集会を開催しようとするときは、許可を受けなければ

ならない。

10　掲　　示

　本校学生が作成した文書等は、所定の場所に掲示し、本校学生以外の者が

作成した文書等は、事前に届出て、所定の場所に掲示すること。

　所定の場所以外で掲示しようとするときは、許可を受けなければならない。

11　文書配布

　文書等を配布しようとするときは、事前に届出ること。

12　校外活動

　学校名を掲げて校外で団体活動をしようとするときは、許可を受けなけれ

ばならない。

13　物品販売等

　物品販売、資金カンパ等をしようとするときは、許可を受けなければなら

ない。

14　その他

　願書及び届書は、別に定める各種手続き一覧により手続きをする。

15　施行期日

この準則は、昭和49年３月１日から施行する。

　付　運用上の細部については「運用上の注意事項」（別紙）を設ける。

附　則（昭和53年４月１日）

　この準則は、昭和53年４月１日から施行する。

附　則（平成３年３月28日）

　この準則は、平成３年４月１日から施行する。

附　則（平成４年３月26日）

１　この準則は、平成４年４月１日から施行する。

２　平成４年３月31日に在籍する者は、第１項のの規定にかかわらず、な
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お従前の取り扱いによる。

附　則（平成16年４月１日）

　この準則は、平成16年４月１日から施行する。
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４．長岡工業高等専門学校履修及び学業成績の評価並びに
　　進級及び卒業の認定に関する規程

目次

　第１章　総則（第１条）

　第２章　履修（第２条－第７条）

　第３章　試験（第８条－第１１条）

　第４章　学業成績の評価（第１２条－第１６条）

　第５章　進級及び卒業（第１７条－第２０条）

　第６章　雑則（第２１条・第２２条）

　附則

第１章　総則

（趣旨）

第１条　この規程は，長岡工業高等専門学校（以下｢本校｣という。）における

履修及び学業成績の評価並びに進級及び卒業の認定に関し必要な事項を定め

るものとする。

第２章　履修

（履修の原則）

第２条　学生は，長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）別表第１，

別表第２及び別表第３に従い，年度において編成される授業時間表で配当さ

れる授業科目（以下「科目」という。）及び特別活動を履修するものとする。

（履修の要件）

第３条　科目及び特別活動は，当該総授業時間数の三分の二以上の出席をもっ

て履修したものとする。

２　前項の履修の判定に当たっては，次の各号に掲げる事由により欠席した時

間数（その事由を証明する書類を添付した欠席届を提出した場合に限る。）は，

特別欠席として取り扱い，当該各号に掲げる区分に応じ，当該各号の期間に

係る該当授業時間数を出席したものとみなす。

　一　地震，水害，火災その他の災害　必要と認める期間

　二　交通機関の事故　必要と認める期間

　三　親族の死亡　父母７日，祖父母又は兄弟姉妹３日，おじ又はおば１日

　四　校長が認めた行事への参加　必要と認める期間

　五　就職試験又は編入学試験の受験　必要と認める期間

　六　その他校長が特別の事由があると認める場合　必要と認める期間

（科目区分及び履修単位数）

第４条　学則別表第１及び別表第２の科目の構成に係る意義は，次の各号の区
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分に応じ，当該各号に定めるとおりとする。

　一　必修科目　必ず履修し，当該科目が開設された学年において単位を修得

しなければならない科目

　二　必履修科目　必ず履修し，卒業までに単位を修得しなければならない科

目

　三　選択科目　自分の適性や将来の進路を考えて履修を選択することができ

る科目

２　学生は，前項各号の科目区分について，一般科目及び専門科目ごとに履修

する単位数の合計が，別表の在籍する学年で指定された修得単位数の合計以

上になるよう履修しなければならない。

３　別表の指定された選択科目の単位数を修得せずに進級した者は，前項の履

修単位数に当該不足する選択科目の単位数を加えた単位数以上になるように

履修しなければならない。この場合において，校長は，該当者に不足する選

択科目の単位数を通知するものとする。

（選択科目の履修）

第５条　選択科目は，あらかじめ学級担任の承認を得て，当該科目の担当教員

に受講願を提出して履修するものとする。

（他学科開設科目の履修）

第６条　他学科が開設する選択科目は，一の学年につき１科目を履修すること

ができる。この場合において，修得した単位は，別表の「選択（専門）」に

係る単位とする。

２　前条の規定は，他学科が開設する選択科目の履修に準用する。

（履修の特例）

第７条　現学年にとどめられた者の履修は，第４条第２項の規定にかかわらず，

次の各号によることができる。ただし，教育，授業運営その他の支障がある

と認められる場合は，この限りでない。

　一　４学年にとどめられた者が５学年の開設科目を履修すること。

　二　４学年又は５学年にとどめられた者について，単位を修得した科目の再

履修を免除すること。

２　前項第２号の再履修の免除を受けない場合は，年度の開始時に受講願を提

出して再履修するものとする。

第３章　試験

（試験の実施及びその種類）

第８条　試験の種類及びその内容は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号

に掲げるとおりとする。

　一　期末試験　学期末に実施する試験
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　二　中間試験　科目の担当教員が必要と認めた場合に学期の中間に実施する

試験

　三　追試験　中間試験又は期末試験に欠席した者が，特別欠席その他やむを

得ない理由があるとして願い出を行い，許可された場合に行う試験

　四　再試験　中間試験又は期末試験（追試験を含む。）を実施した科目につ

いて，当該科目の担当教員が必要と認め，再度行う試験

（追試験の実施）

第９条　追試験の実施を希望する者は，当該試験担当教員に願い出を行い，次

いで学級担任の承認を経て，追試験願に医師の診断書その他の理由を証明す

るものを添えて校長に提出しなければならない。

２　追試験願の許否は，校長が決定する。

３　追試験は，当該試験期間中又はその終了後１週間以内に当該科目を担当す

る教員の責任において行うものとする。

（再試験の実施）

第10条　再試験は，当該科目の開設学期の成績提出期限までに，当該科目を担

当する教員の責任において行うものとする。

（不正行為）

第11条　試験中に不正行為を行った者は，当該試験期間中の全科目の試験を零

点とする。

第４章　学業成績の評価

（評価方法等）

第12条　学業成績の評価は，次の各号に定めるとおりとする。

　一　科目　シラバスに明示した評価方法により100点満点で評価する。ただ

し，第１５条に規定する単位再評価又は第２０条に規定する卒業単位再評

価試験により単位の修得を認定された科目の評価は，第１４条各号に掲げ

る区分に応じ，当該各号の最低の点数とする。

　二　特別活動　学級担任が出席状況及び活動状況等を判断し，単位修得の可

否をもって評価する。

（評価の報告）

第13条　各科目の担当教員及び特別活動を担当する学級担任は，別に定めるも

のを除き，前条の評価を報告するものとする。ただし，第３条の履修の要件

を満たさない者については「評価無」と報告し，その科目は未履修とする。

２　前項本文の規定にかかわらず，第７条第２項の規定により再履修した科目

は，既評価又は新評価のいずれか高い評価とすることができる。

（単位修得の認定）

第14条　科目の単位修得を認定する基準は，次に掲げるとおりとする。
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　一　１学年から３学年までの開設科目　50点以上

　二　４学年及び５学年の開設科目　60点以上

（単位再評価）

第15条　次の各号に掲げる者（第３条の履修の要件を満たす科目に係るものに

限る。）を対象に，当該各号に掲げる時期に学業成績の再評価（以下「単位

再評価」という。）を行うものとする。

　一　前期に開設する必履修科目の単位未修得者　当該年度の12月末まで

　二　後期又は通年で開設する必履修科目の単位未修得で進級した者若しくは

単位再評価してもなお単位未修得で進級した者　進級年度の前期末まで

２　単位再評価を受けようとする者は，その科目の担当教員による課題を指定

の期限までに提出しなければならない。

３　単位再評価の方法は，提出された課題及び試験成績によるものとする。

４　単位再評価は，その科目を担当した教員が行うものとする。ただし，当該

教員が転出等の事由により再評価できない場合は，一般科目にあっては各教

科が，専門科目にあっては各学科がそれぞれ実施する教員を選任する。

（成績証明書）

第16条　就職等で校外に成績証明書を発行する場合の科目の評価は，別に定め

るものを除き，次表の評価に対応する評語を記載するものとする。ただし，

「Ｄ」の評語については，記載しないことができる。

評　　　　価
評語

１学年から３学年までの開設科目 ４学年及び５学年の開設科目

１００～８０ １００～８０ Ａ

７９～６０ ７９～７０ Ｂ

５９～５０ ６９～６０ Ｃ

４９～　０ ５９～　０ Ｄ

２　第７条第１項第１号の規定により単位を修得した科目の成績証明書に記載

する時期は，５学年に進級した後に当該科目を履修し，単位を修得したもの

とした場合に成績証明書に記載することとなる時期とする。

３　特別活動は，修得した単位数のみを記載するものとする。

第５章　進級及び卒業

（進級及び卒業の認定）

第17条　進級及び卒業の認定は，教員会議の議を経て，校長が行う。

（進級）

第18条　次の各号のいずれにも該当する者並びに第１号の必履修科目及び第３

号の選択科目の未修得単位数の合計が４単位以下であって第２号に該当する
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者は，一学年上の学年への進級を認めるものとする。

　一　学則別表第１及び別表第２の在籍する学年までの必修科目及び必履修科

目の全単位（別表の必修及び必履修の指定単位数）を修得していること。

　二　学則別表第３の在籍する学年までの特別活動の単位を修得しているこ

と。

　三　別表の在籍する学年までの選択科目の指定単位数を充足していること。

（卒業）

第19条　次の各号のいずれにも該当する者は，本校の全課程の修了を認定し，

卒業を認めるものとする。

一　学則別表第１及び別表第２の必修科目及び必履修科目の全ての単位を修得

していること。

二　学則別表第３の特別活動の全ての単位を修得していること。

三　別表の指定された選択科目の単位数を充足していること。

（卒業単位再評価試験）

第20条　前条の規定により卒業が認められなかった者のうち，卒業に必要な必

履修科目及び選択科目の未修得単位数の合計が４単位以内であるもの（第３

条の履修の要件を満たす科目に係るものに限る。）について，全課程修了の

再評価試験（以下「卒業単位再評価試験」という。）を行うものとする。

２　校長は，前項の該当者に卒業単位再評価試験の対象科目を通知するものと

する。

３　卒業単位再評価試験は，その科目を担当した教員が行うものとする。ただ

し，当該教員が転出等の事由により再評価できない場合は，一般科目にあっ

ては各教科が，専門科目にあっては各学科がそれぞれ実施する教員を選任す

る。

４　卒業単位再評価試験は，卒業式前の別に定める日までに行うものとする。

第６章　雑則

第21条　編入学者に対するこの規程の適用については，編入学した学年から当

該学年に必要な在学年数をさかのぼった日に入学し，各学年において，第１

９条第１号から第３号までに規定する要件を全て満たして進級したものとす

る。

第22条　この規程の実施に関し必要な事項は，別に定める。

附　則

１　この規程は，平成23年４月１日から施行する。

２　平成23年３月に実施する進級判定において，この規程による判定が改正前

の規程の判定よりも有利となる場合は，この規程によることができる。
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別　表（第４条第２項関係）

注１）全課程の修了の認定に必要な単位数は、167単位以上（そのうち、一般科目に

ついては75単位以上、専門科目については82単位以上。）である。

注２）数字は単位数を示す。

注３）空欄は特に規定の無いことを示す。

　ア　機械工学科

入学年度 区　　分 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年

平成22年度
以降

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 7 9 18.5 25.5 18

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 0 2 以上 2以上

合　　計 35 34 33.5 35.5 以上 29 以上

平成17年度
～ 21年度

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 6 9 18.5 25.5 18

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 0 2 以上 3以上

合　　計 34 34 33.5 35.5 以上 30 以上

平成16年度

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 6 9 20.5 25.5 18

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 0 2 以上 1以上

合　　計 34 34 35.5 35.5 以上 28 以上

　イ　電気電子システム工学科

入学年度 区　　分 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年

平成16年度
以降

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 5 9 21 19.5 19

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 0 3.5以上 5 以上

合　　計 33 34 36 33 以上 31 以上
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計10
以上}計４

以上}

計９
以上}

計４
以上}

計４
以上}

計11
以上}

計11
以上}計7.5

以上}



　オ　環境都市工学科

入学年度 区　　分 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年

平成16年度
以降

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 6 10 16 31.5 24

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 0

合　　計 34 35 31 37.5 以上 29.5 以上

　エ　物質工学科

入学年度 区　　分 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年

平成16年度
以降

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 6 9 19 28.5 26

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 0

合　　計 34 34 34 34.5 以上 30.5 以上

　ウ　電子制御工学科

入学年度 区　　分 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年

平成16年度
以降

必修及び
必 履 修

(一般 ) 28 25 15 6 1

( 専門 ) 8 10 20 22.5 17

選 択
(一般 ) 0 0 0 2 以上

(専門 ) 0 0 1 以上 4.5以上

合　　計 36 35 35 以上 31.5 以上 31.5 以上
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５．長岡工業高等専門学校以外の教育施設等における
学修等による単位修得の認定に関する規程

（趣旨）

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則第13条の４の規定に基づき、

長岡工業高等専門学校（以下、「本校」という。）が単位の修得を認定する学

修に関し必要な事項を定める。

（認定の対象）

第２条　本校において、単位の修得を認定することができる本校以外の教育施

設等における学修（以下「外部成果学修」という。）は、別表１のとおりと

する。

（認定の申請）

第３条　外部成果学修での成果によって単位修得の認定を希望する学生は、「外

部成果学修による単位修得申請書」（別紙様式）に証明する書類を添え、校

長に申請しなければならない。

２　申請ができる学年は、第３学年以上とし、第３学年での成果は、第３学年

在学中の年度末までに申請することとし、それ以降に得た成果については、

その都度申請を行う。

（修得単位の認定）

第４条　校長は、前条により申請された書類に基づき審査のうえ、別表２に定

める内容で認定するものとする。

２　認定する科目は、申請のあった学年の次の学年の科目とする。ただし、第

３学年に編入学する外国人留学生及び第４学年に編入学する学生並びに第５

学年の学生にあっては、申請のあった学年の科目とすることができる。

（修得単位の取扱）

第５条　認定する科目については、成果に応じて段階的に評点を与えるものと

する。ただし、認定後に、より高い成果を得た場合、既認定の科目について

の評点は変更しない。また、定める評点より高い評点を望む場合は、当該科

目を履修しなければならない。

２　第３学年に編入学する外国人留学生にあっては、第３学年の科目について

は評点を与えず、「認定」とする。

３　単位を認定された当該科目の授業は、出席したものとみなす。

４　認定当該科目の成績が決定してから提出された申請については、認定しな

い。

５　認定を受けた年度において学年修了又は卒業が認められず、原学年に留め

られた場合は、再履修する学年の単位として認定する。

（その他）
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第６条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は教務委員会の議を経て校

長が定める。

附　則（平成20年３月13日）

１　この規程は、平成20年４月１日から施行する。

２　平成20年４月１日において第４学年の学生の第３学年における成果は、

第３条第２項の規定にかかわらず、平成20年４月30日までの申請を認め、

認定する科目については、第４条第２項の規定にかかわらず、第４学年の

科目を認定するものとする。

別表１

アメリカ合衆国の営利を目的としない法人であるエデュケーショナル・テスティング・
サービスが実施するトーイック（別表２においては「TOEIC」という。）

財団法人日本英語検定協会が実施する実用英語技能検定

別表２

認定対象科目
(単位数 )

申請できる学年 認定対象となる学修
認定する評価
（評点）

英語Ⅰ
（３）

第３学年（ただし、
外国人留学生のみ）

TOEIC　800 点以上
認 定（ 評 価、
評点なし）

英語Ⅲ
（２）

第３学年
第４学年

TOEIC　600 点以上
実用英語技能検定準１級以上

Ａ（95 点）

英語Ａ
（２）
※

第４学年
第５学年

TOEIC　600 点以上
実用英語技能検定準１級以上

Ａ（95 点）

TOEIC　470 点以上
実用英語技能検定２級

Ａ（90 点）

※英語Ｂもしくは英語Ｃを履修している学生が、申請により英語Ａの認定を受けた場
合、英語Ｂもしくは英語Ｃについては、未履修の扱いとする。

※別紙様式省略
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６．長岡工業高等専門学校「企業実習」実施規程

（趣旨）

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則第13条第３項の規定に基づく

別表第２に掲げる「企業実習」（以下「実習」という。）に関し必要な事項を

定める。

（実習の目的）

第２条　実習は、企業における生産及び技術の体験を通じて、実践的な技術感

覚を体得させるとともに、技術者として必要な人間性の形成を図ることを目

的とする。

（実施責任者）

第３条　校長は、学科主任をもって実習の実施責任者（以下「実施責任者」と

いう。）に充てるものとする。

（実習企業の選定等）

第４条　実習企業の選定は、校長が実施責任者の作成した受入先企業一覧に基

づき、教務主事と協議の上、これを行うものとする。

２　実習は、当該企業において行うものとする。

（実施期間及び時期）

第５条　実習は、１週間以上とし、夏期休業期間中に行うものとする。

（実習の申込書及び誓約書）

第６条　実習を履修する学生（以下「実習生」という。）及び当該実習生の保

護者は、所定の申込書及び誓約書を、校長及び当該企業に提出しなければな

らない。

２　校長が認めたときは、前項の申込書及び誓約書のうち企業に提出するもの

は、当該企業の指定する申込書及び誓約書によることができる。

（実習の履修）

第７条　実習生は、長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）の諸規則

並びに当該企業の定める諸規則及び実習責任者（当該企業における実習の責

任者であって、校長が委嘱する者をいう。以下同じ。）の指示に従って実習

科目を履修しなければならない。

２　実習生は、実習期間中においても、学生の本分に則り行動しなければなら

ない。

（実習時間）

第８条　実習時間は、当該企業において定める時間又は実習責任者の指定する

時間とする。

（欠席、遅刻、早退の手続）

第９条　実習生は、実習時間に欠席、遅刻及び早退をする場合には、事前に実
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習責任者の承認を得なければならない。

（経費）

第10条　実習に要する経費は、原則として学生の負担とする。

（実施責任者及び実習科目指導教官の業務）

第11条　実施責任者は、校長の監督の下に、次に掲げる業務に当たるものとす

る。

一　実習生の災害防止及び災害保障に関し本校と当該企業との体制の確立

二　実習科目の指導教官の選出

三　実習生の受入先企業の申込受付及び受入依頼

四　実習生の受入先企業への配属

五　実習内容、テ－マ等に関する指導、助言

２　実習科目の指導教官（以下「実習科目指導教官」という。）は、実施責任

者と協議の上、次に掲げる業務に当たるものとする。

一　実習中の留意事項（安全、就業心得等）の事前指導

二　実習中に発生した事故又は異常事態の処置及び報告

三　実習状況一覧の作成

四　実習先企業との連絡調整及び実習生の状況把握

（報告）

第12条　実習生は、実習終了後直ちに、次に掲げる書類を実習責任者の認印を

得、実習科目指導教官を経て実施責任者に提出しなければならない。

一　実習証明書

二　実習報告書又は当該企業の書式により当該企業に提出した報告書の写し

（評価及び単位の認定）

第13条　実習科目の評価は、学業成績の評価並びに進級、卒業の認定等に関す

る規程の定めるところによるものとする。

（守秘義務）

第14条　実習生は、実習において知り得た当該企業に係る秘密を漏らしてはな

らない。本校卒業後においても同様とする。

（保険）

第15条　実習生は、実習に当たり傷害保険に加入するものとする。

（雑則）

第16条　この規程に定めるもののほか、実習に関し必要な事項は、校長が定め

る。

（事務）

第17条　実習に関する事務は、学生課が処理する。

附　則
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この規程は、平成４年７月１日から施行し、平成４年４月１日から適用する。
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７．長岡工業高等専門学校入学料の免除及び徴収猶予に関する規程

（趣旨）

第１条　長岡工業高等専門学校学則第34条の規定に基づく入学料の免除及び徴

収猶予についてはこの規程の定めるところによる。

（免除の対象者）

第２条　入学料の免除（以下「免除」という。）は、次の各号のいずれかに該

当する特別な事情により、入学料の納付が著しく困難であると認められる者

に許可することができる。

一　入学前１年以内において、本校に入学する者の学資を主として負担して

いる者（以下「学資負担者」という。）が死亡した場合

二　入学前１年以内において、学資負担者又は本校に入学する者が風水害等

の災害を受けた場合

三　第１号及び第２号に準ずる場合であって、校長が相当と認める事由があ

る場合

２　免除の額は、入学料の全額又は半額とする。

（徴収の猶予）

第３条　入学料の徴収猶予は、次の各号のいずれかに該当する場合に許可する

ことができる。

一　経済的理由によって納付期限までに納付が困難であり、かつ、学業優秀

と認められる場合

二　入学前１年以内において、学資負担者が死亡した場合

三　入学前１年以内において、本校に入学する者若しくは学資負担者が風水

害等の災害を受け、納付期限までに納付が困難な場合

四　その他やむを得ない事情があると認められる場合

２　徴収猶予の期間は、入学年度の９月15日までとする。

３　免除又は徴収猶予を許可し、又は不許可とするまでの間は、免除又は徴収

猶予の申請をした者に係る入学料の徴収を猶予する。

４　免除若しくは徴収猶予を不許可とした者又は半額免除の許可をした者につ

いては、免除若しくは徴収猶予の不許可又は半額免除の許可を告知した日か

ら起算して14日以内に納付すべき入学料を納付しなければならない。

（死亡による免除）

第４条　次の各号のいずれかに該当する場合は、入学料の全額又は半額を免除

することができる。

一　免除又は徴収猶予を申請した者について、前条第１項又は第３項により

徴収を猶予している期間内において死亡したことにより学籍を除いた場合

は、未納の入学料の全額を免除する。
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二　免除若しくは徴収猶予を不許可とした者又は半額免除の許可をした者に

ついて、前条第４項により徴収を猶予している期間内において死亡したこ

とにより学籍を除いた場合は、未納の入学料の全額を免除する。

三　免除若しくは徴収猶予を不許可とした者又は半額免除の許可をした者で

あって、納付すべき入学料を納付しないことにより学籍を有しないことと

なる場合は、その者に係る未納の入学料の全額を免除する。

四　前号の場合において、授業料又は寄宿料が未納である場合は、その者に

係る授業料及び寄宿料の全額を免除することができる。

（申請の手続き）

第５条　入学料の免除又は徴収猶予を申請しようとする者は、入学手続き終了

の日までに所定の入学料免除・徴収猶予申請書に次の書類を添え、校長に提

出するものとする。

　ただし、免除の申請をした者については、免除の不許可又は半額免除の許

可を告知した日から起算して14日以内に徴収猶予の申請を行わせることがで

きるものとする。

一　家庭調書

二　第２条第１項第１号及び第３条第１項第２号に該当する場合は、１年以

内に学資負担者が死亡したことが証明できる戸籍抄本

三　第２条第１項第２号及び第３条第１項第３号に該当する場合は、入学者

又は学資負担者の居住地の市区町村長又は警察署長が発行する被害程度の

証明できる罹災証明書

四　第２条第１項第３号に該当する場合は、入学者又は学資負担者の居住地

の市区町村長又は民生委員が発行する家計状況証明書

　ただし、生活保護受給者にあっては、福祉事務所又は入学者又は学資負担

者の居住地の市区町村長が発行する生活保護受給証明書

五　第３条第１項第１号に該当する場合は、入学者又は学資負担者の居住地

の市区町村長が発行する所得証明書

六　その他校長が提出を求める証明書等

（選考機関及び許可）

第６条　第２条による免除は、厚生補導委員会の議に基づき国立高等専門学校

機構理事長に申請し、その承認を得て校長が許可するものとする。

２　第３条による徴収猶予は、厚生補導委員会の議に基づき校長が許可するも

のとする。

附　則

この規則は、平成15年３月１日から施行する。

附　則（平成17年３月25日）
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この規則は、平成16年４月１日から施行する。
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８．長岡工業高等専門学校授業料免除及び徴収猶予等に関する規程

第１章  総則

第１条　長岡工業高等専門学校における授業料の免除、徴収猶予及び月割分納

に関する取扱いはこの規程の定めるところによる。

第２章  授業料免除

第２条　授業料免除（以下「免除」という。）は、本校学生で次に該当する場

合に許可することができる。

一　経済的事由によって納付が困難であり、かつ学業優秀と認められる場合

二　授業料の各期の納期前６月以内（新入学者に対する入学した日の属する

期分の免除に係る場合は、入学前１年以内）において、学生の学資を主と

して負担している者（以下「学資負担者」という。）が死亡し、又は学生

若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け、納付が著しく困難と認めら

れる場合。ただし、災害の発生時期が当該期の授業料の納付期限前であり、

かつ、当該期分の授業料を納付していない場合は、当該期の分について免

除することができる。

三　前号に準ずる場合であって、校長が相当と認める事由がある場合

四　死亡又は行方不明のため学籍から除いた場合

五　授業料の未納を理由として退学を命じた場合

六　授業料の徴収の猶予及び月割分納の許可を受けている者が、願い出によ

り退学した場合は、翌月以降の授業料

２　前項の１号から３号までは、本人の申請に基づき厚生補導委員会の議を経

て、校長が許可するものとする。

第３条　休学の許可を受けた者は、次の算式により算定した授業料の全額を免

除する。

授業料年額　×
休学当日の翌月から復学当月の前月までの月数

１２

第４条　免除を受けようとする者は、次の書類により校長に願い出なければな

らない。

一　授業料免除額

二　家庭調書

三　市町村長の発行する所得証明書

四　災害の場合はその程度を判明できる詳細な罹災証明書

第５条　削除

第６条　削除
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第７条　免除の額は、毎年度当初国立高等専門学校機構から通知を受けた額の

範囲内で行い、原則として各期分の授業料についてその全額又は半額とする。

第８条　免除の取扱いは、年度を２期分に区分し、免除は当該期限りとする。

第９条  免除の許可をした者で許可の決定後その事由が消滅した場合は直ちに

当該期分の授業料を納付しなければならない。

第３章  授業料の徴収猶予及び月割分納

第10条　授業料の徴収猶予（以下「猶予」という。）及び月割分納（以下「分納」

という。）は、本校学生で次に該当する場合に行い本人（本人が行方不明の

場合は本人に代わる者）の申請に基づき厚生補導委員会の議を経て校長が許

可することができる。

一　経済的理由により納付期限までに納付が困難であり、かつ学業優秀と認

められる場合

二　行方不明の場合

三　学生又は当該学生の学資負担者が風水害等の災害を受け、納付困難と認

められる場合

四　その他やむを得ない事情があると認められる場合

第11条　猶予、分納をうけようとする者は、授業開始後ただちに次の書類によ

り校長に願い出なければならない。

一　猶予、分納願

二　家庭調書

三　市町村長の発行する所得証明書

四　災害の場合はその程度を判明できる詳細な罹災証明書

第12条　猶予、分納の納付期限及び分納の納付額は、次のとおりとする。

（猶予の場合）

　前期分を９月15日まで

　後期分を２月15日まで

（分納の場合）

　年額の12分の１の額を毎月15日までに。ただし、７月分及び８月分は７月

10日、10月分は10月10日、２月分及び３月分は２月10日までとする。

第13条　猶予、分納を許可された者が学年の中途において休学又は退学したと

き、若しくは許可の取消しを受けた場合は、未納の授業料をただちに納付し

なければならない。

第14条　納付済の授業料は還付しない。

附　則

この規程は、昭和37年４月20日から施行する。

昭和40年４月１日施行の附則から平成13年１月６日施行の附則まで省略。
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附　則（平成17年３月25日）

この規程は、平成16年４月１日から施行する。
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９．長岡工業高等専門学校の学生表彰に関する実施要項

（趣旨）

第１　長岡工業高等専門学校学則第36条第１項に規定する長岡工業高等専門学

校（以下「本校」という。）の学生表彰（以下「表彰」という。）については、

この要項の定めるところによる。

（被表彰者）

第２　表彰は、次の各号の一に該当し、他の学生の模範となることが認められ

るものについて行う。ただし、過去において、本校の定める規則等に違反し

た者は除くものとする。

　なお、専攻科の被表彰者については、第２第１号に定める特別表彰のみと

する。

　特別表彰は、学生の模範としてよく学業に励み、極めて優秀な成績であ

り、かつ課外活動又は学生会活動等の向上発展に顕著な功績があったと認

められる者。なお、専攻科の学生については、国際的規模又は全国的規模

等の大会などで優秀な成績をおさめ又は社会において優れた評価を受け、

本校の名誉を著しく高めたと認められる者

　功労賞は、本校学生として、課外活動及び学生会活動等の向上発展に顕

著な功績が認められ、本校の名誉を高めた者

　精励賞は、よく学業に励み、極めて優秀な成績であると認められる者

　皆勤賞は、全学年（編入学生又は留学生にあっては、在学２年間又は３

年間）を無欠席、無欠課で通した者

　善行賞は、他の学生の模範として推奨できる善行があったと認められる

者

（被表彰者の選考）

第３　被表彰者の選考は、関係教官及び関係委員会から候補者を推薦し、企画

運営会議で審議し、校長が決定する。

２　被表彰者の選考に関し、必要な事項は別に定める。

（表彰）

第４　表彰は、表彰状を授与することに行う。

２　前項による表彰は、表彰状にあわせて記念品を授与することができる。

３　表彰状の様式は、別に定める。

（表彰の日）

第５　第２の、、及びに規定する表彰は、卒業式の日に式に続いて行

い、同に規定する表彰については、その都度行う。また、第２のに規定

する専攻科の表彰は、修了式の日に式に続いて行う。

第６　表彰に関する事務は、学生課で行う。
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附　則

この要項は、平成12年２月１日から実施する。

附　則

この要項は、平成14年１月８日から実施する。

－162 －



10．長岡工業高等専門学校における学生の懲戒に関する取扱要項

（趣旨）

第１条　長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第37条に定める

学生の懲戒に関する取扱いは、この要項によるものとする。

（定義）

第２条　学則第37条に定める「その他の懲戒」とは、「厳重注意」とする。

（対象）

第３条　懲戒は、次のいずれかに該当する者に対して行うこととする。

一　退学は、学則第37条ただし書きに該当すると認められる者。

二　停学、訓告、厳重注意は、次のいずれかに該当すると認められる者。

ア　国又は地方公共団体の諸法規が禁止している行為を行ったことが明ら

かである場合。

イ　学則及びその他長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）が定

めた規則等に違反した行為が明らかである場合。

ウ　本校が課した試験において、不正行為を行ったことが明らかである場

合。

（基準）

第４条　懲戒は、別に定める基準に基づき、教育的配慮を加えて審議するもの

とする。

（手続）

第５条　事実関係の申告、調査及び報告は、次の手順で行うこととする。

一　懲戒の対象となるような行為の存在を知った教官は、学生主事にその旨

を申告するものとする。この場合において、学生寮内で生じた行為に関し

ては、寮務主事を経由して申告するものとする。

二　申告を受けた学生主事は、関係教官等（学級担任、専攻主任、クラブ顧

問教員等）に連絡するとともに、連携して直ちに事実関係の調査を行い、

その結果を校長に報告するものとする。この場合において、学生寮内で生

じた行為に関しての事実関係の調査は、寮務主事の協力を得て行うものと

する。

三　学生主事は、事実関係の調査を行うに当たっては、当該学生にその旨を

通知し、弁明の機会を与えなければならない。ただし、正当な理由がなく

これに応じない場合は、この権利を放棄したものとみなす。

四　学生主事は、行為の程度が重いと判断される場合には、当該行為を確認

した時点で自宅謹慎を命じるものとし、その日数は停学日数に含めること

ができる。

（審議事項）
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第６条　懲戒に関する審議事項は、次のとおりとする。

一　懲戒の対象となる行為についての事実関係の確認に関すること。

二　懲戒案の策定に関すること。

三　無期停学の解除に関すること。

四　告示に関すること。

（決定）

第７条　懲戒の決定は、厚生補導委員会（以下「委員会」という。）の原案に

基づき、教官会議の議を経て校長が行う。ただし、委員会が停学７日以下の

懲戒が適当であると認めた場合は、これを校長が決定し、事後の教官会議に

報告するものとする。

（申し渡し）

第８条　懲戒の申し渡しは、次のとおりとする。

一　懲戒の申し渡しは、原則として保護者同席の下、校長が文書を交付する。

ただし、厳重注意の申し渡しは、学生主事が口頭により行う。

二　校長が行う申し渡しには、学生主事、学級担任、その他指導上必要とさ

れる教官等が立ち会うものとする。

（指導）

第９条　懲戒された学生の指導は、次のとおりとする。

一　退学以外の懲戒においては、反省文を学級担任を経由して校長に提出さ

せる。ただし、厳重注意の懲戒においては、学生主事に提出させる。

二　停学においては、前号に掲げる反省文のほか、停学期間中の行動記録を

作成させ、学級担任を経由して学生主事に提出させる。

三　その他、学生主事が必要と認める指導を行うものとする。

（告示）

第10条　告示の方法は次のとおりとする。

一　懲戒の内容は原則として告示する。ただし、教育上告示を要しないと認

められる場合は、省略することができる。

二　告示は、原則として一般学生に注意を喚起するような内容にとどめる。

（記録）

第11条　懲戒の内容は懲戒処分記録書に関係書類を添付し、記録するものとす

る。

（不服申立て）

第12条　懲戒処分を受けた学生の不服申立てについては、次のとおりとする。

一　懲戒処分を受けた学生は、事実誤認、新事実の発見等の理由がある場合

には、文書により校長に対して不服申立てを行うことができる。

二　前号の不服申立ては、懲戒の申し渡しを受けた日の翌日から起算して60
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日以内に行わなければならない。

三　校長は、同条第一号に定める不服申立てを受理した場合には、速やかに

教官会議の議を経て、再審査の可否を決定しなければならない。

四　校長は、再審査の必要があると認めた場合には、直ちに委員会に再審査

を行わせるものとする。

五　校長が、再審査の必要がないと認めた場合には、速やかにその旨を文書

で当該学生に通知する。

六　再審査の請求は、懲戒処分の効力に影響を及ぼさない。

（無期停学の解除）

第13条　無期停学の解除は、委員会の発議により、教官会議の議を経て校長が

行う。

（その他）

第14条　この要項に定めるもののほか、学生の懲戒に関する必要な事項は、別

に定める。

附　則

この要項は、平成15年11月12日から施行する。
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11．長岡工業高等専門学校学生の車両通学に関する要項

（定義）

第１条　この要項で車両とは、自動車及び自動二輪車（原動機付自転車を含む。

以下同じ。）をいう。

（許可）

第２条　車両を使用しての通学（以下「車両通学」という。）をしようとする

学生は、あらかじめ校長の許可を受けなければならない。

（許可基準）

第３条　車両通学は、車両を使用しなければ通学が著しく困難である場合に限

り申請できることとし、次項及び第３項に定める基準に該当する学生に、審

査の上、許可する。

２　自動車による通学許可基準は、次のとおりとする。

　４学年以上及び専攻科の学生であること。

　自宅から通学していること。

　自宅から学校までの片道距離が10kmから40kmの範囲であること。（専攻

科の学生にあっては、特別研究等により早朝及び深夜に通学する必要があ

ると専攻主任及び指導教員が認めた場合は、10km未満も範囲に含める。）

　自動車は、本人又は保護者等の名義のものであること。

　任意保険（対人及び対物）に加入していること。

３　自動二輪車による通学許可基準は、次のとおりとする。

　３学年以上、専攻科の学生及び２学年で常時クラブ活動に参加している

学生であること。

　自宅（４学年以上及び専攻科の学生にあっては、アパート、下宿等を含

む。）から通学していること。

　排気量が１２５cc以下であること。

　自宅から学校までの片道距離が４kmから20kmの範囲であること。（専攻

科の学生にあっては、特別研究等により早朝及び深夜に通学する必要があ

ると専攻主任及び指導教員が認めた場合は、４km未満も範囲に含める。）

　自動二輪車は、本人又は保護者等の名義のものであること。

　任意保険（対人及び対物）に加入していること。

（許可申請の手続き等）

第４条　第２条による許可の申請は、３学年以上の学生にあっては学級担任、

２学年の学生にあっては学級担任及びクラブ顧問、専攻科の学生にあっては

専攻主任及び指導教員を通じて、次の書類を許可を受ける年度の前年度の２

月末日までに学生課に提出しなければならない。

　ただし、学校の駐車場への受入れ台数に余裕がある場合は、随時受け付け
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るものとする。

　車両通学許可申請書（様式１）

　保護者の車両通学承諾書（様式２）

（車両通学許可証、ステッカーの交付等）

第５条　自動車による通学を許可された学生には、車両通学許可証（様式３）

を交付する。

２　自動二輪車による通学を許可された学生には、ステッカー（様式４）を交

付する。

３　第１項の車両通学許可証及び前項のステッカーの有効期間は、当該年度の

12月28日までとする。

（駐車場）

第６条　車両の駐車場所は、学校が指定する駐車場とする。

２　前条第３項の有効期間内であっても、学校の業務の都合、降雪等により駐

車場の使用を中止させることがある。

（遵守事項）

第７条　車両通学を許可された学生は、次の事項を遵守しなければならない。

　道路交通法等交通法規を厳守し、交通違反をしないこと。

　車両通学許可証は、フロントガラス付近の見やすいところに置くこと。

　ステッカーは、自動二輪車の後輪フェンダー等の見やすいところに貼付

すること。

　車両通学許可証及びステッカーを他の者に使用させないこと。

　車両通学許可証及びステッカーを紛失又は破損したときは、速やかに学

生課に届け出て再交付を受けること。

　自動二輪車により通学するときは、ヘルメット（フルフェイス又はジェッ

トヘルメットに限る。）を着用し、かつ二人乗りをしないこと。

　学校が指定した駐車場以外には駐車しないこと。

　車両で校内（指定された駐車場を除く。）に乗り入れないこと。

（車両通学中止等の届け出）

第８条　車両通学を許可された学生は、次の各号に該当するときは直ちに学生

課に届け出なければならない。

　車両通学を中止したとき

　車両及び車両通学許可証の記載事項に変更があるとき

（違反等に対する措置）

第９条　車両通学を許可された学生が、次の各号のいずれかに該当するときは、

車両通学を停止させ、一定の期間、車両通学を禁止する。

　ただし、重大な違反等の場合は、直ちに車両通学許可を取り消す。
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　第４条第１項の車両通学許可申請書又は保護者の車両通学承諾書に、事

実に反する故意の記載があったとき

　第７条の遵守事項に違反したとき

　本人の過失により交通事故を起こす等適切でない運転行為があったとき

２　前項第２号及び第３号は、通学時以外の場合にも適用する。

３　第１項の措置に加えて、学則第37条による懲戒処分を行うことがある。

附　則

１　この要項は、平成10年６月17日から実施する。

２　「長岡工業高等専門学校学生の車両通学について」は廃止する。

附　則

この要項は、平成12年４月１日から実施する。

附　則

この要項は、平成19年２月15日から実施する。

※様式の記載省略

－168 －



12．長岡工業高等専門学校学生寮規程

（趣旨）

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第

55条第２項の規程に基づき、学生寮に関し、必要な事項を定める。

（学生寮生活の基本）

第２条　学生寮は、自治の精神に基づいて、長岡工業高等専門学校の学生にふ

さわしい規律ある団体生活を営むところとする。

（名称）

第３条　学生寮は、高志寮及び清花寮と称する。

２　高志寮には男子学生を、清花寮には女子学生を入寮させる。

（厚生補導及び管理運営等）

第４条　学生寮に入寮している学生（以下「寮生」という。）の厚生補導及び

学生寮の管理運営に関する事項は、校長の命を受け、寮務主事が処理する。

２　前項に定める厚生補導及び管理運営に関する重要事項は、寮務委員会で審

議する。

３　学生寮に関する事務は、学生課が行う。

（入寮及び退寮）

第５条　入寮を希望する者は、入寮願を寮務主事を経て校長に提出し、その許

可を受けなければならない。退寮するときも同様とする。

２　入寮した場合、原則としてその月から６か月以内の退寮は、認めない。

３　冬季及び夏季休業期間中の退寮は、認めない。

（寄宿料等）

第６条　寄宿料は、学則第28条に定める額とし、前期分（４月から９月まで）

を４月に、後期分（10月から翌年３月まで）を10月にそれぞれ納付しなけれ

ばならない。ただし、年度の中途で入寮する者は、入寮する日の属する月か

ら次の時期分までの月数分を入寮する月に納付するものとする。

２　寮生が寄宿料の納付を怠り、督促を受けてもなお納付しないとき、又は寮

生の本分に反する行為を行ったときは、校長は退寮を命ずることがある。

（諸経費）

第７条　食費、光熱水費、暖房費、雑費等の経費は寮生の負担とする。

２　前項の経費の額及び納付については、寮務主事が別に定める。

（雑則）

第８条　寮生の生活に必要な規定は、細則による。

附　則

この規程は、昭和38年４月１日から施行する。

昭和40年４月１日施行の附則から平成４年４月１日施行の附則まで省略

－169 －



附　則

この規程は、平成12年４月１日から施行する。
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13．長岡工業高等専門学校学生寮細則

（目的）

第１条　この細則は、長岡工業高等専門学校学生寮規程第８条の規定に基づき、

寮生の生活に関し必要な事項を定める。

（入寮手続き）

第２条　入寮を許可された者は、次の各号に掲げる書類を提出しなければなら

ない。

一　入寮誓約書

二　寮生調書（写真貼付）

（寮長等）

第３条　寮生相互の連絡を各室ごとに密にし、規律ある寮生活を営むため、高

志寮及び清花寮に、寮長各１人、副寮長各２人以内、各館に館長１人、各階

に階長１人を置く。

２　寮長は、寮生の選挙に基づき、校長がこれを任命する。任期は１か年とし、

再任は妨げない。

３　寮長は、寮務主事及び寮務主事補の指示のもとに寮生の中心となって、寮

生活の向上に努めなければならない。副寮長は、寮長を補佐するものとする。

４　館長及び寮長は、寮長又は副寮長と常に連絡を密にし、各館、各階の管理

に当たらなければならない。

第４条　寮長は、役員の選出、寮生の親睦並びに寮生活などの向上のため、原

則として年３回総会を開くこととする。ただし、緊急の場合は、臨時に総会

を開くことができる。総会を開く際は、学生課を通じ、寮務主事の承認を得

なければならない。

（寮内の規律）

第５条　寮生が外泊しようとする場合は、学生課に外出届を提出しなければな

らない。

第６条　寮生以外の者が、宿泊、集会等のため学生寮の施設を利用することは

認めない。

第７条　外出者との面会は、指定された場所で行うものとする。

第８条　外出時間は、原則として休業日の場合９時から17時までとする。夜間

の外出は、原則として認めないが、やむを得ない事情がある場合は、目的を

明らかにし、学生課又は学生寮当直室に外出届を提出しなければならない。

ただし、22時30分までに帰寮するものとする。

第９条　寮生は、日常、規律ある生活を営むために寮務主事が別に定める日課

表により行動するものとする。

（環境の整備）
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第10条　寮生は、常に寮内外の清掃を行い、衛生管理の保持に努めなければな

らない。

附　則

この細則は、昭和38年４月１日から施行する。

昭和40年４月１日施行の附則から平成４年４月１日施行の附則まで省略

附　則

この細則は、平成18年４月１日から施行する。

附　則

この細則は、平成21年５月29日から施行し、平成21年４月１日から適用する。
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14．長岡工業高等専門学校寄宿料免除規程

第１条　長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）における寄宿料の免

除（以下「免除」という。）に関しては、この規程の定めるところによる。

第２条　免除は、本校学生で次に該当する場合に許可することができる。

一　学生又は学資負担者が風水害等の災害を受け、納付が著しく困難である

と認められる場合は、災害発生当日の翌月から６月間の範囲内において校

長が必要と認める期間の寄宿料の全額

二　死亡又は行方不明のため学籍を除いた場合は、未納の寄宿料の全額

三　授業料の未納を理由として退学を命じた場合は、未納の寄宿料の全額

第３条　免除をうけようとする者は、次の書類により校長に願い出なければな

らない。

一　寄宿料免除願

二　家庭調書

三　市町村長の発行する所得証明書

四　災害の場合はその程度を判明できる詳細な罹災証明書

第４条　免除は、当該学生の申請に基づき寮務委員会の議を経て校長が許可す

る。

第５条　免除許可の決定後、その事由が消滅した場合はただちに免除を取消す

ものとする。

第６条　納付済の寄宿料は還付しない。

附　則

この規程は、昭和38年４月１日から施行する。

昭和40年４月１日施行の附則から平成３年４月１日施行の附則まで省略

附　則（平成17年３月25日）

この規程は、平成16年４月１日から施行する。
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15．長岡工業高等専門学校外国人留学生規程

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第

50条第２項の規定に基づき、長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）

の外国人留学生（以下「留学生」という。）に関し必要な事項を定める。

第２条　留学生の入学学年は、当該留学生の希望と学力に相応すると認める学

年とし、入学時期は、学年始めとする。

２　留学生の入学を許可する人員及び学科は、留学生の希望する学科の当該学

年の学生数その他の状況に応じて決定する。

３　留学生として入学を許可する人員は、入学定員の枠外とする。

第３条　留学生の修学及び生活の指導・助言にあたるため、留学生指導教官（以

下「指導教官」という。）を置き、当該留学生の在籍する学級の担任教官をもっ

て充てる。

第４条　校長は、前条の指導教官の中から、留学生指導教官主任（以下「指導

主任」という。）を選任する。

２　指導主任は、留学生の修学・生活等全般について指導教官と協議し、取扱

い方針をまとめ、その実施・推進を図るとともに、教務・学生・寮務各主事

あるいは、留学生の指導に関連する各委員会等との連絡・調整にあたる。

第５条　留学生の各在学年における教育課程は、原則として、本校学則第13条

の規定に基づいた編成とする。ただし、通常の授業を受けるに必要な日本語

の能力の養成及び専門科目を修得するに足りる基礎科目を重点とした特別な

教育課程を編成することができる。

２　留学生が母国で修得した科目のうち、本校で履修する科目に相当するもの

があるときは、入学した年度当初において、留学生からその科目についての

履修免除申請により、審査のうえ免除することができる。

３　留学生の各学年の課程修了の認定は、原則として「学業成績の評価並びに

進級、卒業の認定等に関する規程」に基づくものとする。ただし、入学した

年度については、特別の基準により認定することができる。

第６条　留学生の学習活動及び個人生活に対し、適切な助言を行う者として、

留学生個々に対応した学生を学生相談員（以下「相談員」という。）として

校長が委嘱する。

２　前項の相談員は、指導教官の推薦する学生に委嘱する。

３　相談員は、指導教官に密接な連絡を行うとともに、必要な指導・助言を受

け、留学生の助言・修学補助にあたる。

第７条　留学生で、学生寮に居住する者について、学生寮の閉鎖期間、あるい

は、特別な事情により一時、学生寮外に居住することとなる場合の、その間

の生活上の助言等については、指導教官が、学生主事・寮務主事及び関係職
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員と協議のうえ、助言・指導にあたるものとする。

第８条　留学生で、国費の支給を受けている者からは、検定料、入学料及び授

業料は、徴収しない。

第９条　留学生に関し、この規程で処理困難な事項については、教務主事が、

関係教職員と協議し処理するものとする。

第10条　留学生に関する事務は、学生課が処理する。

附　則

この規程は、昭和59年12月１日から施行する。

昭和61年２月４日施行の附則からし平成４年４月１日施行の附則まで省略

附　則

この規程は、平成12年４月１日から施行する。
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16．長岡工業高等専門学校研究生規程

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則第53条の規定に基づき、研究

生に関する必要な事項について定めることを目的とする。

第２条　長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）の学科に研究生とし

て入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　高等専門学校を卒業した者

二　本校において、高等専門学校を卒業した者と同等以上の能力があると認

められた者

２　本校の専攻科に研究生として入学することのできる者は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。

一　高等専門学校専攻科を修了した者

二　本校において、高等専門学校専攻科を修了した者と同等以上の能力があ

ると認められた者

第３条　研究生の入学の時期は原則として、学年又は学期の初めとする。

第４条　研究生として入学を志願する者は、次に掲げる書類に検定料を添え、

入学予定日の１か月前までに、校長に願い出なければならない。

一　研究生入学願書

二　履歴書

三　最終学校の卒業又は修了証明書

四　現に職を有している者は、勤務先所属長の承諾書又は依頼書

第５条　前条の入学志願者については、面接試験その他による選考の上校長が

入学を許可するものとする。

２　入学にあたっては、所定の期日までに入学料を納付しなければならない。

第６条　研究生に対しては、指導教員を定める。

第７条　研究生の在学期間は、当該年度内とする。ただし、研究生の願い出に

より、校長が必要と認めるときは、その期間を、１年以内に限り延長するこ

とができる。

第８条　研究生の授業料は、在学期間に係る全額を、所定の期日までに納付し

なければならない。ただし、在学期間が６か月を超える場合には、初めの６

か月とこれを超える期間に分けて、それぞれ、当該期間に係る額を納付する

ことができる。

２　授業料を納付しない者は、除籍する。

第９条　研究生は、校長が必要と認めるときは、授業科目担当教員の承諾を得

て、その授業に出席することができる。

第10条　研究生は、その研究が終了したときは、研究報告書を指導教員を経て

校長に提出しなければならない。
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第11条　研究に必要な特別の費用は、研究生の負担とする。

第12条　第４条の検定料、第５条第２項の入学料及び第８条第１項の授業料の

額は、独立行政法人国立高等専門学校機構における授業料その他の費用に関

する規則（独立行政法人国立高等専門学校機構規則第35号）第13条に定めら

れた研究生の額とする。

２　既納の検定料、入学科及び授業料は還付しない。

第13条　研究生が他の業務に従事しようとするときは、校長の許可を受けなけ

ればならない。

第14条　この規程に違背した者又は疾病その他の事情により、成業の見込みが

ない者に対しては、校長は退学を命ずることがある。

第15条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、学則その他学内関係諸

規程を準用する。

附　則

この規程は、昭和58年３月１日から施行する。

昭和59年12月１日施行の附則から平成18年４月１日施行の附則まで省略

附　則（平成19年１月18日）

この規程は、平成19年１月22日から施行する。
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17．長岡工業高等専門学校科目等履修生規程
（趣旨）

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第

53条の規定に基づき、科目等履修生に関し必要な事項を定める。

（入学資格）

第２条　長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）に科目等履修生とし

て入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　高等学校を卒業した者

二　高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）に定め

る高等学校卒業程度認定試験に合格した者

三　本校において、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者

四　日本国における高等学校生活を体験することを目的として、外国の政府、

地方公共団体若しくは公益性を有する団体等から派遣された、日本の高等

学校に相当する課程に在籍している者

２　専攻科の科目等履修生として入学することのできる者は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。

一　高等専門学校を卒業した者

二　本校において、高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者

（入学時期）

第３条　科目等履修生の入学時期は、前期又は後期の始めとする。

（入学出願手続）

第４条　科目等履修生として入学を志願する者は、次の各号に掲げる書類に検

定料を添えて、前期については３月25日、後期については９月20日までに校

長に願い出なければならない。

一　科目等履修生入学願書

二　履歴書

三　最終学校の卒業又は修了証明書（高等学校卒業程度認定試験に合格した

者にあっては、高等学校卒業程度認定試験の合格証明書）

四　現に職を有している者は、勤務先所属長の承諾書又は依頼書

（入学者の選考）

第５条　入学者の選考は、面接試験その他の方法により行う。

（入学許可）

第６条　前条による選考の結果合格とされた場合は、所定の期日までに関係書

類を提出するとともに、入学料を納付しなければならない。
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２　校長は、前項の手続きを完了した者に入学を許可する。

（履修期間）

第７条　科目等履修生の履修期間は、当該年度内とする。ただし、第８条の規

定により、履修期間の延長を許可された場合は、この限りでない。

（履修期間の延長）

第８条　科目等履修生が、履修期間満了後引き続き授業科目の履修を希望する

ときは、所定の期日までに履修期間の延長願を校長に提出し、その許可を得

なければならない。

２　履修期間の延長は、１年以内とする。

３　前２項の規定により履修期間を延長された場合には、検定料及び入学料は

徴収しない。

（履修の追加）

第９条　学年の始めに入学した者が、後期から新たな授業科目を追加して履修

したいときは、９月20日までに履修科目追加願を校長に提出し、その許可を

得なければならない。

（単位の認定）

第10条　科目等履修生が履修した科目の認定については、学則又は学業成績の

評価並びに進級、卒業の認定等に関する規程若しくは長岡工業高等専門学校

専攻科授業科目の履修等に関する規程を準用する。

２　認定された修得単位に関しては、本人からの願い出により、単位修得証明

書を交付する。

（授業料の納付）

第11条　科目等履修生の授業料は、所定の期日までに、履修を許可された授業

科目に係る全額を納付しなければならない。

２　授業料を納付しない者は、除籍する。

（入学検定料等の額）

第12条　第４条の検定料、第６条第１項の入学料及び第11条第１項の授業料の

額は、独立行政法人国立高等専門学校機構における授業料その他の費用に関

する規則（独立行政法人国立高等専門学校機構規則第35号）第13条に定めら

れた聴講生の額とする。

２　既納の検定料、入学料及び授業料は、返還しない。

（違背行為等）

第13条　この規程に違背した者又は疾病その他の事情により、修学を継続する

見込みのない者に対しては、校長は退学を命ずることがある。

（雑則）

第14条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、学則その他本校の諸規程
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を準用する。

附　則

この規程は、平成５年２月１日から施行する。

平成12年４月１日施行の附則から平成17年12月28日施行の附則まで省略

附　則（平成18年12月21日）

この規程は、平成18年12月25日から施行する。
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18．長岡工業高等専門学校聴講生規程
第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則第53条の規定に基づき、聴講

生に関する必要な事項について、定めることを目的とする。

第２条　長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）に聴講生として入学

することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　高等学校を卒業した者

二　高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）に定め

る高等学校卒業程度認定試験に合格した者

三　本校において、高等学校を卒業した者と同等以上の能力があると認めら

れた者

四　日本国における高等学校生活を体験することを目的として、外国の政府、

地方公共団体若しくは公益性を有する団体等から派遣された、日本の高等

学校に相当する課程に在籍している者

第３条　聴講生の入学の時期は、原則として、学年又は学期の初めとする。

第４条　聴講生として入学を志願する者は、次に掲げる書類に検定料を添え、

前期については、３月25日、後期については９月20日までに校長に願い出な

ければならない。

一　聴講生入学願書

二　履歴書

三　最終学校の卒業又は修了証明書（高等学校卒業程度認定試験に合格した

者にあっては、高等学校卒業程度認定試験の合格証明書）

四　現に職を有している者は、勤務先所属長の承諾書又は依頼書

２　聴講生が聴講できる科目は、原則として実験・実習以外の科目とする。

第５条　前条第１項の入学志願者については、面接試験その他による選考の上、

校長が入学を許可するものとする。

２　入学にあたっては、所定の期日までに入学料を納付しなければならない。

第６条　聴講生は、当該科目担当教員の指示に従わなければならない。

第７条　聴講生の在学期間は、当該年度内とする。

第８条　聴講生の授業料は、所定の期日までに、聴講を許可された科目に係る

全額を納付しなければならない。

２　授業料を納付しない者は、除籍する。

第９条　第４条第１項の検定料、第５条第２項の入学料及び第８条第１項の授

業料の額は、独立行政法人国立高等専門学校機構における授業料その他の費

用に関する規則（独立行政法人国立高等専門学校機構規則第35号）第13条に

定められた聴講生の額とする。

２　既納の検定料、入学料及び授業料は還付しない。
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第10条　聴講生には、願い出により、聴講した科目の履修証明書を交付するこ

とができる。

第11条　この規程に違背した者又は疾病その他の事情により、聴講を継続する

見込みのない者に対しては、校長は退学を命ずることがある。

第12条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、学則その他本校の諸規

程を準用する。

附　則

この規程は、昭和58年３月１日から施行する。

昭和59年12月１日施行の附則から平成17年12月28日施行の附則まで省略

附　則（平成18年12月21日）

この規程は、平成18年12月25日から施行する。
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19．長岡工業高等専門学校特別聴講学生規程
（趣旨）

第１条　この規程は、長岡工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第

53条の規定に基づき、特別聴講学生に関し必要な事項を定める。

（入学資格）

第２条　他の高等専門学校、短期大学並びに大学又は外国の大学に在籍する学

生で、長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）における授業科目を

履修しようとする者があるときは、当該他大学等との協議に基づき、特別聴

講学生として受け入れることができる。

（入学時期）

第３条　特別聴講学生の入学時期は、前期又は後期の初めとする。

（出願手続）

第４条　特別聴講学生として入学を志願する者は、入学願書を所属の大学等を

通じて、校長に願い出なければならない。

（入学者の許可）

第５条　特別聴講学生の入学の許可は、面接試験その他による選考の上、校長

が決定する。

（履修科目）

第６条　特別聴講学生が履修できる授業科目は、原則として、実験、実習を除

く学科の第４学年以上に配当された授業科目及び専攻科の授業科目とする。

（検定料、入学料及び授業料）

第７条　検定料及び入学料は徴収しない。

２　授業料については、当該他大学等との間で、相互に不徴収とされている場

合には徴収しない。

（単位の認定）

第８条　履修科目に係る単位の認定は、本校の「学業成績の評価並びに進級、

卒業の認定等に関する規程」及び「長岡工業高等専門学校専攻科授業科目の

履修等に関する規程」によるものとする。

（単位修得証明書）

第９条　特別聴講学生には、願い出により履修した科目の単位修得証明書又は

履修証明書を交付することができる。

（退学）

第10条　学則等の諸規程に違反した者又は疾病その他やむを得ない事情により

成業の見込みがない者に対して、校長は退学を命ずることがある。

（他の規程等の準用）

第11条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は、学則その他学内諸規程

－183 －



を準用する。

附　則

この規程は、平成16年３月29日から施行する。
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Ⅹ．学　生　会　関　係

１．学生会組織

２．学生会会則・諸規程





事務局

総務部
評議会

会　長 副会長 会計部 会計監査委員会

外交部

運動部

部活動推進支援部

文化部

厚生部

広報部

体育委員会

文化委員会

整備委員会

校史編纂委員会（特別）

図書委員会

学園祭実行委員会

文化発表会実行委員会

［議決機関］

Ⅹ．学生会関係

１．学生会組織

　○組織

［執行機関］

顧問教員 担任教員

学 生 会 総 会 評 議 会 各クラス

構成：学生会
役員と各クラ
ス選出の評議
員各２名

各クラブ

顧問教員
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２．学生会会則・諸規程

会　　則

第１章　名　称

第１条　本会は、長岡工業高等専門学校学生会（略称学生会）と称する。

第２章　目　的

第２条　本会の目的は、自治の精神を基調として学生生活を向上し、全職員、

学生の親睦をはかり、学生の福祉を増進するとともに、将来の民主的社会生

活のより良き基礎を作ろうとするものである。

第３章　会員の権利と義務

第３条　本会は、長岡工業高等専門学校に在学する全学生を会員とする。従っ

て全学生は会員として権利をもつとともにその義務と責任をもたなければな

らない。

第４条　会員は、本会決定機関による決定を遂行し、また会則で決められた会

費を納入する義務を負う。

第５条　会員が本会員として有する権利義務は全く平等であり、学年、思想、

性別、その他如何なる条件によっても差別をうけない。

第４章　役　員

第６条　本会は、次の役員を置く。

　会長１名、副会長１名、事務局内の総務、会計、厚生、部活動推進支援及び

広報の各部に部長１名及び副部長１名を置く。体育、文化、図書、整備、学

園祭実行、文化発表会実行の各委員会に委員長１名及び副委員長１名を置く。

ただし、必要に応じて副会長及び副部長又は副委員長は２名まで置くことが

できる。また、特別に学園祭実行委員長が必要と認めた場合のみ学園祭実行

副委員長は３名を置くことができる。

第７条　会長は、会員中より立候補による総選挙で選ばれる。また副会長は会

長が任命し、総会の承認を必要とする。これら総選挙及び会長のリコール手

続きについては別の規程を設けてこれを定める。

第８条　役員の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第９条　会長は、本会の代表として会務を総理する。

第10条　会長は会員中より、事務局内の総務、会計、部活動推進支援及び厚生、

広報の各部に部長及び副部長を、体育、文化、図書、整備、学園祭実行、文

化発表会実行、各委員会に委員長及び副委員長を総会の承認を得て委嘱する。

第11条　役員は随時役員会を開き、会務全般を審議し、各委員会の連絡調整を

行う。
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第５章　顧問教員

第12条　評議会、委員会及び各部（クラブ・同好会・愛好会）にそれぞれの常

任の顧問教員若干名を置く。

第13条　顧問教員は、評議会、委員会に出席し、助言を与えることができる。

第６章　学生会総会

第14条　学生会総会は、本会最高の権限と責任をもつ決議機関である。

第15条　学生会総会は、会長がこれを召集する。

第16条　定期学生会総会は、各学期１回とする。次の場合には、会長は臨時学

生会総会を召集しなくてはならない。

　一　評議会がその必要を認めた場合

　二　会員の３分の１以上の署名による要求がある場合

第17条　総会の必要定数は、会員の２分の１以上とし、決議は出席者の過半数

の賛成を必要とする。ただし、次にあげる重要事項の決議には、出席者の３

分の２以上の賛成を必要とするものとする。

　一　予算、決算に関する決議

　二　会則の改正

　三　その他、会長又は評議会が重要事項と認めたもの

第18条　事務局総務部長は、会長の名による学生会総会の召集及び議題を５日

前までに告示しなければならない。臨時総会の場合はこの限りでない。

第19条　総会には、議長１名、副議長１名、書記１名を置く。議長、副議長は

会長の委嘱によるものとし、書記は事務局総務部がこれにあたる。

第20条　議長､副議長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第７章　評議会

第21条　評議会は、本会運営の中枢となるものであり、役員会、委員会および

各学級（クラス又はホームルーム）評議員を経て提出された会員の提案を討

議、議決する決議機関である。

第22条　評議会は、学生会役員及び各級（ホームルーム）により選出された評

議員２名、専攻科は各学年から選出された２名によって組織される。

第23条　各部（クラブ・同好会・愛好会）の部長は評議会に臨時出席すること

ができる。ただし、発言権のみ有して議決権は有しない。

第24条　評議会において学生会役員は議決権を有しない。

第25条　学生会役員はその分掌に応じて発言することができる。

第26条　評議会の召集は会長の権限とする。ただし、次の場合会長は臨時評議

会を召集しなければならない。

　一　評議員４名以上の要求があった場合

　二　評議会議長の要求があった場合
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　三　会員20名以上の要求があった場合

第27条　学生会の活動を円滑ならしめるため１ヵ月１回以上評議会を開く。

第28条　評議会の必要定数は、全評議員の３分の２とする。ただし、定員に満

たず流会となり、再度召集された場合には全評議員の過半数をもって成立と

する。

第29条　評議会における議決には、出席議員の過半数の賛成を必要とし、賛否

同数の場合は議長が決定する。

第30条　評議会には、議長１名、副議長１名、書記１名を置く。ただし、書記

は事務局総務部がこれにあたる。

第31条　評議会における議長、副議長は、総会における職務を兼任する。従っ

てその任期は第20条に準ずる。

第32条　評議会は、原則としてこれを公開する。

第８章　学級及び各部（ホームルーム及びクラブ）

第33条　学級（ホームルーム）及び各部（クラブ・同好会・愛好会）は本会活

動の基礎組織である。

第34条　各学級（ホームルーム）は担任教員１名（ＨＲＴ）、評議員２名（学

級委員）を置く。なお、広報、体育、文化、図書、整備、学園祭実行の各委

員会は、委員長が要求する委員若干名を置く。

第35条　各部（クラブ・同好会・愛好会）は部長１名と顧問教員を置かなくて

はならない。

第36条　１　クラブを設置する場合、活動内容・顧問教員・部長を含めた部員

の氏名を記載した書類を部活動推進支援部に提出し、評議会の決議、部活動

推進支援部、学生会長、厚生補導の承認を得なければならない。原則設立１

年目を愛好会とし、１年後から同好会に昇格できる権利を持つ。なお、結成

時の人数は10人以上とする。さらに、最低３つの異なる学年で構成されるこ

ととする。

２　各クラブの変更（昇格・降格・休部・再活動・廃止）は、そのクラブから

の申請があった場合もしくは部活動推進支援部が必要と判断し、そのクラブ

から了解を得た場合、会長、部活動推進支援部、厚生補導の承認を得て評議

会の議決でこれを決定する。

第37条　同・愛好会は校内活動機関、もしくは校外活動機関としてこれを置く。

同・愛好会に対しては補助金を与えることができる。ただし、補助金につい

ては、学生会執行部が決定し、評議会、総会で承認を得なければならない。

第38条　１　各クラブの設置・変更（昇格・降格・休部・再活動・廃止）はそ

れぞれ決定した月の翌月より施行される。

２　廃部とされたときは速やかに部室を明け渡し、備品を学生会の管理下に置
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かなければならない。

第９章　事務局

第39条　事務局は会長及び副会長を補佐し、学生会活動における事務全般を担

うとともに、学生会活動を全般的に研究し、立案し、これを評議会に提出す

る。また事務局は学生会活動の運営を円滑化し、活性化させるように努めね

ばならない。すなわち、事務局は本会活動の事務機関、研究機関であるとと

もに執行機関である。

第40条　事務局内には、総務部、会計部、外交部、部活動推進支援部、厚生部、

広報部の計６つの事務局を設ける。

第41条　各部の業務及び規程は別に定める。

第42条　各部の構成及び規程は別に定める。

第10章　委員会

第43条　委員会は、学生会活動の各方面を専門的に研究調査し、立案し、これ

を評議会に提出する。また委員会は評議会の決定事項を全会員に徹底励行さ

せなければならない。すなわち、委員会は本会活動の研究機関であるととも

に執行機関である。

第44条　委員会は体育委員会、文化委員会、整備委員会、校史編纂委員会、図

書委員会、学園祭実行委員会、文化発表会実行委員会の計７つとする。

第45条　各委員会の業務及び規程は別に定める。

第46条　各委員会の構成及び規程は別に定める。

第11章　会　計

第47条　本会の会費は、次のように定める。

　一　本科生（１～５年生）の会費は9,000円と定める。

　二　専攻科生の会費は2,000円と定める。

第48条　予算の出納は、学生支援担当係長を通じて本校事務部学生課に委任す

る。

第49条　本会の会計年度は、４月より始まり翌年３月に終わる。

第50条　各部（クラブ・同好会・愛好会）及び諸機関の予算は毎会計年度に会

計部に提出され、会計部でそれを審議し評議会に送る。評議会はこれを検討

して決定する。審議その他については別に定める。

第51条　削除

第52条　本会の会計監査は会計監査委員がこれを行う。

第12章　会則の改正変更

第53条　本会則の改正､変更は次の場合これを評議会に提出することができる。

一　会員100名以上の署名による同意者のある場合

　二　各学級（クラス）の同意を得た評議員の３分の１以上が賛成した場合
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　三　会長が必要と認めた場合

第54条　本会則の改正変更には学生会総会（学生大会）の３分の２以上の賛成

を得なければならない。

第13章　雑　則

第55条　本会則の施行細則は別に定める。

附　則

　本会則は、昭和48年４月24日より実施する。

附　則

　本会則は、昭和55年１月１日より施行する。

附　則

　本会則は、平成３年１月１日より施行する。

附　則

　本会則は、平成11年１月１日より施行する。

附　則

　本会則は、平成12年１月１日より施行する。

附　則

　本会則は、平成13年５月９日より施行する。

附　則

　本会則は、平成16年１月１日より施行する。

附　則

　本会則は、平成16年５月６日より施行する。

附　則

　本会則は、平成17年２月15日より施行する。
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評 議 会 運 営 細 則

第１条　動議は、１名以上の支持者があった場合これを議題とする。ただし、

この場合、支持者は最後までその議題に責任を持たねばならない。

第２条　議長の職権を次のとおり定める。

　一　議決の際、賛否同数の場合は議長がこれを決定する。

　二　議事進行に関する一切の権限と責任を有する。

総 会 運 営 細 則

第１条　総会は、専任の総会議長によって運営される。

第２条　動議は、１名以上の支持者があった場合これを議題とする。

第３条　緊急動議が出た場合には、議長は提案者に主旨を述べさせ、総会の議

題とするか否かを採決する。採決方法は30名以上の支持者をもってこれを動

議とする。

第４条　議長の職権を次のとおり定める。

　一　開会、閉会を宣言する。

　二　審議の円滑をはかるため議事進行上の提案を行う。

　三　故意に議事の進行を妨害すると認めた時は注意を喚起し、応じない場合

は退場を命ずることができる。

　四　採決の結果可否同数の場合は、議長がこれを決する。

　五　その他議事進行に関する一切の権限と責任を有する。
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会 計 細 則

本会会則第47条より第52条までの項目に基づき、次の事項を定める。

第１章　会計責任者

第１条　事務局各部及び各委員会ならびに各部（クラブ等）は委員長または部

長の他に会計責任者を１名選出し、計２名の会計責任者を置く。

第２章　予算審議及び決定

第２条　会計責任者は１月から２月末日まで、新年度予算要求書を所定の用紙

に記して事務局会計部に提出する。

第３条　事務局会計部は要求総額を前もって検討し、事務局会計部長は会計責

任者及び学生会役員を召集して予算審議会を開く。

第４条　予算審議会には新年度予算の調整を４月以内にはかる。

第５条　事務局会計部は予算審議会にて調整された予算案を評議会にはかり、

次に学生総会にて最終決定を行う。

第３章　支　出

第６条　予算額内において、使われた金額の支払先または請求書を添えて事務

局会計部に提出する。

第７条　会計責任者は現金を受け取ってから速やかに支払先の領収書を事務局

会計部に提出する。

第４章　帳　簿

第８条　削除

第９条　削除

第10条　削除

第５章　決算報告

第11条　決算報告は、４月から11月までと12月から３月までの２回に分けて行

い、詳細については部長が決定する。なお、２回目の報告は１年間の総決算

報告とする。

第６章　事務局会計部

第12条　本細則施行のために事務局会計部を設ける。

第13条　事務局会計部は、会計監査委員会から要請があった場合、帳簿その他

の会計に関する一切の書類を提出しなければならない。

第14条　事務局会計部は部長１名、副部長１名、場合によっては副部長２名で

構成する。ただし、部長、副部長は会長の委嘱により決定する。

第15条　部長、副部長の任期は、１月１日より12月31日までとする。

附　則

　本細則は、昭和39年６月18日より実施する。
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附　則

　本細則は、昭和55年１月１日より施行する。

附　則

　本細則は、平成３年１月１日より施行する。

附　則

　本細則は、平成11年１月１日より施行する。

附　則

　本細則は、平成12年１月１日より施行する。
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会 計 監 査 規 程

第１章　名　称

第１条　本規程は、長岡工業高等専門学校学生会会計監査規程と称する。

第２章　目　的

第２条　本規程は学生会会則及び会計細則に基づき、予算の正常な運用を監視

する事をその目的とする。

第３章　会計監査委員会

第３条　前条の目的達成のため会計監査委員会を設ける。

第４条　会計監査委員会は、評議員の互選により委員長１名、副委員長１名で

構成し、その任期は４月１日より３月31日までとする。

第５条　会計監査委員は、次の職務を兼任する事は出来ない。

　一　学生会役員

　二　各クラブ及び同好会の代表者及び会計責任者

第６条　会計監査委員会は、次の場合に、学生会総会及び評議会において監査

報告を行わなければならない。

　一　決算報告を行った場合

　二　学生会総会または評議会の要請があった場合

　三　会計監査委員会が必要と認めた場合

第４章　改正・変更

第７条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。
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事 務 局 総 務 部 規 程

　本部は、長岡工業高等専門学校学生会会則第41条及び第42条の規程に基づき、

次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本部は、長岡工業高等専門学校学生会事務局総務部と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本部は､学生会活動が全会員により良く反映するよう、学生会の運営、

その他の円滑化をはかることを目的とする。

第３条　本部は、その目的遂行のため次の任務を行う。

　学生会所有物の管理、学生会総会、評議会の招集、庶務、書記、選挙管理、

その他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本部は、次のとおり構成する。

　一　本部は、部長１名、副部長１名、場合によっては副部長２名を置く。た

だし、部長、副部長は会長の委嘱により決定する。

　二　本部は、部長が要求する部員若干名を置く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　一　部長、副部長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

　二　部員の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成11年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成12年１月１日より施行する。

附　則

　本会則は、平成17年２月15日より施行する。
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事 務 局 書 記 規 程

　事務局書記は、長岡工業高等専門学校学生会会則第41条及び第42条の規程に

基づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本規程は、長岡工業高等専門学校学生会事務局総務部書記規程と称す

る。

第２章　目的及び任務

第２条　事務局書記は、各会議の議事内容を記録し、明確化し、学生会の運営、

その他の円滑化をはかることを目的とする。

第３条　事務局書記は、その目的遂行のため次の業務を行う。

　学生総会、評議会及び役員会の議事録作成、保管。

第３章　構　成

第４条　事務局書記は、次のとおり構成する。

　事務局書記は、書記長１名、副書記長１名、場合によっては副書記長２名を

置く。書記長、副書記長は、総務部長、副部長が兼任することができる。た

だし、書記長、副書記長は会長の委嘱により決定する。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　書記長、副書記長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成11年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成12年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成17年２月15日より施行する。
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事 務 局 外 交 部 規 程

　本部は、長岡工業高等専門学校学生会会則第41条及び第42条の規程に基づき、

次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本部は、長岡工業高等専門学校学生会事務局外交部と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本部は、本校学生会の精神を基調とし、他の高専、周辺地域との交流

を深め、維持することを目的とする。

第３条　本部は、その目的遂行の為に次の事を行う。

　他の高専や周辺地域との連携や交流の窓口、その他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本部は、次のとおり構成する。

　本部は、部長１名、副部長１名、場合によっては副部長２名をおく。ただし、

部長、副部長は会長の委嘱により決定する。

　部員は、部長が要求する部員若干名を置く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のように定める。

　一　部長、副部長の任期は一ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

　二　部員の任期は一ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成14年12月13日より施行する。
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事 務 局 部 活 動 推 進 支 援 部 規 程

　本部は、長岡工業高等専門学校学生会則第41条及び第42条の規程に基づき、

次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本部は、長岡工業高等専門学校学生会事務局部活動推進支援部と称す

る。

第２章　目的及び任務

第２条　本部は、本校学生会の精神を基調とし、学生のクラブ活動の活性化を

目的とする。

第３条　本部は、その目的遂行のために次の業務を行う。

　一　各運動部（クラブ・同好会・愛好会）間の連絡調整、活動場所の割り当

て、及びその他必要事項。

　二　各文化部（クラブ・同好会・愛好会）間の連絡調整、活動場所の割り当

て、及びその他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本部は、次のとおり構成する。

　本部は、上記のそれぞれの目的達成のため、運動部・文化部を設置し、それ

ぞれに部長１名、副部長１名、場合によっては２名を置く。ただし、部長、

副部長は会長の委嘱により決定する。

第４章　任　期

第５条　任期は次のとおり定める。

　部長、副部長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成13年５月９日より施行する。
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事 務 局 厚 生 部 規 程

　本部は、長岡工業高等専門学校学生会則第41条及び第42条の規程に基づき、

次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本部は、長岡工業高等専門学校学生会厚生部と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本部は、本校学生会の精神を基調とし、日常生活における諸問題を提

起し、より良い環境を作ることを目的とする。

第３条　本部は、その目的遂行のために次の業務を行う。

　一　交通ルールについての意識の向上ならびに車両通学状況の把握等、交通

安全に関する事項、及びその他必要事項。

　二　喫煙等の風紀是正、その他学生の厚生福利に関する必要事項。

　三　厚生補導との連携。

第３章　構　成

第４条　本部は、次のとおり構成する。

　一　本部は、部長１名、副部長１名、場合によっては２名を置く。ただし、

　　部長、副部長は会長の委嘱により決定する。

　二　本部は、部長が要求する部員若干名を置くことができる。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　部長、副部長の任期は一ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成13年５月９日より施行する。
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事 務 局 広 報 部 規 程

　本部は、長岡工業高等専門学校学生会会則第41条及び第42条の規程に基づ

き、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本部は、長岡工業高等専門学校学生会事務局広報部と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本部は、本校学生会の精神を基調とし、学内の広報活動として学生へ

の学生会活動に開する連絡を確実化し、またインターネット上で全世界に発

信し、学生および学外から広く意見を求め、よりいっそうの学生会活動の活

性化を目的とする。

第３条　本部は、その目的遂行のために次の事を行う。

　学生への連絡、またその連絡方法の構築。

　学生からの意見の募集、集計、その他必要事項。

　学生新聞の発行。学生会ホームページの作成、更新、管理。

　学生会掲示板の管理。

第３章　構　成

第４条　本部は、次のとおり構成する。

　本部は、部長１名、副部長１名、場合によっては副部長２名をおく。ただし、

部長、副部長は会長の委嘱により決定する。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のように定める。

　部長、副部長の任期は一ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成14年12月13日より施行する。

附　則

　本規程は、平成17年２月15日より施行する。
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新　聞　規　程

第１章　名　称

第１条　本規程は、長岡工業高等専門学校学生会新聞規程と称し、広報部発行

の新聞は「長岡高専新聞」と称する。さらに、補助的名称はその都度、広報

部長の責任で決定する。

第２章　目的及び任務

第２条　本規程は、学生新聞の機能を十分に発揮し、学生の意志や性質をよく

理解して、常に学生の意気向上に寄与することを目的とする。

第３条　編集者は、その目的遂行のため次の業務を行う。

　編集長は最も効果的であると思われる期間を決定し、それに合せて新聞を発

行する。ただし、行事前などの特別な場合においてはこの限りではない。

第３章　構　成

第４条　編集者は、次のとおり構成する。

　一　編集長１名、副編集長１名、場合によっては副編集長２名を置く。ただ

し、編集長、副編集長は会長の委嘱により決定する。編集長は広報部長が

兼ねることができ、学生新聞の編集責任者とする。

　二　構成員は希望者により構成する。

第４章　権利と義務

第５条　編集者は、学生会、学校に対して報道自由の権利を持ち、それに対す

る責任を負う。

第６条　編集者は、公正な立場から学生新聞、学園の向上発展に努めることを

誓約するものである。

第５章　任　期

第７条　任期は、次のとおり定める。

　一　編集長、副編集長の任期は１ヵ年とし、１月１日から12月31日とまでと

する。

　二　編集者の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第６章　改正・変更

第８条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、昭和55年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成12年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成17年２月15日より施行する。
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体 育 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会体育委員会と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本委員会は、本校学生会の精神を基調とし、学生の体育的活動の増進

をはかることを目的とする。

第３条　本委員会は、その目的遂行のため次の業務を行う。

　球技大会・運動会の運営、その他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本委員会は、次のとおり構成する。

　一　本委員会は、委員長１名、副委員長１名、場合によっては副委員長２名

を置く。ただし、委員長、副委員長は会長の委嘱により決定する。

　二　本委員会は、委員長が要求する委員若干名を置く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　一　委員長、副委員長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとす

る。

　二　委員の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成13年５月９日より施行する。
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文 化 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会文化委員会と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本委員会は、本校学生会の精神を基調とし、学生の文化的活動の増進

をはかることを目的とする。

第３条　本委員会は、その目的遂行のために次の業務を行う。

　遠足の企画・運営、その他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本委員会は、次のとおり構成する。

　一　本委員会は、委員長１名、副委員長１名、場合によっては副委員長２名

を置く。ただし、委員長、副委員長は会長の委嘱により決定する。

　二　本委員会は、委員長が要求する委員若干名を置く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　一　委員長、副委員長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとす

る。

　二　委員の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成13年５月９日より施行する。
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整 備 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会整備委員会と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本委員会は、本校学生会の精神を基調とし、日常生活における諸問題

を提起し、より良い環境を作ることを目的とする。

第３条　本委員会は、その目的遂行のために次の業務を行う。

　校内・学校周辺地域における美化活動及び学内の緑化活動、その他必要事

項。

第３章　構　成

第４条　本委員会は、次のとおり構成する。

　一　本委員会は、委員長１名、副委員長１名、場合によっては２名を置く。

ただし、委員長、副委員長は会長の委嘱により決定する。

　二　本委員会は、委員長が要求する委員若干名を置く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のように定める。

　一　委員長、副委員長の任期は一ヵ年とし、１月１日より12月31日までとす

る。

　二　委員の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成13年５月９日より施行する。
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校 史 編 纂 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会校史編纂委員会と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本委員会は、会長が必要と認めた場合のみ設ける特別機関であり、本

校における学生の活動状況の調査、資料収集を行い、学生活動の変遷を見つ

めていくものである。

第３条　本委員会は、その目的遂行のため次の業務を行う。

　学生会活動（校内、校外活動）、クラブ活動（体育、文化クラブ）の調査、

資料収集及び整理。

第３章　構　成

第４条　本委員会は、次のとおり構成する。

　一　本委員会は、委員長１名、副委員長１名を置く。ただし、委員長、副委

貫長は会長の委嘱により決定する。

　二　本委員会は、委員長が要求する委員若干名を置く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　一　委員長、副委員長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとす

る。

　二　委員の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、昭和55年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。
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図 書 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会図書委員会と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本委員会は、本校学生会の精神を基調とし、学生と図書館との間の親

密化をはかることを目的とする。

第３条　本委員会は、その目的遂行のために次の業務を行う。

　図書のＰＲ、学生の要望事項の取りまとめ、図書館利用法等の研究、その

他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本委員会は、次のとおり構成する。

　一　本委員会は、委員長１名、副委員長１名、場合によっては２名を置く。

　　ただし、委員長、副委員長は会長の委嘱により決定する。

　二　本委員会は、委員長が要求する委員若干名を置くことができる。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のように定める。

　一　委員長、副委員長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとす

る。

　二　本委員会は、委員長が要求する部員若干名を置くことができる。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成15年５月８日より施行する。
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学 園 祭 実 行 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　名　称

第１条　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会学園祭実行委員会と称する。

第２章　目的及び任務

第２条　本委員会は、本校学生会の精神を基調とし、本校学生らしい健全な学

園祭（高志祭及び未工祭）の企画、運営を行うことを目的とする。

第３条　本委員会は、その目的遂行のため次の業務を行う。

　　学園祭の企画、運営、及び関係資料の保管、その他必要事項。

第３章　構　成

第４条　本委員会は、次のとおり構成する。

　一　本委員会は、委員長１名、副委員長１名、場合によっては副委員長２名

を置く。ただし、委員長、副委員長は会長の委嘱により決定する。

　二　本委員会は、自ら希望する有志、及び委員長が要求する委員若干名を置

く。

第４章　任　期

第５条　任期は、次のとおり定める。

　一　委員長、副委員長の任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとす

る。

　二　委員の任期は１ヵ年とし、４月１日より３月31日までとする。

第５章　改正・変更

第６条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。
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文 化 発 表 会 実 行 委 員 会 規 程

　本委員会は、長岡工業高等専門学校学生会会則第45条及び第46条の規程に基

づき、次のとおり定める。

第１章　目　的

第１条　本規程は関東信越地区における文化部及び、同・愛好会の活動推進の

ために行われている文化発表会への参加を円滑に行う為のものである。

第２章　文化発表会実行委員会

第２条　本規程の目的を達成するため文化発表会実行委員会を置く。

第３条　本委員会は、委員長１名、副委員長１名、会計１名を置く。ただし、

副委員長及び会計は必要に応じて２名を置くことができる。

第４条　任期は１ヵ年とし、１月１日より12月31日までとする。

第５条　会長は会員中より委員長、副委員長を総会の承認を得て委嘱する。

第３章　業　務

第６条　委員長は文化発表会における本校の代表として､本校の文化部及び同・

愛好会を総括する。

第７条　委員長は文化発表会開催校と綿密な連携をとらなくてはならない。

第８条　副委員長は委員長の補佐とする。また緊急時には委員長に代わり業務

を行わなくてはならない。

第９条　会計は本校の文化発表会への参加状況を把握し、予算を学生課及び顧

問教員に報告しなければならない。

第10条　本校が開催校である場合には関東信越地区各校に情報を発し、文化発

表会成功へ向け校内の意識を高めていく。

第４章　顧問教員

第11条　学生会顧問教員に準ずる。

第５章　校内準備会

第12条　準備会は各文化部及び同・愛好会との連携を円滑に行うためのもので

ある。

第13条　委員長は準備会の招集を行う。

第14条　準備会には文化発表会に参加する各文化部及び同・愛好会の代表者が

出席しなければならない。

第15条　委員長は４月から７月の各月に１回程度の準備会を行い、情報の円滑

化を図らなければならない。

第６章　校内反省会

第16条　委員長は前期の期間中に文化発表会に参加した各文化部及び同・愛好

会の代表者を招集し校内反省会を行わなければならない。
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第17条　各文化部及び同・愛好会の代表者は本会に文化発表会の参加に伴う報

告書を提出する業務を請う。

附　則

　本規程は、平成14年12月13日より施行する。
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総 選 挙 規 程

第１章　総　則

第１条　本規程は、学生会会則に基づき、会長１名を選出するものである。

第２章　選　挙

　［選挙権・被選挙権］

第２条　選挙権は、選挙管理委員を除く学生会会員全員がこれを有する。

第３条　被選挙権は２年、３年、４年の学生会会員がこれを有する。ただし、

選挙管理委員は、これを有しない。

　［選挙日］

第４条　総選挙は、原則として11月10日から11月30日までの間に行われるもの

とする。

　［告示］

第５条　総選挙の告示は、投票日の１週間前とする。

　［立候補手続き］

第６条　立候補しようとする者は、責任者１名を立て、所定の期日までに選挙

管理委員会に届けなければならない。

第７条　立候補者は、他の立候補者の責任者にはなれない。

　２　学生会長、副会長は、立候補者及び立候補者の責任者を、応援すること

はできない。

第８条　立候補者の辞退は、選挙管理委員長の判断に基づき決定する。

　［投票方法］

第９条　投票は、選挙管理委員会の定める方法で行う。

第10条　不在者投票は、選挙管理委員会の定める方法で行う。

　［選挙の成立］

第11条　総選挙は、有効投票数が全投票数の75％以上を占め、なおかつ、全投

票数が、全有権者数の50％以上の時有効とし、それ以外の場合は再選挙を行

う。

第12条　選挙期間中不正が認められた時は、選挙管理委員長の判断で再選挙を

行うことができる。

第13条　選挙は最多得票者をもって当選し、同数の場合、又は、得票数が有効

投票数の過半数を超える者がいない時は、選挙管理委員会の定める方法で決

選投票を行う。

第14条　信任投票の場合は、有効投票数の60％以上をもって信任とする。ただ

し不信任の場合は再度立候補を募り、再選挙を行う。この時、不信任立候拙

者の立候補は認めない。
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　［選挙運動］

第15条　選挙運動は、立候補届け出手続きを終えてから、投票日前日までとす

る。ただし、ポスターの掲示は、投票終了までとする。

第16条　ポスターは、選挙管理委員会より交付されたもののみとする。

第17条　選挙運動中、不正と選挙管理委員長が認めた行為を行った立候補者に

ついては、その立候補を取り消すことができる。

第18条　選挙管理委員会は、投票日まで立候補者の立会い演説会を１回以上行

わなければならない。

　［リコール］

第19条　学生会長のリコール発議は、会員の５分の１の署名が選挙管理委員会

に提出されたときとし､その場合その日から７日以内にリコール投票を行い、

有効投票数の60％以上のリコール賛成をもって、リコールの成立とする。

第20条　リコールされた学生会長の総選挙への再度の立候補は認めない。

　［補欠選挙］

第21条　学生会長が欠員となった場合は、原則として副会長が会長代行となる。

また選挙管理委員会は、速やかに総選挙を行わなければならない。

第３章　附　則

　［本規程の改正・変更］

第22条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

第23条　12月31日までに次年度の学生会会長が決まらない場合、その年の学生

会会長、副会長、選挙管理委員会長の任期を次年度の学生会会長が決まるま

で延長する。もしも、3月31日までに決められない場合、学生会長はその後

の処置を判断し、学生総会にて議決を取る。

　　また、学生会会長が必要と認めた委員会の委員長の任期を延長することが

できる。

 　［施行］

第24条　本規程は、平成21年1月1日より施行する。
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選 挙 管 理 規 程

第１章　名　称

第１条　本規程は長岡工業高等専門学校学生会選挙管理規程と称する。

第２章　目　的

第２条　本規程は、学生会会則及び学生会総選挙規程に基づき総選挙が正当か

つ適正に行われることを目的とする。

第３章　選挙管理

第３条　前述の目的のため、事務局総務部内に選挙管理委員会を設ける。

第４条　選挙管理委員会（以下「選管」という。）は、委員長１名、副委員長１

　名、場合によっては副委員長２名を置く。委員長、副委員長は、総務部長、

副部長が、これを兼ねる。

第５条　選管は、総選挙において最高の権限を持つとともに、その義務と責任

を持たなければならない。

第６条　選管においては、総務部長が最高権限及び責任をもつ。

第７条　選管は、選挙の記録を残さなければならない。

第８条　総選挙において不正行為があったと認めた場合、総務部長はその者の

選挙権及び被選挙権の行使を停止することができる。ただし、その有効停止

期間は総選挙終了までとする。

第９条　総選挙における施行細則は、選管が定めてこれを行う。

第４章　改正・変更

第10条　本規程を改正、変更するときは、評議会の議決を経なければならない。

附　則

　本規程は、平成元年４月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成３年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成12年１月１日より施行する。

附　則

　本規程は、平成17年２月15日より施行する。
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ⅩⅠ．寮　友　会　関　係

１．寮友会の組織と運営

２．高志寮寮友会会則・諸規程





ⅩⅠ．寮友会関係

１．寮友会の組織と運営

　学生寮には、寮生全員で構成される寮友会があり、自主的に日常生活の具体

的事項について運営されています。諸規則の維持、防火、清掃美化、新入寮生

歓迎会、寮祭等の活動を活発に行っています。寮生は、寮友会の運営に積極的

に参加し生活環境の向上に努める義務があります。

　寮友会会則､寮生活の手引等をよく読み、それを守るよう心掛けてください。

１）寮友会の組織

＜執行機関＞

報道・選挙管理委員会（報道委員長、選挙管理委員長）
寮祭実行委員会（寮祭実行委員長）

＜決議機関＞

（議長・副議長・書記）

総務委員会（総務委員長）
体育・文化委員会（体育委員長、文化委員長）
整美厚生委員会（整美厚生委員長）
緑化・食事委員会（緑化委員長、食事委員長）
会計委員会（会計委員長）
インターネット委員会（インターネット委員長）
国際交流委員会（国際交流委員長）

寮長・副寮長

役µ員µ会

常任委員会

（館長・副館長）

（階µµµµ長）

専門委員会

特別委員会

臨時委員会

総µµµ会

館µ総µ会
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２）行　事

　専門委員会によって、いろいろな行事が企画されています。主な行事は次の

とおりです。

　４月　新入寮生歓迎夕食会、対面式

　５月　新人寮生歓迎球技大会

　　　　防災避難訓練

　６月　寮祭

　10－12月中　寮長選挙

　１月　寮祭
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２．学生寮寮友会会則・諸規程

長岡工業高等専門学校学生寮寮友会会則

第１章　総　則

　(名称)

第１条　本会は、長岡工業高等専門学校学生寮寮友会と称する。

　(目的)

第２条　本会は、寮に関する諸規則に従い、寮生の総意に基づき、寮生活を自

主的に運営し、規律ある共同生活を通じて、豊かな人間形成を図ることを目

的とする。

　(生活目標)

第３条　前条の目的達成のため、下記の目標を置く。寮生は、本会の運営に常

に関心を持ち、協力し、その活動に積極的に参加し、この目標の達成に努め

なければならない。

　　本寮生は、寮生としての自己の本分を尽くすべし。

一　寮生は勉学に励むべし。

一　寮生は心身ともに鍛えるべし。

一　寮生は自主独立の精神を養うべし。

一　寮生は寮生相互の親睦を計るべし。

一　寮生は常に信義を重んじ礼儀を正しくすべし。

第２章　会員の資格、権利及び義務

　(資格)

第４条　寮生は、入寮日をもって本会会員となり、退寮日をもって本会会員の

資格を失う。

(権利義務の平等)

第５条　会員の有する権利と義務は、基本的に平等である。

　(権利と義務)

第６条　会員は、次の権利と義務を持つ。

一　別に定める選挙規程に基づく選挙権・被選挙権を持つ。

二　別に定める会計規程に基づく会費を納入しなければならない。

三　会員は、各機関の決定に従わなければならない。ただし、その決定に異

議ある者は、当該機関に不服申し立をすることができる。

第３章　役　員

　(役員)

第７条　本会に次の役員を置く。

一　　寮長 男女各１名
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二　　副寮長 男女各２名以内

三　　館長 各館１名(男子のみ)

四　　副館長 各館２名以内(男子のみ)

五　　階長 各階１名

六　　議長 男女各１名

七　　監査員 男女各１名

ハ　　専門委員会委員長 各委員会男女各１名

九　　専門委員会副委員長 各委員会男女各２名以内

十　　特別委員会委員長 各委員会男女各１名

十一　特別委員会副委員長 各委員会男女各２名以内

　(役員選出方法)

第８条　役員の選出は、次のとおりとする。

一　寮長は、別に定める選挙規程に基づいて選出される。

二　副寮長・正副館長・監査員・正副委員長は、会員の中から寮長がこれを

任命し、総会の承認を受けるものとする。

三　階長は、当該館の会員の中から寮長がこれを任命する。

　(役員の任期)

第９条　役員の任期は１か年とし、４月１日から３月31日までとする。ただし、

寮長・副寮長については、１月１日から12月31日までとする。

　(役員の任務)

第10条　役員の任務は、下記のとおりとする。役員は、本会運営の中心的立場

にあることの責任を自覚し、任務を遂行しなければならない。

一　寮長は、本会の長として本会活動の全般にわたり会務を掌握し、役員及

び一般会員の指導にあたる。この任務の遂行に当たり寮長は、寮長に対す

るリコールを除くすべての会議の決定事項に対し､拒否することができる。

　　副寮長は、寮長を補佐し、寮長事故あるときはこれを代行する。

二　館長は、寮長との連絡を密にし、各館の管理・運営に当たる。副館長は、

館長を補佐し、館長事故あるときはこれを代行する。

三　階長及び室長は、館長との連絡を密にし、各階及び各室の管理・運営に

当たる。

四　副寮長は、総会及び役員会の議事を記録し、これを保存する。

五　本会の会計は、会計委員会が担当し、別に定める会計規程に基づき活動

する。

六　監査員は、会計規程に定める場合のほか、随時会計の監査を行う。

七　委員長は、各委員会の活動を推進する。副委員長は、委員長を補佐し、

委員長事故あるときはこれを代行する。
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第４章　会　議

　(会議の種類)

第11条　本会に総会・役員会・常任役員会・館総会及び室長会議を置く。

　(総会の組織)

第12条　総会は、全会員により構成される。

　(総会の任務)

第13条　総会は、本会活動の基本事項について審議決定する。

　(総会審議事項)

第14条　次の事項は、総会の決定又は承認を得なければならない。

一　階長・室長を除く寮長の任命による役員の承認

二　委員会の年間活動計画の承認

三　予算の決定及び決算の承認

四　会則の改正

　(総会の召集)

第15条　総会は、議長がこれを召集する。

　(総会の議事運営)

第16条　総会は、議長がこれを運営する。

　(議長の選出)

第17条　議長は、寮長が任命し、総会の承認を受けなければならない。議長が

選出されるまでは、寮長が議長を代行する。また、議長事故あるときは常任

役員が議長を代行する。

　(議長の任期)

第18条　議長の任期は、４月１日から３月31日までとする。

　(定期総会・臨時総会の開催)

第19条　総会は、定期総会と臨時総会とする。定期総会は、年３回とするが、

次の場合、議長は臨時総会を召集しなければならない。

一　寮長の要求がある場合

二　役員会で決定した場合

三　会員の５分の１以上の署名による要求がある場合

四　役員のリコールに関して選挙管理委員会より要求がある場合

五　会計の監査に関して監査員より要求がある場合

　(総会定足数)

第20条　総会の定足数は、全会員の３分の２とする。しかし、定足数に足りず

流会となり再度召集された総会は、全会員の過半数で成立するものとする。

　総会における決定は、出席者の賛成を必要とする。

　(総会召集告示)
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第21条　議長は、総会の召集日時反び議題を総会の３日前までに告示しなけれ

ばならない。ただし、臨時総会は、この限りではない。

　(役員会)

第22条　役員会は、本会の執行機関であり、本会の活動全般の運営にあたる。

　(役員会の組織)

第23条　役員会は、寮長・副寮長・正副館長・書記及び正副委員長より構成さ

れる。

　(役員会の召集と運営)

第24条　役員会は、寮長がこれを召集し運営する。

　(定期役員会と臨時役員会)

第25条　役員会は、定期役員会と臨時役員会とする。定期役員会は、月１回と

するが、寮長が必要と認めた場合は、臨時役員会を召集することができる。

また、役員会の構成員の３分の１以上の要求がある場合、寮長は臨時役員会

を召集しなければならない。

　(役員会召集告示)

第26条　寮長は、役員会の召集日時及び議題を役員会の３日前までに告示しな

ければならない。ただし、臨時役員会は、この限りではない。

　(会員の出席)

第27条　役員会は、他の会員に出席を求めることができる。しかし、この会員

は、決定権を有しない。

　(役員会定足数)

第28条　役員会の定足数は、構成員の４分の３とし、役員会における決定は出

席者の過半数の賛成を必要とする。

　(常任役員会)

第29条　常任役員会は、役員会の決定に基づいて本会の日常的活動の運営にあ

たる。

　(常任役員会の組織)

第30条　常任役員会は、寮長・副寮長及び正副館長より構成される。

　(常任役員会の運営)

第31条　常任役員会の運営は、役員会に準ずるものとする。

　(館総会)

第32条　館総会は、各館の運営について審議決定する。

　(館総会の組織)

第33条　館総会は、各館のすべての会員により構成される。

　(館総会の運営)

第34条　館総会の運営は、各館で定めるものとする。
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　(室長会議)

第35条　室長会議は、各館の室長により構成され、各館の運営について審議決

定することができる。ただし、その決定事項は、寮長に報告し承認を得るも

のとする。

　(室長会議の運営)

第36条　室長会議の運営方法は、各館で定めるものとする。

第５章　委員会

　(委員会の種類)

第37条　本会活動を専門的に調査研究し、その活動計画の立案と実施の指導に

あたるため、次の専門委員会と特別委員会を置く。

一　専門委員会

　総務委員会、体育委員会、文化委員会、整美厚生委員会、緑化委員会、

食事委員会、インターネット委員会、国際交流委員会

二　特別委員会

　報道委員会、選挙管理委員会、寮祭実行委員会

　(臨時委員会)

第38条　総会の承認により臨時委員会を置くことができる。

　(委員会の組織)

第39条　委員会は、委員長、副委員長及び各階から選出された若干名の委員に

より構成される。

　(委員会活動計画とその承認)

第40条　委員会は、年度当初・年間活動計画を立案しなければならない。これ

は役員会の審議を経て総会に提出され、その承認を得て実施されるのもとす

る。

　(委員会の新設・廃止)

第41条　委員会の新設・廃止は、総会の決定を必要とする。

　(委員会の任務)

第42条　各委員会の任務は、下記のとおりとする。

〔総務委員会〕 寮活動全般を総括し、かつ、火災予防、盗難防止など安

全管理の事項を行う。

〔体育委員会〕 寮内の体育関係の活動や行事に関する事項を行う。

〔文化委員会〕 寮内の文化関係の活動や行事に関する事項を行う。

〔整美厚生委員会〕 寮内外の清掃、環境の美化等の事項を行う。

〔緑化委員会〕 寮内外の緑化に関する事項を行う。

〔食事委員会〕 寮内外の食事に関する事項を行う。

〔会計委員会〕 寮内外の会計に関する事項を行う。
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〔報道委員会〕 新聞や機関紙の発行・寮内外の連絡・寮史編纂等の事項

を行う。

〔選挙管理委員会〕 別に定める規定に基づき、選挙に関する事項を行う。

〔寮祭実行委員会〕 寮祭に関する事項を行う。

〔インターネット委員会〕 インターネットに関する事項を行う。

〔国際交流委員会〕 国際間の交流を促進する事項を行う。

第６章　寮生活の手引き

　(寮生活の手引きについて)

第43条　本会則第２条に掲げる目的達成のため、本会則のほかに寮生活の手引

きを別に定める。

　(寮生活の手引きと改正)

第44条　寮生活の手引きの改正は、総会の決定を経て寮務主事の承認を受ける

ものとする。

第７章　辞　職

　(寮長・副寮長の辞職手続)

第45条　寮長・副寮長は、総会の承認を経て、校長の承認を得て辞職すること

ができる。

　(正副館長辞職手続)

第46条　正副館長は、館総会の承認を経て、寮長の承認を得て辞職することが

できる。

　(その他の役員の辞職手続)

第47条　書記・監査員・正副委員長は、役員会の承認を得て辞職することがで

きる。

　(議長・副議長の辞職手続)

第48条　議長・副議長は、総会の承認を得て辞職することができる。

第８章　リコール

　(正副館長以外の役員のリコール請求手続)

第49条　寮長・副寮長・書記・監査員・正副委員長・正副議長のリコールは、

会員の５分の１以上の署名をもって選挙管理委員会に請求することができ

る。

　(正副館長のリコール請求手続)

第50条　正副館長のリコールは、当該館の会員の５分の１以上の署名をもって

選挙管理委員会に請求することができる。

　(リコール請求の処理手続)

第51条　選挙管理委員会は、リコール請求を受けた後、直ちに寮長・副寮長・

書記・監査員・正副委員長の場合は総会の召集を議長に、正副館長の場合は
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館総会の召集を館総会の議長に要請し、その審議を受けなければならない。

正副議長のリコールの場合は、寮長が総会を召集するものとする。

　(リコールの成立と承認)

第52条　リコールは、出席者の３分の２以上の賛成で成立する。ただし、寮長

については、校長の承認を受けるものとする。

第９章　辞職・リコールその他による欠員の措置

　(寮長・副寮長・正副館長の欠員の措置)

第53条　寮長に欠員が生じた場合、選挙規程に定める補欠選挙を行わなければ

ならない。

２　副寮長・正副館長に欠員が生じた場合、寮長は速やかにこれを任命しなけ

ればならない。

　(選出までの代行)

第54条　寮長に欠員が生じた場合、補欠選挙で寮長が選出されるまで副寮長が

代行を務める。

２　寮長・副寮長に欠員が生じた場合、役員会で速やかに代行者を決定し、補

欠選挙で寮長が選出されるまで代行を務める。

３　館長に欠員が生じた場合、館長が任命されるまで副館長が代行を務める。

４　正副館長に欠員が生じた場合、正副館長が任命されるまで寮長が館長の代

行を、副寮長が副館長の代行を務める。

　(寮長・副寮長・正副館長以外の役員反び委員の欠員の措置)

第55条　寮長・副寮長・正副館長以外の役員及び委員に欠員が生じた場合は、

直ちに選出又は任命しなければならない。

附　則

一　本会則の改正は、総会の３分の２以上の賛成による決定を経て、校長の

承認を得て成立する。

二　本会則は、昭和58年４月１日から施行する。

三　本会則は、平成３年10月１日から施行する。

四　本会側は、平成13年４月１日から施行する。

会　計　規　程

第１章　総　則 (趣　旨)

第１条　長岡工業高等専門学校学生寮寮友会会則第６条第二号によりこの規程

を定める。

　(会計年度)

第２条　本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月31日に終わるもの

とする。
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第２章　予　算

　(一般会計と特別会計の別)

第３条　本会の経費は、会費、寄付その他の収入をもって充てる。

２　特別な活動に必要な経費は、臨時に徴収するものとし、特別会計として経

理する。

　(予算の作成・決定)

第４条　予算は、寮長の委嘱により毎年度当初会計委員会において作成し、役

員会の議を経て総会に提出し、その決定を得なければならない。

　(予算編成要領)

第５条　予算の編成は、次の要領で行う。

一　各機関の長から提出された予算要求書に基づいて会計委員会は適当な配

分を行い、その案を各機関の長に発表する。

二　予算原案を役員会に提出する前に各機関の長は、会計委員会と折衝する

ことができる。

三　校費で購入することが適当と認められたものは、予算に計上しない。

四　個人の所有に帰するものは、予算配分を認めない。

(臨時徴収及び支出)

第６条　臨時徴収及び支出は、総会の承認を必要とし、寮長の名において行う。

　(予備金)

第７条　予算に予備金を設け、不足が生じた項目については、役員会の承認を

得て支出する。

第３章　収　入

　(会費)

第８条　本会の会費は、１か月350円とする。

　(会費納入方法)

第９条　会費は、半年ごとに徴収するものとし、銀行口座振替又は銀行口座払

い込み等によるものとする。

　(会費払戻)

第10条　会費は、納入後原則として払戻しはしない。

　(特別会計)

第11条　特別な活動に必要な経費は、そのつど徴収するものとし、特別会計の

帳簿に記入する。

第４章　支　出

　(支出計算表)

第12条　支出は、すべて寮長の管轄下において会計委員会が掌握し、支出計算

表を備えてこれに記入する。
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　(支払請求手続)

第13条　支払いを必要とするときは、その責任者は会計委員会に請求書等を提

出し､会計委員会は学生課寮務係を通じて支払いを行わなければならない。

第５章　会計及び決算

　(会計報告)

第14条　会計委員会は、総会において会計中間報告及び会計決算報告をその年

度に１回以上行い、その承認を得なければならない。ただし、会計決算報告

の前には、会計監査を受けなければならない。

　(残高処理)

第15条　決算時の残高は、次年度に繰越すものとする。

　(監査請求)

第16条　会員の３分の２以上の会計監査要求が監査にあった場合は、ただちに

監査を行い、その結果を総会に報告しなければならない。

第６章　その他

　(特別会計残高処理)

第17条　特別会計の決算の残高は、次年度の特別会計に繰越すものとする。

　(備品台帳)

第18条　備品に属するものは、台帳に登録し次年度に引継ぐものとする。

附　則

一　この規程の改正は、総会の決定により成立する。

二　この規程は、昭和58年４月１日から施行する。

三　この規程は、平成３年10月１日から施行する。

四　この規程は、平成13年４月１日から施行する。

五　この規程は、平成16年４月１日から施行する。

選　挙　規　程

第１章　総　則 (趣　旨)

第１条　長岡工業高等専門学校学生寮寮友会会則第８条第一号により、この規

程を定める。

第２章　選挙管理委員会

　(任務)

第２条　選挙管理委員会は、次の事項を行う。

一　選挙人名簿の作成

二　選挙の告示

三　立候補者の届出及び辞退の受理

四　立候補者の審査
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五　立候補者の告示

六　投票及び開票の管理者、立会人及び書記の指名

七　当選者及び投票数の確認並びに結果の発表

　(役員の援助)

第３条　選挙管理委員会は、他の役員に援助を依頼することができる。

第３章　選　挙

　(選挙権・被選挙権)

第４条　全会員が選挙権、被選挙権を有する。

　ただし、入寮後６か月未満の会員及び選挙管理委員は被選挙権を有しない。

　(選挙日)

第５条　寮長選挙は、10月から12月中に行う。

　(選挙人名簿)

第６条　選挙人名簿は、氏名・科・学年を書き、選挙日の１週間前までに作成

する。

　(告示)

第７条　選挙の告示は、選挙日の２週間前とする。

　(立候補手続)

第８条　立候補しようとする者は、所定の手続きで締切日までに選挙管理委員

会に届け出なければならない。

２　寮長・副寮長・館長及び各委員長は、立候補の責任者にはなれない。

３　立候補締切日は、原則として選挙日の１週間前とする。

　(立候補の辞退)

第９条　立候補者が辞退するときは、所定の手続きにより選挙日の５日前まで

に届け出なければならない。

　(投票方法)

第10条　選挙は、無記名投票とし、所定の投票用紙により記号式あるいは単記

名式とする。

２　１人１票とし、不在者投票は選挙管理委員会の立会いのもとで行うことが

できる。

３　代理投票は認めない。

　(選挙の成立及び当選・信任)

第11条　選挙は、有効投票数が全有権者数の80％以上の場合を有効とし、80％

未満の場合は、再選挙を行うものとする。

２　選挙は最多得票者をもって当選者とし、同数の場合は決選投票を行うもの

とする。ただし、得票数が有効投票数の過半数を越える者がないときは、上

位２名をもって決選投票を行うものとする。
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３　信任投票の場合は、有効投票数の70％以上の得票をもって信任とする。不

信任の場合は、再度立候補者を募り再選挙を行う。ただし、不信任を受けた

者が再び立候補する場合は、対立候補を必要とする。

　(投票所及び投票時間)

第12条　投票所反び投票時間は、選挙管理委員会で定める。

　(投票用紙)

第13条　投票用紙は、選挙日に選挙人名簿と対照を経て選挙管理委員が選挙人

に渡す。

　(投票録)

第14条　選挙管理委員会は、投票録をつくり、投票結果を文書にして立会人と

ともに署名する。

　(立会人)

第15条　立会人は、１候補者につき１名とする。

　(投票効力の有無)

第16条　投票の効力が明確でない場合は、立会人の意見を聞き選挙管理委員会

が効力の有無を決定する。

２　次の場合、投票は無効となる。

一　正規の投票用紙でない時

二　定められた投票様式でない場合

三　記載された候補者名又は記号が判断できない時

四　他の事が記載された時

　(開票録)

第17条　選挙管理委員会は、開票録をつくり、開票結果を文書にして立会人と

ともに署名する。

　(当選者の決定)

第18条　選挙管理委員会は、第11条により当選者を決定し、本人に通知すると

ともに開票結果を公表する。

　(選挙運動)

第19条　選挙運動は､立候補届出手続きを終えてから選挙日の前日までとする。

２　寮長・副寮長・館長及び各委員長は、選挙応援はできない。

３　ポスターは、選挙管理委員会から交付されたもので選挙管理委員会の印を

必要とする。

　(立会演説会)

第20条　選挙管理委員会は、立会演説会を選挙日までに１回以上行わなければ

ならない。

　(補欠選挙)
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第21条　寮長に欠員が生じた場合、１週間以内に補欠選挙を行う。その場合の

任期は、前任者の残任期間とする。

　　　附　則

　一　この規程の改正は、総会の決定により成立する。

　二　この規程は、昭和58年４月１日から施行する。

　三　この規程は、平成３年10月１日から施行する。

　四　この規程は、平成13年４月１日から施行する。
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ⅩⅡ．卒 業 後 の 進 路

１．就　　職

２．編入学等





ⅩⅡ．卒業後の進路

　本校も設立以来既に9,007名の卒業生及び修了生を社会に送り出し、これら

卒業生及び修了生諸君は各界各層において有為な技術者として活躍していま

す。

　参考までに､平成22年度卒業生及び修了生の進路状況は､下表のとおりです。

進 路 状 況

学　科 平成23年３月現在

　　　　　　　区　　　分

  学　科　名

卒

業

者

数

進

学

者

数

就 職 者 数 �

�

他

県

内

県

外

機 械 工 学 科 39 24 7 7 1

電気電子システム工学科 41 26 7 8 0

電 子 制 御 工 学 科 32 27 3 1 1

物 質 工 学 科 33 25 3 5 0

環 境 都 市 工 学 科 35 28 4 3 0

計 180 130 24 24 2

専攻科 平成23年３月現在

　　　　　　　区　　　分

 専　攻　名

修

了

者

数

進

学

者

数

就 職 者 数 �

�

他

県

内

県

外

電子機械システム工学専攻 15 7 5 3 0

物 質 工 学 専 攻 8 3 1 4 0

環 境 都 市 工 学 専 攻 8 1 2 4 1

計 31 11 8 11 1
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１．就　　職

　毎年卒業生の就職については、全教員および関係職員がそれぞれの分野で最

善の努力を払っており、学科は主として学科長及びクラス担任が、専攻科は専

攻主任が助言やあっ旋に当っています。

　なお、専攻科は、４年制大学の学部卒業と同じ資格で就職しています。

産業別の就職者状況

学　科 平成23年３月現在

　　　　産業分類

　学科名

建

設

業

製　　造　　業 電
気
�
�
�
�
熱
供
給
�
水
道
業

情

報

通

信

業

運

輸

業

不

動

産
�

物

品

賃

貸

業

専
門
�
技
術
�
�
�
�
業

�

�

�

�

業

公

務

合

計

食

料

品

製

造

業

�
�
�
�
紙
�
紙
加
工
品
製
造
業

印

刷
�

同

関

連

業

化

学

工

業

製

造

業

金

属

製

品

製

造

業

�
�
用
機
械
器
具
製
造
業

生
産
用
機
械
器
具
製
造
業

業
務
用
機
械
器
具
製
造
業

電
子
部
品
�
�
�
�
�
�

電

子

回

路

製

造

業

電
気
機
械
器
具
製
造
業

輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業

機 械 工 学 科 1 1 2 1 1 1 1 3 1 1 1 14

電気電子システム工学科 1 1 1 1 1 4 4 1 1 15

電子制御工学科 1 1 2 4

物 質 工 学 科 7 1 8

環境都市工学科 1 1 2 1 1 1 7

計 2 1 1 1 9 2 1 1 3 1 4 2 9 4 2 1 2 1 1 48

専攻科 平成23年３月現在

　　　　産業分類

　学科名

建

設

業

製　　造　　業 電

気

�

�

�

�

熱

供

給
�

水

道

業

運

輸

業

教

育
�

学

習

支

援

業

公

務

合

計

化

学

工

業

製

造

業

生

産

用

機

械

器

具

製

造

業

電

気

機

械

器

具

製

造

業

輸

送

用

機

械

器

具

製

造

業

�

�

他

製

造

業

電子機械システム工学専攻 1 3 2 2 8

物 質 工 学 専 攻 2 1 1 1 5

環境都市工学専攻 3 2 1 6

計 3 3 3 1 2 1 2 2 1 1 19
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２．編入学等

　高専は、完成教育制度ですが、より深い真理・技術の探求を目指す卒業生に

は、大学（主に工学部）３年編入、および高専専攻科（２年制）への道が広く

開かれており、希望者の大部分がその意志を果たしています。

　また、専攻科は、大学共同利用機関「大学評価・学位授与機構」の行う試験

等に合格すると学士（工学）の学位が授与され、大学院へ進学できます。

進学先一覧

学　科 平成23年３月現在

学校名

学科名

東

北

大

学

群

馬

大

学

筑

波

大

学

千

葉

大

学

横

浜

国

立

大

学

電

気

通

信

大

学

東

京

工

業

大

学

東

京

農

工

大

学

新

潟

大

学

長
岡
技
術
科
学
大
学

信

州

大

学

富

山

大

学

豊
橋
技
術
科
学
大
学

和

歌

山

大

学

京
都
工
芸
繊
維
大
学

神

戸

大

学

首

都

大

学

東

京

長
岡
高
専
専
攻
科

合

計

機 械 工 学 科 1 1 1 1 14 1 1 4 24

電気電子システム工学科 1 1 17 1 1 5 26

電子制御工学科 1 1 1 1 2 13 1 2 5 27

物 質 工 学 科 1 1 1 14 1 1 1 5 25

環境都市工学科 16 1 3 1 7 28

計 1 1 1 1 1 1 2 2 5 74 4 2 4 1 1 1 2 26 130

専攻科 平成23年３月現在

学校名

専攻名

東
京
工
業
大
学
大
学
院

総
合
研
究
大
学
院
大
学

長
岡
技
術
科
学
大
学
大
学
院

新

潟

大

学

大

学

院

九

州

大

学

大

学

院

合

計

電子機械システム工学専攻 1 6 7

物 質 工 学 専 攻 1 1 1 3

環境都市工学専攻 1 1

1 1 7 1 1 11
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ⅩⅢ．教　職　員　名　簿





ⅩⅢ．教職員名簿

○校　長

理学博士　　渡　邉　和　忠

○主事・主事補

総務主事

　山　田　隆　一

総務主事補

　田　中　　　聡

　中　村　　　奨

教務主事

　山　﨑　　　誠

教務主事補

　山田　　　　章

　佐　藤　拓　史

　井　林　　　康

学生主事

　荒　木　信　夫

学生主事補

　高　橋　　　剛

　池　田　富士雄

　赤　澤　真　一

寮務主事

　坂　井　俊　彦

寮務主事補

　猪　平　直　人

　竹　内　麻希子

　皆　川　正　寛

○専攻科長・専攻科長補、専攻主任

専　攻　科　長 吉　野　正　信
専 攻 科 長 補 外　山　茂　浩
専 攻 科 長 補 柴　田　　　勝

電子機械システム工学専攻主任 梅　田　幹　雄
物 質 工 学 専 攻 主 任 丸　山　一　典
環境都市工学専攻主任 宮　腰　和　弘

○学科長

一 般 教 育 科 涌　田　和　芳
機 械 工 学 科 河　田　剛　毅
電気電子システム工学科 田　口　裕二朗

電 子 制 御 工 学 科 梅　田　幹　雄
物　質　工　学　科 丸　山　一　典
環 境 都 市 工 学 科 宮　腰　和　弘

○学級担任

学年 機　　械 電気電子 電子制御 物　　質 環境都市

１ 田 原 喜 宏 小 川　　 秀 佐 藤 秀 一 松 永 茂 樹 阿 部 髙 弘

２ 大 湊 佳 宏 佐 藤 直 紀 占 部 昌 蔵 猪 平 直 人 鈴 木　 覚

３ 池　田　富士雄 長 部 恵 一 太刀川　信　一 赤 澤 真 一 村 上 祐 貴

４ 大　石　耕一郎 矢 野 昌 平 佐 藤 拓 史 荒 木 秀 明 田 中 一 浩

５ 山 岸 真 幸 中 村　　 奨 外 川 一 仁 田 﨑 裕 二 岩 波　　 基

○施設長・主任

図書館長 塩　野　計　司

総合情報処理センター長 太刀川　信　一

地域共同テクノセンター長 片　桐　裕　則

教育研究技術支援センター長 山　﨑　　　誠

課外教育活動センター長 荒　木　信　夫

雪氷低温技術教育研究センター長 河　田　剛　毅

国際交流推進センター長 青　柳　成　俊

総合企画室長 中　村　　　奨

入学者対策室長 菅　原　正　義

学生相談室長 今　野　　　哲

地球ラボ室長 荒　木　秀　明

留学生指導教員主任 矢　野　昌　平

水質管理責任者 田　中　一　浩

遺伝子組換え実験等安全主任者 菅　原　正　義

自衛消防隊長 塩　野　計　司
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○学　科　等

　一般教育科

職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

教　　　授
(理学修士 )

岩　瀬　誠　一 微分積分Ⅰ ,Ⅱ　確率　応用数学Ⅰ

教　　　授 佐　藤　公　俊 現代社会　法学　経済学Ａ･Ｂ

教　　　授
(理学博士 )

涌　田　和　芳 基礎数学　代数幾何　確率　統計学

教　　　授
(文学修士 )

相　原　　　勝 独語Ⅰ　独語Ⅱ　文学Ⅱ

教　　　授
(修士(教育学))

自　見　壽　史 英語Ⅰ ,Ⅱ ,Ⅲ 英語 (Ｂ )　総合英語

教　　　授
(博士 (学術 ))

松　永　茂　樹
物理　物理演習　
物理学ⅠＡ ,ⅠＢ ,ⅡＡ ,ⅡＢ　量子物理

教　　　授
(文学修士 )

今　野　　　哲 国語　文学Ⅰ

教　　　授 阿　部　髙　弘 保健・体育

教　　　授
(理学博士 )

佐　藤　秀　一 物理　物理学ⅠＡ ,ⅠＢ ,ⅡＡ ,ⅡＢ　量子物理

准　教　授
(博士 (理学 ))

野　澤　武　司 基礎数学　代数幾何　確率　応用数学Ⅰ　統計学

准　教　授
(博士 (理学 ))

佐　藤　直　紀 微分積分Ⅰ ,Ⅱ　応用数学Ⅱ　応用解析

准　教　授
(修士 (文学 ))

鈴　木　　　覚 現代社会　哲学Ａ･Ｂ

准　教　授
(博士 (理学 ))

山　田　　　章 基礎数学　微分積分Ⅱ　応用数学Ⅰ

准　教　授
(修士 (文学 ))

田　中　　　聡 歴史　歴史学Ⅰ ,ⅡＡ ,ⅡＢ

准　教　授
(修士 (文学 ))

猪　平　直　人 国語　文学Ⅰ

准　教　授
(博士 (理学 ))

新　井　好　司 物理　物理演習　物理学ⅠＡ ,ⅠＢ　物理工学

准　教　授
(修士(体育科学))

江　田　茂　行 保健・体育

准　教　授
（博士（農学））

小　川　　　秀 化学　生物

准　教　授
(修士(教育学))

占　部　昌　蔵 英語Ⅰ ,Ⅱ ,Ⅲ

准　教　授
(博士(学術))

土　田　泰　子 英語Ⅰ ,Ⅱ ,Ⅲ　実用英語

准　教　授
(博士 (理学 ))

高　橋　　　剛 基礎数学　微分積分Ⅰ　応用数学Ⅱ　応用代数

准　教　授
（修士（教育学））

大　湊　佳　宏 英語Ⅰ ,Ⅱ ,Ⅲ　総合英語

講　　　師
（修士（文学））

田　中　真由美 英語Ⅰ ,Ⅱ ,Ⅲ　

助　　　教
（博士（教育学））

横　山　剛　士 保健・体育

助　　　教
(博士 (理学 ))

田　原　喜　宏 基礎数学　代数幾何　応用数学Ⅱ　統計学
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職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

非常勤講師 丸　山　　　俊 国語

黒　田　知　子 国語

髙加茂　陽　子 国語

鈴　木　敏　紀 社会学　経済学Ａ , Ｂ　地域産業と技術

藤　田　武　彦 歴史（世界史）

長谷川　健　一 地域産業と技術

小　林　泰　秀 応用数学Ⅱ

田　浦　裕　生 応用数学Ⅱ

山　口　　　惇 化学

赤　坂　大　樹 化学

田　巻　　　仁 化学

藤　井　修　治 化学

鈴　木　誠　治 生物

古　川　　　清 生物学

高　原　美　規 生物学

山　本　麻　希 生物学

永　田　　　聰 地学

伊豫田　成　子 地学

和　田　文　夫 保健・体育

佐々木　睦　夫 保健・体育

ジェリー・モルト オーラルコミュニケーション

ポール・エドワーズ オーラルコミュニケーション　コミュニケーション特講　英語特講Ａ

トッド・モールド オーラルコミュニケーション　コミュニケーション特講

高　橋　智　恵 英語Ⅰ ,Ⅱ ,Ⅲ　英語（Ｃ）

河　田　重　雄 英語特講Ｂ　英語Ⅰ ,Ⅱ　英語 (Ａ )

張　　　素　娟 中国語

柳　　　昌　雲 韓国語

山　下　多恵子 文学Ⅱ

本　多　康　夫 美術

長谷川　紀　子 音楽

松　田　由美子 日本語

松　本　和　明 地域産業と技術

羽　賀　友　信 国際関係学演習
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　機械工学科

職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

教　　　授
(博士 (工学 ))

近　藤　　俊美
初等力学Ｂ　材料力学ⅠＡ ,ⅠＢ　材料力学Ⅱ　

物理学ⅡＢ　固体力学概論

教　　　授
(博士 (工学 ))

山　田　隆　一
計測工学　精密加工　マイクロテクノロジー　

機械工作法

教　　　授
(博士 (工学 ))

吉　野　正　信
機械要素　機械設計学　設計演習　機械力学

システムダイナミックス

教　　　授
(博士 (工学 ))

河　田　剛　毅
熱力学Ａ ,Ｂ　基礎情報処理　伝熱工学

環境エネルギー工学

教　　　授
(博士 (工学 ))

青　柳　成　俊
初等力学Ａ　科学英語演習　材料組織学　材料強度

学　材料設計工学　

准　教　授
(博士 (工学 ))

大　石　耕一郎
物理学ⅡＡ　電気回路　電子回路Ⅰ ,Ⅱ　物性科学

准　教　授
(博士 (工学 ))

山　岸　真　幸
流体力学ⅠＡ ,ⅠＢ ,Ⅱ　数値解析法　

シミュレーション工学

准　教　授
(博士 (工学 ))

池　田　富士雄
基礎情報処理　機構学　制御工学Ａ ,Ｂ　

メカトロニクス

准　教　授
(博士 (工学 ))

佐々木　　　徹 物理学演習　情報処理演習　ＣＡＤ /ＣＡＥ

非常勤講師 吉　原　英　雄 設計製図

佐　藤　久　一 設計製図

村　山　光　博 情報処理

小　林　　　訓 材料科学Ⅱ

宮　下　幸　雄 材料科学Ⅰ

南　口　　　誠 材料科学Ⅰ

武　田　雅　敏 材料科学Ⅰ
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　電気電子システム工学科

職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

教　　　授
(博士 (工学 ))

恒　岡　まさき
電力システム工学　電気法規ならびに施設管理
エネルギー工学　パワーエレクトロニクス　電気電子設計

教　　　授
(博士 (工学 ))

田　口　裕二朗
電気電子理論Ⅱ　デジタル信号処理　光波工学Ａ ,Ｂ
電気電子工学基礎

教　　　授
(博士 (工学 ))

片　桐　裕　則
電気電子計測　電気電子理論Ⅰ　
電気電子材料Ａ ,Ｂ　 

教　　　授
（工学博士）

山　﨑　　　誠
システム基礎　物理学ⅡＡ ,Ｂ　プログラミング　
電子デバイス 

教　　　授
（工学博士）

中　村　　　奨 電気英語　デジタル回路Ａ ,Ｂ　電磁気学Ａ ,Ｂ

准　教　授
(博士 (工学 ))

樺　澤　辰　也
電気電子理論演習Ⅰ　電気回路ⅡＡ　通信工学Ａ ,Ｂ
プログラミング演習　応用プログラミングＢ

准　教　授
(博士 (工学 ))

長　部　恵　一
電気電子理論演習Ｉ　電気電子理論演習Ⅱ　
プログラミング演習　電子回路Ａ ,Ｂ

准　教　授
(博士 (工学 ))

矢　野　昌　平
応用プログラミングＡ　電気回路Ⅰ　電子回路ⅡＢ
電気電子工学演習Ⅱ

准　教　授
(博士 (工学 ))

竹　内　麻希子
電子計算機　電気電子工学演習Ⅰ
基礎情報処理

助　　　教
(博士 (工学 ))

床　井　良　徳 電気機器Ａ ,Ｂ　電気電子理論演習Ⅱ

非常勤講師 佐々木　修　己 システム制御工学Ａ ,Ｂ

湯　川　高　志 計算機システム

末　松　久　幸 電気電子応用工学

菊　地　崇　志 電気電子応用工学

武　子　雅　一 照明工学
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　電子制御工学科

職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

教　　　授
(工学博士 ) 

石　田　博　樹
熱力学Ⅰ ,Ⅱ　流体力学　工業数学Ｂ
エネルギー変換工学　科学英語

教　　　授
(博士 (工学 ))

太刀川　信　一
電気電子基礎　ディジタル論理回路
データ通信工学　電子回路ⅠＢ ,Ⅱ

教　　　授
(博士 (工学 ))

梅　田　幹　雄
電磁気学ⅡＡ ,ⅡＢ　電気回路Ⅰ　センサー工学　
電子制御工学実験Ⅰ　超音波テクノロジー

准　教　授
(工学修士 ) 

外　川　一　仁
制御工学Ｂ　メカトロニクスＡ ,Ｂ　機械創造学Ⅱ
計算機援用設計　シミュレーション工学

准　教　授
(博士 (工学 ))

永　井　　　睦
機械創造学ⅠＡ　材料力学Ⅰ ,Ⅱ　工業数学Ａ
レオロジー　計測システム工学

准　教　授
(博士 (工学 ))

高　橋　　　章
計算機システム　情報処理　離散数学　数理演習Ⅰ
プログラミング演習Ⅳ　コンピュータビジョン

准　教　授
(博士 (工学 ))

竹　部　啓　輔
基礎情報処理　プログラミング演習Ⅰ
コンピュータネットワーク　システム情報工学

准　教　授
(博士 (工学 ))

佐　藤　拓　史
線形システム制御　制御工学Ａ　ロボット工学
数理演習Ⅱ　プログラミング演習Ⅱ，Ⅲ

准　教　授
(博士 (工学 ))

外　山　茂　浩
機械創造学ⅠＢ　線形システム工学
機械力学Ⅰ ,Ⅱ　線形制御 

准　教　授
(博士 (工学 ))

皆　川　正　寛 電磁気学ⅠＡ，ⅠＢ　電子回路ⅠＡ　電気回路ⅡＢ

非常勤講師 木　村　宗　弘 電子デバイス工学

坪　根　　　正 数値解析

武　井　由　智 アルゴリズムとデータ構造

齋　藤　和　夫 電気回路ⅡＡ
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　物質工学科

職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

教　　　授
(理学博士 ) 

加　藤　正　直
分析化学　機器分析　溶液化学
基礎工学演習Ⅱ　物質工学実験　化学基礎工学Ⅰ

教　　　授
(工学博士 ) 

丸　山　一　典
化学工学 I, Ⅱ　化学・工業英語Ⅱ　輸送現象論
物質工学実験　物理学実験　基礎工学演習Ⅲ

教　　　授
(理学博士 ) 

粟　野　一　志
有機化学Ⅱ　基礎工学演習Ⅳ　有機プロセス化学
材料化学実験　化学基礎工学Ⅰ ,Ⅱ　構造解析学Ⅰ
応用有機化学　物質工学実験　レポート作成法

教　　　授
(博士 (工学 ))

岩　井　　　裕
材料物理化学　無機材料工学　無機化学Ⅱ
物質工学概論　材料化学実験　固体構造化学
物理化学Ⅱ

教　　　授
(博士 (工学 ))

坂　井　俊　彦
情報処理Ⅱ ,Ⅲ　物理化学Ⅰ　物質工学実験
化学基礎工学Ⅰ ,Ⅱ　基礎情報処理　化学反応論

教　　　授
(博士 (工学 ))

鈴　木　秋　弘
有機化学 IＡ ,I Ｂ　生体物質化学
基礎工学演習Ⅰ　生物有機化学　物質工学実験　

教　　　授
(博士 (農学 ))

菅　原　正　義
生物化学Ⅰ　食品化学　食品製造工学
応用生物化学実験　応用微生物学　
材料化学実験　食品栄養学　食品機能化学

准　教　授
(博士 (工学 ))

細　貝　和　彦
反応工学　高分子化学　高分子物性　材料化学実験
情報処理Ⅰ　機能性高分子化学

准　教　授
(博士 (工学 ))

小　出　　　学
無機化学 IＡ ,I Ｂ　構造解析学Ⅱ　物質工学実験
化学基礎工学Ⅰ　応用電子化学

准　教　授
(博士 (農学 ))

柴　田　　　勝
基礎生物工学　生物化学 I　環境化学
応用生物化学実験　生命科学　生物工学

准　教　授
(博士 (農学 ))

田　﨑　裕　二
基礎情報処理　生物化学Ⅱ　分子生物学
応用生物化学実験　化学・工業英語Ⅰ　酵素化学

准　教　授
(博士 (工学 ))

荒　木　秀　明
物理学 IＡ ,I Ｂ , ⅡＡ　化学システム制御
物理学実験　材料化学実験　レポート作成法
物質工学実験　物性化学

准　教　授
(博士(バイオサイエンス))

赤　澤　真　一
生体触媒工学　品質管理　基礎生物工学
応用生物化学実験　物質工学実験　遺伝子工学

非常勤講師 山　崎　　　彬 食品製造工学

田　中　久仁彦 物理学ⅡＢ

－247 －



　環境都市工学科

職　名 氏　　名 主　な　担　当　科　目

教　　　授
(工学博士 ) 

塩　野　計　司
力学の基礎　構造力学　強さと形　創造演習
防災計画＋景観工学

教　　　授
(博士 (工学 ))

宮　腰　和　弘
都市計画　交通工学　計画学　
防災計画＋景観工学　創造演習

教　　　授
(博士 (工学 ))

荒　木　信　夫
水環境 環境工学　地球と環境　環境都市工学製図
環境都市工学実験　環境都市工学の基礎

教　　　授
(博士 (工学 ))

岩　波　　　基
地盤工学　環境都市工学の基礎
土の基礎

嘱 託 教 授
(博士 (理学 ))

佐　藤　和　秀 地球と環境　地球科学

准　教　授
(博士 (学術 ))

田　中　一　浩
衛生工学　水化学　基礎情報処理　測量学実習
プログラミングの基礎　環境都市工学実験
情報処理

准　教　授
(博士 (工学 ))

井　林　　　康
構造力学　プログラミングの基礎 基礎情報処理
環境都市工学設計　環境都市工学実験

准　教　授
(博士 (工学 ))

衞　藤　俊　彦
水理学　河川水理学　水工学の基礎
環境都市工学の基礎　環境都市工学実験

准　教　授
(博士 (工学 ))

村　上　祐　貴
鉄筋コンクリート工学　建設材料
測量学実習　環境都市工学実験　工学演習
環境都市工学の基礎

助　　　教
(博士 (工学 ))

山　本　隆　広
地球と環境　測量学　測量学実習
科学技術英語　創造実習　工学演習

助　　　教
(博士 (工学 ))

宮　　靖　大
力学演習　基礎情報処理　情報処理　測量学
応用測量学　工学演習

非常勤講師 西　村　伸　也 建築学概論

野　村　角　衛 応用測量学

神　林　洋　一 建設マネージメント

伊　東　栄　松 建設マネージメント

小　林　正　利 建設マネージメント

村　山　一　啓 建設マネージメント
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　総合情報処理センター

センター長（兼務）　　　教　授（博士（工学））　　　　太刀川　信　一

センター副長（兼務）　　准教授（博士（工学））　　　　竹　部　啓　輔

センター副長（兼務）　　准教授（博士（工学））　　　　衞　藤　俊　彦

　雪氷低温技術教育研究センター

センター長（兼務）　　　教　授（博士（工学））　　　　河　田　剛　毅

○保健室担当

学　校　医 渡　辺　庄　治

学校歯科医 石　黒　　泰子

　　〃 中　川　　　昭

　　〃 柳　村　光　寛

学校薬剤師 佐　藤　宏　之

看　護　師 石　丸　のり子

○学生相談室担当

室　　　長 今　野　　　哲

相　談　員 田　原　喜　宏

　　〃 佐々木　　　徹

　　〃 竹　内　麻希子

　　〃 鈴　木　秋　弘

　　〃 村　上　祐　貴

相　談　員 石　丸　のり子

　　〃 中　山　恵　子

　　〃 多　門　敬　子

サポート相談員 外　山　茂　浩

サポート相談員 赤　澤　真　一

○事　務　部

事 務 部 長 濱　口　清　武

総 務 課 長 山　谷　利　明 学 生 課 長 御　園　信　昭
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○教育研究技術支援センター

技術長（兼務） 星　井　進　介　　　　　　　　　　　

技術専門員 高　橋　恭　一　　　　　　　　　　　

第一技術グループ 第二技術グループ 第三技術グループ

係長(兼務) 野 ロ 一 英 係長(兼務) 土 田 勝 範 主任(兼務) 碓 氷 　 誠

主任(兼務) 杉澤元次郎  大 澤 拓 洋  渡 邉 雅 博

 伊 佐 　 実  小 柳 久 也  猪 爪 高 見

 柳 澤 宏 昭  神 保 和 夫  新井田聖次

 白 井 岩 夫  小 林 聖 兒
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ⅩⅣ．施設・整備の概況

　＝敷地＝

総 面 積

(m2 )

使　　用　　区　　分

校 舎 等

(m2 )

野 球 場

(m2 )

そ の 他

(m2 )

121,810 104,410 17,124 276

　＝建　物＝

校　　　　　　　舎 学　　　生　　　寮

名 称 構 造 延面積(m2) 名 称 構 造 延面積(m2)

１ 号 館 Ｒ Ｃ ３ 3,693 高 志 寮 １ 号 館 Ｒ Ｃ ３ 714

１号館 ( 中央棟 ) Ｒ Ｃ ３ 1,008 高 志 寮 ２ 号 館 Ｒ Ｃ ３ 714

２ 号 館 Ｒ Ｃ ３ 1,737 高 志 寮 ３ 号 館 Ｒ Ｃ ４ 2,249

３ 号 館 Ｒ Ｃ ５ 4,998 高 志 寮 ４ 号 館 Ｒ Ｃ ５ 2,166

４ 号 館 Ｒ Ｃ ４ 3,683 清 花 寮 Ｒ Ｃ ３ 621

５ 号 館 Ｒ Ｃ ３ 1,296 管 理 棟
Ｒ Ｃ １
一部ＲＣ２ 451

６ 号 館 Ｒ Ｃ ５ 3,428 そ の 他 798

機 械 実 験 棟 Ｒ Ｃ ２ 595 計 7,713

図 書 館 Ｒ Ｃ ２ 1,437

総合情報処理センター Ｒ Ｃ １ 445

福 利 厚 生 棟 Ｒ Ｃ ２ 917

雪氷低温技術教育センター Ｒ Ｃ ２ 326

第 １ 体 育 館 Ｓ　 １ 855

第 ２ 体 育 館 Ｓ　 １ 944

学 生 部 室 １ Ｒ　 １ 81

学 生 部 室 ２ Ｃ Ｂ １ 83

学 生 部 室 ３ Ｒ　 １ 128

剣 道 場 Ｒ Ｃ １ 280

体育活動センター Ｒ Ｃ ３ 477

グランド管理室 Ｒ Ｃ １ 94

渡廊下･車庫･その他 875

計 27,380

（注）構造欄のＲＣとは鉄筋コンクリート造り、Ｓとは鉄骨造り、ＣＢとはコンクリー
トブロック造り、Ｗとは木造、数字は階数を示す。
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　　各クラスのホームルームとなる講義室

機械工学科 電気電子システム工学科 電子制御工学科 物質工学科 環境都市工学科

１ 学 年 421 422 413 412 411

２ 学 年 623 624 625 621 622

３ 学 年 633 634 635 631 632

４ 学 年 643 644 645 653 642

５ 学 年 651 654 655 613 641
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術

係
会

議
室

W
C

前
室

学
�

生
研

究
室

ワ
イ

ヤ
レ

ス
通

信
研

究
室

音
響

工
学

研
究

室

機
械

実
験

棟
へ

５
号

館
１

階

１
号

館
中

央
棟

２
階

２
号

館
２

階

３
号

館
１

階
�

和
室

電
気

室
恒

温
室

部
室

部
室

部
室

部
室

部
室

部
室

倉
庫

１
号

館
２

階

福
利

厚
生

棟
２

階

� � �

� � �

パ
ワ

ー
エ

レ
ク

ト
ロ

ニ
ク

ス
研

究
室

� �
� �

� �
� �

� �
� �

� �
� �

� �
� �

学
�

科
談

話
室

電
気

研
究

活
動

補
助

室

学
生

指
導

補
助

室

実
�

験
準

備
室

電
子

通
信

実
験

室

電
力

機
械

実
験

室
電

�
子

材
�

料
研

究
室

高
電

圧
組

�
込

研
究

室

電
�

子
デ

バ
イ

ス
研

究
室

電
�

力
シ

ス
テ

ム
研

究
室

情
�

報
通

�
信

研
究

室

半
導

体
工

�
学

研
究

室

電
磁

波
工

�
学

研
究

室

光
エ

レ
ク

トロ
ニ

ク
ス

研
究

室

ホ
ロ

グ
ラ

ム
研

究
室

レ
ー

ザ
ー

応
用

工
学

研
究

室

レ
ー

ザ
ー

セ
ン

シ
ン

グ

研
究

室

応
用

計
測

・
成

形
加

工
第

２
研

究
室

生
物

培
養

室

低
温

室
恒

温
恒

湿
室

制
御

工
学

研
究

室

分
子

生
物

学
研

究
室

� �

有
機

光
デ

バ
イ

ス
研

究
室

応
用

計
測

・
成

形
加

工
第

１
研

究
室

E
V

W
C

レ
ー

ザ
ー

研
究

室

電
子

制
御

端
末

室

メ
カ

ト
ロ

ニ
ク

ス

研
究

室
計

算
機

工
学

研
究

室

学
生

会
室

� � � � �

課
外

活
動

室

設
備

機
械

室

コ
ン

ク
リ
ー

ト

実
験

室

試
験

機
基

礎
計

測
室

土
質

実
験

室

特
殊

試
験

室

溶
接

・
鋳

造
工

場
機

械
工

場
も

の
づ

くり
工

�
房

管
理

室

� � � � �

� � � �

W C

←
図

書
館

←
図

書
館

←
４

号
館

２
階

←
４

号
館

２
階

給
湯

倉
庫
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３
号

館
５

階

機
械

実
験

棟
２

階

機
械

実
験

棟
１

階

雪
氷
・
低
温

セ
ン
タ
ー
２
階

低
温

室
C

準
備

室

資
料

室

３
号

館
４

階

� �

� � �

� �
� �
� �
� �
� �
� �
� �

� � �

� � �

� � �

W
C

W
C

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

コ
ー

ナ
ー

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

コ
ー

ナ
ー

熱
工

学

研
究

室

流
体

工
学

研
究

室
金

属
材

料
実

験
室

生
産

技
術

研
究

室

基
盤

教
育

研
究

室 機
械

工
学

科
実

践
教

育

研
究

室
（製

図
室

）

雪
氷

地
球

環
境

研
究

室

測
定

室

構
造

防
災

研
究

室

構
造

耐
震

研
究

室

都
市

計
画

研
究

室

� �
� �
� �

� � � � �

精
密

測
定

研
究

室

� � � � � � �

構
�

造

実
験

室

地
理

情
報

衛
星

画
像

解
析

室

雪
氷
・
低
温

セ
ン
タ
ー
１
階

機
械

工
学

科
書

庫

精
密

加
工

研
究

室
超

精
密

測
定

機
室

制
御

工
学

実
験

室

機
械

工
学

科

共
同

研
究

室

気
象

観
測

室

気
象

観
測

準
備

室

実
  
験

準
備

室
機

械
力

学
実

験
室

材
料

力
学

第
１

実
験

室

� � � �

� � � � �

測
定

室
工

作
室

低
温

室
A

低
温

室
B

� �

� � �
� �

実
験

実
習

室

空
調

空
調

露
場

屋
上

（１
号

館
）

タ
ン

ク
室

屋
上

（中
央

棟
）

屋
根

屋
上

屋
上

� � � �

５
号

館
３

階

３
号

館
３

階

連
絡

室

� � �

� �

電
�

�
子

制
御

応
用

実
験

室

応
用

生
物

学
研

究
室

制
御

工
学

第
２

研
究

室

微
生

物
化

�
学

研
究

室

視
覚

情
報

処
理

第
２

研
究

室

情
報

伝
送

研
究

室

� � � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � �

� � � � � � � � � �

� � � � � � �

環
境

評
価

制
�

御
研

究
室

機
�

器

分
析

室

水
環

境
工

�
学

実
験

室

分
�

子
生

�
物

解
析

室 � � � � �

� � � � �

� �

� � � � �

� �
� �

� �
環

 境
ゼ

ミ室

測
量

機
材

室

実
験

実
習

準
備

室

W
C

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

コ
ー

ナ
ー

� �
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３
号

館
５

階

機
械

実
験

棟
２

階

機
械

実
験

棟
１

階

雪
氷
・
低
温

セ
ン
タ
ー
２
階

低
温

室
C

準
備

室

資
料

室

３
号

館
４

階

� �

� � �

� �
� �
� �
� �
� �
� �
� �

� � �

� � �

� � �

W
C

W
C

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

コ
ー

ナ
ー

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

コ
ー

ナ
ー

熱
工

学

研
究

室

流
体

工
学

研
究

室
金

属
材

料
実

験
室

生
産

技
術

研
究

室

基
盤

教
育

研
究

室 機
械

工
学

科
実

践
教

育

研
究

室
（製

図
室

）

雪
氷

地
球

環
境

研
究

室

測
定

室

構
造

防
災

研
究

室

構
造

耐
震

研
究

室

都
市

計
画

研
究

室

� �
� �
� �

� � � � �

精
密

測
定

研
究

室

� � � � � � �

構
�

造

実
験

室

地
理

情
報

衛
星

画
像

解
析

室

雪
氷
・
低
温

セ
ン
タ
ー
１
階

機
械

工
学

科
書

庫

精
密

加
工

研
究

室
超

精
密

測
定

機
室

制
御

工
学

実
験

室

機
械

工
学

科

共
同

研
究

室

気
象

観
測

室

気
象

観
測

準
備

室

実
  
験

準
備

室
機

械
力

学
実

験
室

材
料

力
学

第
１

実
験

室

� � � �

� � � � �

測
定

室
工

作
室

低
温

室
A

低
温

室
B

� �

� � �
� �

実
験

実
習

室

空
調

空
調

露
場
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E
V

第
１

体
育

館
↑

ブ
ラ

ウ
ジ

ン
グ

�
コ

ー
ナ

ー

ピ
ロ

テ
ィ

ー

情
報

処
理

セ
ン

タ
ー

１
階

図
書

館
１

階
図

書
館

中
央

棟
１

階

４
号

館
１

階

サ
ニ

タ
リ
ー

コ
ー

ナ
ー

玄
関

ホ
ー

ル

学
生

課

事
務

室

ゼ
ミ

室
41

3講
義

室
4
12

講
義

室
4
1
1講

義
室

池

第
1

保
存

書
庫

第
２

保
存

書
庫

グ
ル

ー
プ

学
習

室
グ

ル
ー

プ
学

習
室

61
3講

義
室

61
2講

義
室

61
1
講

義
室

6
1
4

講
義

室

６
号

館
１

階

W
C

地
域

共
同

テ
ク

ノ
セ

ン
タ

ー

精
密

加
工

室

W
C

� � � � � �

� � � � � �

第
１

端
末

室

第
２

端
末

室

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

管
理

室

� � � �

� � � �

実
�

習

準
備

室

第
３

端
末

室

� � � � � � �

� � � � � �

� �
� �

� �

� � � � �

� �
� �

� �

W
C

E
V

学
習

コ
ー

ナ
ー

3
�

�
2

�
�

1

� � � � �

�� �� �

� � � � � �

� � � �
E

V
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E
V

� �
W

C

閲
覧

室

吹
抜

６
号

館
２

階

図
書

館
２

階

 ４
号

館
２

階

教
研

実
践

室
３

42
1講

義
室

42
2講

義
室

42
0講

義
室

42
3

講
義

室

教
�

�
研

実
践

室
２

62
3講

義
室

62
2講

義
室

62
1講

義
室W

C
62

4
講

義
室

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

ス
ペ

ー
ス

6
25

講
義

室

ホ
ー

ル

雑
誌

コ
ー

ナ
ー

図
書

館

事
務

室

展
示

コ
ー

ナ
ー

� �
高

橋
（
剛

）
山

田
（
章

）
佐

藤
（
直

）
田

中
（
聡

）
佐

藤
（
公

）
鈴

木
（
覚

）

１
号

館
へ

２
号

館
へ

� � � � � � �

�� � �� � �� � �

Ｗ
Ｃ

第
４

保
存

書
庫

E
V

E
V

第
１

体
育

館
↑

ブ
ラ

ウ
ジ

ン
グ

�
コ

ー
ナ

ー

ピ
ロ

テ
ィ

ー

情
報

処
理

セ
ン

タ
ー

１
階

図
書

館
１

階
図

書
館

中
央

棟
１

階

４
号

館
１

階

サ
ニ

タ
リ
ー

コ
ー

ナ
ー

玄
関

ホ
ー

ル

学
生

課

事
務

室

ゼ
ミ

室
41

3講
義

室
4
12

講
義

室
4
1
1講

義
室

池

第
1

保
存

書
庫

第
２

保
存

書
庫

グ
ル

ー
プ

学
習

室
グ

ル
ー

プ
学

習
室

61
3講

義
室

61
2講

義
室

61
1
講

義
室

6
1
4

講
義

室

６
号

館
１

階

W
C

地
域

共
同

テ
ク

ノ
セ

ン
タ

ー

精
密

加
工

室

W
C

� � � � � �

� � � � � �

第
１

端
末

室

第
２

端
末

室

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

管
理

室

� � � �

� � � �

実
�

習

準
備

室

第
３

端
末

室

� � � � � � �

� � � � � �

� �
� �

� �

� � � � �

� �
� �

� �

W
C

E
V

学
習

コ
ー

ナ
ー

3
�

�
2

�
�

1

� � � � �

�� �� �

� � � � � �

� � � �
E

V
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E
V

� �

１
号

館
へ

W
C

６
号

館
３

階

 ４
号

館
３

階

科
学

実
験

室

43
0講

義
室

63
3講

義
室

63
2講

義
室

6
31

講
義

室W
C

6
34

講
義

室
6
3
5講

義
室

� �
� �

� �
� �

� �
� �

� �

専
門

教
育

研
究

室

科
学

実
験

準
備

室

物
�

�
理

実
験

室
１

物
�

�
理

実
験

室
２

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

ス
ペ

ー
ス
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E
V

E
V

� �

６
号

館
５

階

65
3講

義
室

65
2講

義
室

65
1講

義
室W

C
65

4講
義

室
65

5講
義

室

６
号

館
４

階

64
3講

義
室

64
2講

義
室

64
1講

義
室W

C
64

4講
義

室
64

5講
義

室

44
1講

義
室

C
E

L
L

ラ
ボ

一
般

教
育

研
究

支
援

室

44
0講

義
室

４
号

館
４

階

� �
� �

� �
W

C

� � � � �

� � � � �

田
中

（
真

）

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

ス
ペ

ー
ス

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

ス
ペ

ー
ス

E
V

� �

１
号

館
へ

W
C

６
号

館
３

階

 ４
号

館
３

階

科
学

実
験

室

43
0講

義
室

63
3講

義
室

63
2講

義
室

6
31

講
義

室W
C

6
34

講
義

室
6
3
5講

義
室

� �
� �

� �
� �

� �
� �

� �

専
門

教
育

研
究

室

科
学

実
験

準
備

室

物
�

�
理

実
験

室
１

物
�

�
理

実
験

室
２

リ
フ

レ
ッ

シ
ュ

ス
ペ

ー
ス
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吹
�

�
抜

用
具

室
３

第
１

体
育

館

柔
道

場

トレ
ー

ニ
ン

グ
室

剣
道

場

体
育

活
動

セ
ン

タ
ー

体
育

活
動

セ
ン

タ
ー

・
部

屋
・

剣
道

場

剣
道

場

第
１

体
育

館
１

階

合
宿

所
合

宿
所

ホ
ー

ル

屋
根

屋
根

部
室

１

ポ
ー

チ

玄
関

部
室

２

部
室

部
室

部
室

部
室

器
具

庫

体
育

活
動

セ
ン

タ
ー

３
階

体
育

管
理

室
用

具
室

1

部
室

シ
ャ

ワ
ー

室

学
生

部
室

２
体

育
活

動
セ

ン
タ

ー
１

階

用
具

室
1

女
子

ロ
ッカ

ー
室

機
械

室
洗

濯
室

シ
ャ

ワ
ー

室

女
子

シ
ャ

ワ
ー
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